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例-1 

【例規No.１】 

狛江市防災会議条例 

昭和39年10月５日条例第30号 

改正 

昭和49年２月26日条例第７号 

昭和62年３月31日条例第12号 

平成11年12月10日条例第18号 

平成24年10月４日条例第24号 

平成25年３月29日条例第４号 

（目的） 

第１条 この条例は，災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第６項の規定に基づ

き，狛江市防災会議（以下「防災会議」という。）の組織及び所掌事務を定めることを

目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は次に掲げる事項を掌理する。 

(１) 狛江市地域防災計画を作成し，及びその実施の推進をすること。 

(２) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(３) 前号に規定する重要事項に関し，市長に意見を述べること。 

(４) この条例に掲げるもののほか，法律又はこれに基づく政令によりその権限に属す

る事務に関すること。 

（組織） 

第３条 防災会議は会長及び委員をもって組織し，会長は市長をもって充てる。 

２ 会長は，会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは，あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

４ 委員は次の各号に掲げる者をもって充てる。 

(１) 指定地方行政機関の職員のうちから市長が委嘱する者 

(２) 東京都知事の部内の職員のうちから市長が委嘱する者 

(３) 警視庁の警察官のうちから市長が委嘱する者 

(４) 東京消防庁の消防吏員のうちから市長が委嘱する者 

(５) 狛江市消防団長 

(６) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市長が委嘱する者 

(７) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が委嘱する者 

(８) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める者 

５ 前項の委員の総数は30名以内とする。 

６ 第４項第６号及び第７号の委員の任期は２年とする。ただし，再任を妨げない。 

７ 補欠委員の任期は，その前任者の残任期間とする。 

（専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため，専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は，東京都知事の部内の職員，狛江市の職員，関係指定公共機関の職員及び

学識経験のある者のうちから市長が委嘱又は任命する。 



例-2 

３ 専門委員は，専門事項に関する調査が終了したときをもって解嘱又は解任されるもの

とする。 

（幹事） 

第５条 防災会議に幹事を置く。 

２ 幹事は，狛江市の職員のうちから市長が任命する。 

３ 幹事は，会長の命を受け，防災会議の事務を処理する。 

（会議の運営等） 

第６条 この条例に定めるもののほか，防災会議の運営に関し必要な事項は，会長が防災

会議に諮って定める。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（昭和49年２月26日条例第７号） 

この条例は，昭和49年４月１日から施行する。 

付 則（昭和62年３月31日条例第12号） 

この条例は，昭和62年４月１日から施行する。 

付 則（平成11年12月10日条例第18号） 

この条例は，平成12年４月１日から施行する。 

付 則（平成24年10月４日条例第24号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（平成25年３月29日条例第４号） 

この条例は，平成25年４月１日から施行する。 

 

 



例-3 

【例規No.２】 

狛江市防災会議運営規程 

昭和39年10月５日規程第11号 

改正 

昭和62年３月31日規程第９号 

（趣旨） 

第１条 この規程は，狛江市防災会議条例（昭和39年条例第30号）第６条の規定に基づき，

狛江市防災会議（以下「会議」という。）の議事その他の運営に関し，必要な事項を定

めるものとする。 

（招集） 

第２条 会議は，必要に応じ会長が招集する。 

２ 委員は，必要があると認めるときは，会議に付議すべき事項および理由を付して，会

長に会議の招集を求めることができる。 

３ 会議を招集するときは，会議の日時，場所および議題を定め，関係の委員に通知しな

ければならない。 

４ 前項の通知を受けた委員が事故のため出席できないときは，代理者を出席させること

ができる。 

（議事手続） 

第３条 会議の議事は，会長が主宰する。 

２ 会議の議事は，出席委員の過半数でこれを決し，可否同数のときは，会長の決すると

ころによる。 

３ 会長は，必要があると認めるときは，関係者の出席を求め，その意見をきくことがで

きる。 

（議事の記録） 

第４条 会長は，議事録を作成しておかなければならない。 

２ 議事録には，次の事項を記載しなければならない。 

(１) 会議の日時および場所 

(２) 出席した委員の職名および氏名 

(３) 議事の件名および概要ならびに議決事項 

(４) その他必要と認める事項 

（委任） 

第５条 会議は，その所掌に属する事務の一部を会長に委任することができる。 

２ 会長は，委任を受けた事務を処理したときは，会議に報告しなければならない。 

（専門委員） 

第６条 専門委員は，調査の結果を報告するため，会議に出席することができる。 

付 則 

この規程は，公布の日から適用する。 

付 則（昭和62年３月31日規程第９号） 

この規程は，昭和62年４月１日から施行する。 



例-4 

【例規No.３】 

狛江市災害対策本部条例 

昭和39年10月５日条例第31号 

改正 

平成19年７月５日条例第15号 

平成24年10月４日条例第23号 

平成25年３月29日条例第４号 

（目的） 

第１条 この条例は，災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の２第８項の規定に

基づき，狛江市災害対策本部（以下「本部」という。）に関し必要な事項を定めること

を目的とする。 

（本部の組織） 

第２条 本部に本部長室及び部を置く。 

２ 本部長室及び部に属すべき本部の職員は，規則で定める。 

（職務） 

第３条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は，本部の事務を統括し，本部の職

員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長（以下「副本部長」という。）は，本部長を補佐し，本部長に事故

があるときはその職務を代理する。 

３ 部長は，上司の命を受け部の事務を掌理する。 

４ 本部員は，上司の命を受け本部の事務に従事する。 

５ その他の本部の職員は，上司の命を受け，その部の事務に従事する。 

（雑則） 

第４条 この条例の施行に関し，必要な事項は規則で定める。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（平成19年７月５日条例第15号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（平成24年10月４日条例第23号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（平成25年３月29日条例第４号） 

この条例は，平成25年４月１日から施行する。 
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【例規No.４】 

狛江市災害対策本部条例施行規則 

昭和39年10月６日規則第10号 

改正 

昭和46年７月22日規則第18号 

昭和47年２月14日規則第３号 

昭和47年８月１日規則第26号 

昭和47年11月１日規則第42号 

昭和49年３月29日規則第16号 

昭和56年９月10日規則第27号 

昭和58年２月７日規則第５号 

昭和62年３月２日規則第４号 

平成２年３月14日規則第６号 

平成５年６月23日規則第25号 

平成６年３月31日規則第17号 

平成８年３月29日規則第22号 

平成９年１月21日規則第２号 

平成10年４月17日規則第17号 

平成13年６月29日規則第29号 

平成16年３月31日規則第８号 

平成17年３月31日規則第11号 

平成19年３月30日規則第15号 

平成20年３月28日規則第４号 

平成21年４月13日規則第29号 

平成22年３月31日規則第14号 

平成24年３月28日規則第18号 

平成24年３月30日規則第20号 

平成26年３月31日規則第17号 

 

（本部長室の所掌事務） 

第１条 本部長室は，次の事項について狛江市災害対策本部（以下「本部」という。）の

基本方針を審議策定する。 

(１) 本部の非常配備態勢の発令及び解除に関すること。 

(２) 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 

(３) 避難の勧告又は指示に関すること。 

(４) 災害救助法の適用に関すること。 

(５) 激甚災害の指定に関すること。 

(６) 東京都及び他区市町村との相互応援に関すること。 

(７) 自衛隊に対する災害派遣の要請に関すること。 

(８) 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 
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(９) 部長会議及び本部員会議の招集に関すること。 

(10) 前各号に掲げるもののほか，重要な災害対策に関すること。 

（本部長室の構成） 

第２条 本部長室は次の者をもって構成する。 

(１) 災害対策本部長（以下「本部長」という。） 

(２) 災害対策副本部長（以下「副本部長」という。） 

(３) 災害対策本部員（以下「本部員」という。） 

（副本部長） 

第３条 副本部長は，副市長及び教育長をもって充てる。 

２ 狛江市災害対策本部条例（昭和39年条例第31号）第３条第２項の規定により副本部長

が本部長の職務を代理する場合は，副市長である副本部長，教育長である副本部長の順

序による。 

（本部員） 

第４条 本部員は，企画財政部長，総務部長，市民生活部長，福祉保健部長，児童青尐年

部長，環境部長，都市建設部長，教育部長，議会事務局長，安心安全課長及び消防団長

をもって充てる。 

（部の名称，組織及び分掌事務） 

第５条 部の名称，部を構成する組織及び分掌事務は，別表１のとおりとする。 

（本部の部の編成） 

第６条 部に部長，副部長，部員をおく。 

２ 本部の部の編成は，別表２のとおりとする。 

３ 部に属すべき本部の職員は別表２に定める者のほか，狛江市の職員のうちから市長が

任命する。 

（応援体制） 

第７条 本部長は，特定の事務を重点的に実施する必要があると認めたとき，又は災害の

状況，応急対策の推移等により特定の部の事務量が多大になったと認めたときは，別表

１分掌事務欄に示す応援事務以外に，他の部に応援を命じることができる。 

２ 部長は，自ら分掌する事務について特定の事務を重点的に実施する必要があると認め

たとき，又は災害の状況，応急対策の推移等により特定の課の事務量が多大になったと

認めたときは，別表１分掌事務欄に示す応援事務以外に，担当部内の他の課に応援を命

じることができる。 

（班の編成） 

第８条 本部長は，特定の事務を重点的に実施するため必要があると認めたときは，班を

設置することができる。 

２ 前項に規定する班に班長をおく。 

３ 前項に規定する班長は，原則として班の行う事務の所管課長とし，本部長が任命する。 

４ 本部長及び部長は，班の要員に不足があると認めたときは，前条第１項及び第２項の

規定に準じて応援を命じることができる。 

（部長会議） 

第９条 本部長は災害対策の推進をはかるため，必要があると認めたときは部長会議また
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は本部員会議を招集することができる。 

（雑則） 

第10条 この規則の施行について必要な事項は，本部長が定める。 

付 則 

この規則は，公布の日から施行する。 

付 則（昭和46年７月22日規則第18号） 

この規則は，昭和46年７月22日から施行する。 

付 則（昭和47年２月14日規則第３号） 

この規則は，昭和47年３月１日から施行する。 

付 則（昭和47年８月１日規則第26号） 

この規則は，昭和47年８月１日から施行する。 

付 則（昭和47年11月１日規則第42号） 

この規則は，昭和47年11月１日から施行する。 

付 則（昭和49年３月29日規則第16号） 

この規則は，昭和49年４月１日から施行する。 

付 則（昭和56年９月10日規則第27号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

付 則（昭和58年２月７日規則第５号） 

この規則は，昭和58年４月１日から施行する。 

付 則（昭和62年３月２日規則第４号） 

この規則は，昭和62年４月１日から施行する。 

付 則（平成２年３月14日規則第６号） 

この規則は，平成２年３月25日から施行する。 

付 則（平成５年６月23日規則第25号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

付 則（平成６年３月31日規則第17号） 

この規則は，平成６年４月１日から施行する。 

付 則（平成８年３月29日規則第22号） 

この規則は，平成８年４月１日から施行する。 

付 則（平成９年１月21日規則第２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

付 則（平成10年４月17日規則第17号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成10年４月１日から適用する。 

付 則（平成13年６月29日規則第29号） 

この規則は，平成13年７月１日から施行する。 

付 則（平成16年３月31日規則第８号） 

この規則は，平成16年４月１日から施行する。 

付 則（平成17年３月31日規則第11号） 

この規則は，平成17年４月１日から施行する。 

付 則（平成19年３月30日規則第15号） 
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この規則は，平成19年４月１日から施行する。 

付 則（平成20年３月28日規則第４号） 

この規則は，平成20年４月１日から施行する。 

付 則（平成21年４月13日規則第29号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成21年４月１日から適用する。 

付 則（平成22年３月31日規則第14号） 

この規則は，平成22年４月１日から施行する。 

付 則（平成24年３月28日規則第18号） 

この規則は，平成24年４月１日から施行する。 

付 則（平成24年３月30日規則第20号） 

この規則は，平成24年４月１日から施行する。 

付 則（平成26年３月31日規則第17号） 

この規則は，平成26年４月１日から施行する。 

 

別表１（第５条関係） 

部の名称 部を構成する平常時

の組織 

分掌事務 

災対総務部 総務部安心安全課 １ 災害対策の総合調整に関すること。 

２ 関係機関・団体との連携の総合調整に関するこ

と。 

３ 都及び他区市町村の応援要請に関すること。 

４ 自衛隊の派遣要請及び活動調整に関すること。 

５ 災害時要援護者（要配慮者）対策の総合調整に

関すること。 

６ 帰宅困難者対策の総合調整に関すること。 

７ 消防団の出動に関すること。 

８ 災害情報の収集，集約及び伝達の統括に関する

こと。 

９ 防災行政無線の統制活用に関すること。 

10 警戒区域設定，避難指示等その他本部長命令の

伝達に関すること。 

11 避難誘導に関すること。 

総務部総務課 １ 庁用車の配備に関すること。 

２ 必要資機（器）材，車両，舟艇，労務及び物品

の調達，使用，収用及び発注に関すること。 

３ 災害時集合場所の連絡調整等に関すること。 

総務部職員課 １ 本部職員の動員に関すること。 

２ 本部職員の労務管理に関すること。 

３ 東京都及び他区市町村の職員の受入れ及び派



例-9 

遣に関すること。 

４ 本部長室の庶務に関すること。 

総務部施設課 １ 市施設の応急復旧に関すること。 

２ 公共施設の被害状況の取りまとめに関するこ

と。 

災対企画財政部 企画財政部秘書広報

室 

 広報及び広聴並びに市民からの問合せ及び報道

機関への対応に関すること。 

企画財政部政策室 １ 女性の人権の確保に関すること。 

２ 広報及び広聴並びに市民からの問合せ及び報

道機関への対応に関すること。（秘書広報室への応

援） 

企画財政部市史編さ

ん室 

 広報及び広聴並びに市民からの問合せ及び報道

機関への対応に関すること。（秘書広報室への応援） 

企画財政部財政課 １ 災害救助法に関すること。 

２ 災害対策関係予算に関すること。 

３ 義援金品の受領及び配分に関すること。 

４ 激甚災害の指定に関すること。 

議会事務局 

 広報及び広聴並びに市民からの問合せ及び報道

機関への対応に関すること。（秘書広報室への応援） 

選挙管理委員会事務

局 

監査委員事務局 

会計課  災害時における一時借入金の調達及び現金の保

管出納に関すること。 

災対市民生活部 市民生活部市民課 １ 埋火葬の許可に関すること。 

２ 広域火葬に関すること。 

市民生活部課税課 １ 罹災証明書に関すること。 

２ 地域における情報の収集及び伝達に関するこ

と。 

市民生活部納税課 １ 罹災証明書に関すること。（課税課への応援） 

２ 応急給水，食料及び生活必需品の供給に関する

こと。（地域活性課への応援） 

市民生活部地域活性

課 

１ 応急給水，食料及び生活必需品の供給に関する

こと。 

２ 中小企業及び農業への融資及び復興に関する

こと。 

農業委員会事務局  応急給水，食料及び生活必需品の供給に関するこ

と。（地域活性課への応援） 

災対福祉保健部 福祉保健部地域福祉

課 

１ 避難行動要支援者対策に関すること。 

２ 二次（福祉）避難所に関すること。 
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３ 災害弔慰金に関すること。 

４ ボランティア活動に関すること。 

福祉保健部福祉相談

課 

１ 生活再建に関すること。 

２ 遺体収容所の設置と遺体処理に関すること。 

３ 被災者の生活に関する相談及び各種支援制度の受

付に関すること。 

福祉保健部高齢障が

い課 

１ 社会福祉団体との連絡調整及び協力に関するこ

と。 

２ 避難行動要支援者対策に関すること。（地域福祉

課への応援） 

３ 二次（福祉）避難所に関すること。（地域福祉課

への応援） 

４ 医療救護に関すること。（健康推進課への応援） 

福祉保健部保険年金

課 

１ 医療救護に関すること。（健康推進課への応援） 

２ 保健衛生に関すること。（健康推進課への応援） 

３ 防疫に関すること。（健康推進課への応援） 

福祉保健部健康推進

課 

１ 医療救護に関すること。 

２ 保健衛生に関すること。 

３ 防疫に関すること。 

災対児童青尐年

部 

児童青尐年部子育て

支援課 

 応急保育に関すること。（児童青尐年課への応援） 

児童青尐年部児童青

尐年課 

 応急保育に関すること。 

災対環境部 環境部環境政策課 １ 放射性物質対策に関すること。 

２ 下水道施設に関すること。（下水道課への応援） 

３ 管工事関係事業者との連絡調整に関すること。

（下水道課への応援） 

４ ごみ処理に関すること。（清掃課への応援） 

５ トイレの確保及びし尿処理に関すること。（清

掃課への応援） 

６ がれき処理に関すること。（清掃課への応援） 

７ 住家流入土石，竹木等処理に関すること。（清

掃課への応援） 

環境部下水道課 １ 下水道施設に関すること。 

２ 管工事関係事業者との連絡調整に関すること。 

環境部清掃課 １ ごみ処理に関すること。 

２ トイレの確保及びし尿処理に関すること。 

３ がれき処理に関すること。 

４ 住家流入土石，竹木等処理に関すること。 
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災対都市建設部 都市建設部まちづく

り推進課 

１ 救出に関すること。 

２ 行方不明者及び死体の捜索に関すること。 

３ 応急危険度判定に関すること。 

４ 被災者の住宅の確保に関すること。 

５ 家屋，住家その他民間施設に関する被害状況の調

査に関すること。 

６ 家屋及び住家の応急修理に関すること。 

７ 応急仮設住宅の整備に関すること。 

８ 災害復興等の総合調整に関すること。 

都市建設部道路交通

課 

１ 道路，河川等における障害物除去に関すること。 

２ 道路，橋りょう，堤防，河川等の点検，整備及び

復旧に関すること。 

３ 建設関係事業者との連絡調整に関すること。 

４ ライフライン（下水道を除く。）応急復旧に関す

ること。 

都市建設部整備課 １ 救出に関すること。（まちづくり推進課への応

援） 

２ 行方不明者及び死体の捜索に関すること。（ま

ちづくり推進課への応援） 

３ 応急危険度判定に関すること。（まちづくり推

進課への応援） 

４ 被災者の住宅の確保に関すること。（まちづく

り推進課への応援） 

５ 家屋，住家その他民間施設に関する被害状況の調

査に関すること。（まちづくり推進課への応援） 

６ 家屋及び住家の応急修理に関すること。（まち

づくり推進課への応援） 

７ 応急仮設住宅の整備に関すること。（まちづく

り推進課への応援） 

８ 災害復興等の総合調整に関すること。（まちづ

くり推進課への応援） 

災対教育部 教育部学校教育課 １ 災害時集合場所の運営に関すること。 

２ 避難所の開設及び運営に関すること。 

３ 学用品の給与に関すること。 

教育部指導室 １ 応急教育に関すること。 

２ 災害時集合場所の運営に関すること。（学校教

育課への応援） 

３ 避難所の開設及び運営に関すること。（学校教

育課への応援） 
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教育部社会教育課 １ 災害時集合場所の運営に関すること。（学校教

育課への応援） 

２ 避難所の開設及び運営に関すること。（学校教

育課への応援） 

教育部公民館 １ 災害時集合場所の運営に関すること。（学校教

育課への応援） 

２ 避難所の開設及び運営に関すること。（学校教

育課への応援） 

教育部図書館 １ 災害時集合場所の運営に関すること。（学校教

育課への応援） 

２ 避難所の開設及び運営に関すること。（学校教

育課への応援） 

部を構成する平常時の組織の共通事

項 

１ 平常時に所管する事務に関する災害情報の収

集及び伝達に関すること。 

２ 平常時に所管する事務に係る関係機関及び団

体との調整に関すること。 

３ 平常時に所管する施設及び事業における安全

確保並びに利用者の避難誘導及び救護に関するこ

と。 

４ 平常時に所管する施設を経由しての市民への

情報提供及び広報に関すること。 

５ 他の部課の応援に関すること。 

 

別表２（第６条関係） 

部 部長 副部長 部員 

災対総務部 総務部長 総務部安心安全課長 

総務部総務課長 

総務部職員課長 

総務部施設課長 

総務部安心安全課職員 

総務部総務課職員 

総務部職員課職員 

総務部施設課職員 

災対企画財政部 企画財政部長 企画財政部秘書広報室長 

企画財政部政策室長 

企画財政部市史編さん室

長 

企画財政部財政課長 

議会事務局次長 

選挙管理委員会事務局長 

監査委員事務局長 

会計課長 

企画財政部秘書広報室職員 

企画財政部政策室職員 

企画財政部市史編さん室職

員 

企画財政部財政課職員 

議会事務局職員 

選挙管理委員会事務局職員 

監査委員事務局職員 

会計課職員 

災対市民生活部 市民生活部長 市民生活部市民課長 市民生活部市民課職員 
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市民生活部課税課長 

市民生活部納税課長 

市民生活部地域活性課長 

農業委員会事務局長 

市民生活部課税課職員 

市民生活部納税課職員 

市民生活部地域活性課職員 

農業委員会事務局職員 

災対福祉保健部 福祉保健部長 福祉保健部地域福祉課長

福祉保健部福祉相談課長 

福祉保健部高齢障がい課

長 

福祉保健部保険年金課長 

福祉保健部健康推進課長 

福祉保健部地域福祉課職員 

福祉保健部福祉相談課職員 

福祉保健部高齢障がい課職

員 

福祉保健部保険年金課職員 

福祉保健部健康推進課職員 

災対児童青尐年部 児童青尐年部長 児童青尐年部子育て支援

課長 

児童青尐年部児童青尐年

課長 

児童青尐年部子育て支援課

職員 

児童青尐年部児童青尐年課

職員 

災対環境部 環境部長 環境部環境政策課長 

環境部下水道課長 

環境部清掃課長 

環境部環境政策課職員 

環境部下水道課職員 

環境部清掃課職員 

災対都市建設部 都市建設部長 都市建設部まちづくり推

進課長 

都市建設部道路交通課長 

都市建設部整備課長 

都市建設部まちづくり推進

課職員 

都市建設部道路交通課職員 

都市建設部整備課職員 

災対教育部 教育部長 教育部学校教育課長 

教育部指導室長 

教育部社会教育課長 

教育部公民館長 

教育部図書館長 

教育部学校教育課職員 

教育部指導室職員 

教育部社会教育課職員 

教育部公民館職員 

教育部図書館職員 

※ 議会事務局長及び理事は，所属の部長補佐とする。ただし，課長事務扱いを命ぜられ

ている理事は，副部長を兼務するものとする。 
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【例規No.５】 

狛江市災害対策本部運営要綱 

昭和39年10月６日 

改正 

昭和46年７月22日要綱第４号 

昭和47年２月14日要綱第２号 

平成２年３月14日要綱第４号 

平成５年６月23日要綱第25号 

平成20年３月28日要綱第９号 

第１章 総則 

第１ 趣旨 

この要綱は，狛江市災害対策本部条例施行規則（昭和39年規則第31号。以下「規則」

という。）第８条の規定に基づき，狛江市災害対策本部（以下「本部」という。）の運

営に関する基本的事項について定めるものとする。 

第２ 定義 

この要綱において「災害」とは，災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第２

号に定める災害で，災害救助法施行令（昭和22年政令第225号）第１条に定める程度のも

のをいう。 

第２章 本部の設置および廃止 

第１ 本部の設置 

(１)市長は，狛江市の地域について，災害が発生するおそれがある場合において，第３

章の非常配備態勢を発令する必要があると認めたときは，本部を設置する。 

(２)本部の部長（以下「部長」という。）に充てられている者は，本部を設置する必要

があると認めたときは，総務部長に本部の設置を要請することができる。 

(３)総務部長は，前記(２)の要請があった場合，または，その他の状況により本部を設

置する必要があると認めたときは，規則第４条の本部員の職に充てられている者を招

集して協議のうえ，本部の設置を市長に申請しなければならない。 

第２ 本部の設置の通知等 

(１)災対総務部長は，本部が設置されたときは，直ちに次に掲げる者のうち必要と認め

た者に，本部の設置を通知しなければならない。 

ア 部長 

イ 東京都知事及び東京都北多摩南部建設事務所長 

ウ 東京消防庁狛江消防署長 

エ 警視庁調布警察署長 

オ 狛江市消防団長 

カ 指定地方行政機関，指定公共機関及び指定地方公共機関 

キ 隣接区市長 

ク その他必要と認めた者 

(２)災対企画財政部長は，本部が設置されたときは，直ちに報道機関に発表しなければ

ならない。 
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(３)部長は，前記(１)の通知を受けたときは，所属職員に対し周知徹底させなければな

らない。 

第３ 本部の標示の提出 

本部が設置された場合は，狛江市役所正門に「狛江市災害対策本部」の標示を掲示す

る。 

第４ 本部の廃止 

(１)市長は，狛江市の地域について，災害が発生する恐れが解消したとき，または，災

害応急対策がおおむね完了したと認めたときは，本部を廃止する。 

(２)本部の廃止の通知等は，前記第２に準じて処理する。 

第３章 本部の非常配備態勢 

第１ 非常配備態勢の種別 

(１)第１非常配備態勢 

ア 時期 

第１非常配備態勢は，おおむね24時間後に災害が発生するおそれがある場合又

はその他の状況により，本部長が必要があると認めたときに，その指令を発する。 

イ 態勢 

第１非常配備態勢は，災害の発生を防ぎょするための措置を強化し，救助その

他災害の拡大を防止するための措置に必要な準備を開始するほか，通信情報活動を

主とした態勢とする。 

(２)第２非常配備態勢 

ア 時期 

第２非常配備態勢は，おおむね12時間後に災害が発生するおそれがある場合若

しくは局地災害が発生した場合又はその他の状況により，本部長が必要があると認

めたときに，その指令を発する。 

イ 態勢 

第２非常配備態勢は，第１非常配備態勢を強化するとともに，局地災害に直ち

に対処できる態勢とする。 

(３)第３非常配備態勢 

ア 時期 

第３非常配備態勢は，事態が切迫し，市区域の数地区について災害が発生する

と予想される場合若しくは数地区について災害が発生した場合又はその他の状況に

より，本部長が必要があると認めたときに，その指令を発する。 

イ 態勢 

第３非常配備態勢は，数地区の災害に直ちに対処できる態勢とする。 

(４)第４非常配備態勢 

ア 時期 

第４非常配備態勢は，大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第９

条第１項の規定により内閣総理大臣が地震災害に関する警戒宣言を発した場合若し

くは災害が拡大し，第３非常配備態勢では対処できない場合又はその他の状況によ

り，本部長が必要があると認めたときに，その指令を発する。 
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イ 態勢 

第４非常配備態勢は，本部の全力をもって災害に対処する態勢とする。 

(５)非常配備態勢の特例 

本部長は，災害の状況その他により必要があると認めたときは，特定の部に対して

のみ非常配備態勢の指令を発し，又は特定の部に対して種別の異なる非常配備態勢の

指令を発することができる。 

第２ 非常配備態勢に基づく措置 

(１)部長は，非常配備態勢が発令された場合は，施行規則第５条による分掌事務の要領

を所属職員に対し，周知徹底させ，かつ，必要な指示をしなければならない。 

第４章 職員の配置および服務 

第１ 職員の配置 

(１)市長は，あらかじめ部の分掌事務を遂行するため，各非常配備態勢において，本部

の事務に配置すべき職員を，規則第６条第２項の規定に基づく本部の職員として任命

し，必要な名簿を備えておかなければならない。 

(２)部長は，あらかじめ別記第１号様式により，非常配備態勢別の職員の動員表を作成

し，本部長に報告するとともに，所属職員に対し，周知徹底させておかなければなら

ない。 

(３)部長は，あらかじめ職員の非常参集方法を定め，所属職員に対し，周知徹底させて

おかなければならない。 

(４)部長は，非常配備態勢の指令を受けたときは，直ちに災害の状況に応ずる次の措置

をとらなければならない。 

ア 動員表に基づき，職員を所定の部署に配置すること。 

イ 職員の集合方法および交替方法を周知徹底させること。 

第２ 職員の服務 

(１)すべての職員は，本部が設置された場合は，次の事項を遵守しなければならない。 

ア 常に，災害に関する情報および本部関係の指示に注意すること。 

イ 不急の行事・会議・出張等を中止すること。 

ウ 正規の勤務時間が終了しても，上司の指示があるまでは退庁しないこと。 

エ 勤務場所を離れている場合においても，常に所在を明らかにし，上司と連絡をと

ること。 

オ 非常配備態勢が発令されたときは，動員表にしたがって万難を排して集合するこ

と。 

(２)すべての本部員は，自らの言動によって，住民に不安を与え，住民の誤解を招き，

または，本部の活動に支障をきたすことのないよう注意しなければならない。 

第５章 本部連絡員 

第１ 本部連絡員の職務等 

(１)本部長室と部の連絡および部相互間の連絡調整を推進するため，各部に本部連絡員

を置く。 

(２)部長は，あらかじめ部所属の課長補佐または，係長の職にあるもののうちから，複

数の本部連絡員を指名し，別記第２号様式により，本部長に報告しなければならない。 
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(３)本部連絡員は，本部が設置されている間，交替で勤務し，勤務中においては，災対

総務部長の指示がなければ退庁することができない。 

(４)本部連絡員は，勤務を交替したときは，災対総務部長に報告しなければならない。 

第２ 本部連絡員の招集または派遣 

(１)災対総務部長は，本部長室が開設されたとき，または，部相互間の連絡調整をはか

るため，必要があると認めたときは，指定した場所に本部連絡員を招集することがで

きる。 

第６章 本部長室の開設 

本部長は，原則として第１非常配備態勢を発令したときに，規則第２条の本部長室の

構成員を招集するものとする。 

第７章 本部長室の議事 

(１)付議事項 

本部長室に付議する事項は，規則第１条に定める審議策定事項とする。 

(２)付議手続 

部長は，その所管に係る事務について本部長室に付議すべき事項が生じたときは，

すみやかに本部長室に付議しなければならない。 

第８章 本部長室における発信事項および受信事項の処理 

第１ 発信事項の処理 

(１)災対総務部長は，本部長の指示事項および本部長室の付議事項のうち，必要と認め

た事項について，本部連絡員に発表しなければならない。 

(２)災対企画財政部長は，発信事項うち必要と認めたものを，報道機関に発表しなけれ

ばならない。 

第２ 受信事項等の処理 

(１)本部連絡員は，前記第１の(１)により，発表された発信文を，関係のある部に伝達

しなければならない。 

(２)災対企画財政部長は，本部長室における発信および受信事項を，整備しておかなけ

ればならない。 

第３ 通信用紙 

本部長室における発信および受信事項の処理は，別記第３および第４号様式の用紙を

使用しなければならない。 

第９章 部長会議 

第１ 会議の招集 

(１)部長会議は，おおむね次に掲げる場合に招集する。 

ア 本部長室において，招集を審議策定したとき。 

イ 部長から招集の要請があったとき。 

ウ その他，重要な災害対策に関して，連絡調整をはかる必要が生じたとき。 

(２)部長は，必要な補佐員をともなって，会議に出席することができる。 

第10章 本部の財務 

第１ 部の分掌事務の遂行に要する費用は，水防関係経費については，既決の災害対策関

係予算をもって充てるものとし，予算が不足する場合または既決の予算がない場合は，
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予算の補正を待って措置するものとする。ただし，補正するいとまがないときは，予備

費により措置することができる。 

第２ 災対企画財政部長は，第１により予算措置を講じる必要が生じたときは，その基本

方針を本部長室に付議しなければならない。 

付 則（昭和46年７月22日要綱第４号） 

この要綱は，昭和46年７月22日から施行する。 

付 則（昭和47年２月14日要綱第２号） 

この要綱は，昭和47年３月１日から施行する。 

付 則（平成２年３月14日要綱第４号） 

この要綱は，平成２年３月25日から施行する。 

付 則（平成５年６月23日要綱第25号） 

この要綱は，公布の日から施行する。 

付 則（平成20年３月28日要綱第９号） 

この要綱は，平成20年４月１日から施行する。 

第１号様式～第４号様式（省略） 
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【例規No.６】 

狛江市街頭消火器設置取扱基準 

平成17年６月28日市長決裁 

改正 

平成21年３月24日市長決裁 

１ 狛江市が設置する街頭消火器については，既設街頭消火器を基準として，半径50ｍ圏

内に３リットル消火器１本を収容する消火器ＢＯＸを設置する。ただし，街頭消火器を

設置しようとする地域の状況等により，設置数を増減することができる。 

２ 設置費用は全て市が負担し，民地内への設置を基本とする。この場合において，設置

する場所については，土地所有者に対して協力要請し無償占用するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず，狛江市まちづくり条例（平成15年条例第12号）第２条第２

号の事業者については，狛江市まちづくり指導基準（平成15年規則第44号）第22条第１

号の規定が適用されるものとする。 

４ 既設の街頭消火器についても，順次民地内への移設を実施するものとする。 

５ この取扱基準に定めのない事項について疑義が生じた場合は，その都度関係者と協議

を行い対処するものとする。 

付 則 

この取扱基準は，平成17年度から施行する。 

付 則（平成21年３月24日市長決裁） 

この基準は，平成21年４月１日から施行する。 
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【例規 No.７】 

狛江市災害見舞金支給規則 

昭和49年６月14日規則第21号 

改正 

昭和56年５月14日規則第18号 

平成２年３月31日規則第９号 

平成３年10月15日規則第30号 

（目的） 

第１条 この規則は，狛江市に住所を有する者が，市内において震災，風水害，火災その

他これに類する災害により被害を受けたとき，被災者又はその遺族（以下「被災者等」

という。）に対し，見舞金又は弔慰金（以下「見舞金等」という。）を贈ることについ

て必要な事項を定めることを目的とする。 

（対象） 

第２条 この規則を適用する対象者は，災害の程度により市長が決定する。 

（範囲及び額） 

第３条 見舞金等の支給範囲及び額は，次の各号による。 

(１) 専ら居住の用に供する建物で現に居住し，生計を営んでいる住家又は現に営業の

用に供している建物が全壊，全焼又は流失したとき。 

１世帯につき    50,000円 

(２) 前号の建物が半壊，半焼又は床上浸水（住宅にあっては浸水が床に達した程度の

もの，又は土砂，竹木等のたい積等により一時的に居住することができない状態とな

ったものをいい，その他の建物については住宅に準ずる。）したとき。 

１世帯につき    30,000円 

(３) 第１号の建物が部分的に損傷したとき 

１世帯につき    10,000円 

(４) 死亡したとき 

１人につき     100,000円 

(５) 負傷したとき 

１人につき     10,000円 

２ 前項に規定するもののうち次のものについては，当該各号に定めるものをもって１世

帯とみなす。 

(１) アパートに居住し，又は個人の住家に間借りし，２人以上の家族を構成し，独立

の生計を営むもの 

(２) アパートに居住し，又は個人の住家に間借りする単身世帯については，全体をも

って１世帯とみなす。ただし，世帯の状況によって１世帯とすることができる。 

（災害の程度） 

第４条 災害の程度は，次の各号による 

(１) 全焼，全壊とは，滅失面積70％以上 

(２) 半焼，半壊とは，滅失面積30％以上70％未満 

(３) 部分的損傷とは，滅失面積20％以上30％未満 
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(４) 死亡者とは，災害が直接の原因で死亡した者（負傷して入院後48時間以内に死亡

した者を含む。） 

(５) 負傷者とは，引続き240時間以上入院加療をした者（入院後48時間を超え，240時

間未満に死亡した者を含む。） 

（弔慰金の支給） 

第５条 弔慰金の支給を受ける遺族の範囲は，次の各号に掲げるものとする。 

(１) 配偶者（婚姻の届出をしていないが，死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情にあ

った者を含む。） 

(２) 子，父母，孫，祖父母及び兄弟姉妹 

２ 前項に掲げるものの弔慰金の支給を受ける順位は同項各号の順位により，同項第２号

に掲げるもののうちにあっては同号に掲げる順位により，父母については養父母を先に

し，実父母を後にする。 

（支給の時期） 

第６条 市長は，被災者等から見舞金等の支給申請があったときは，すみやかに災害の程

度を決定し，当該見舞金等を支給するものとする。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

付 則 

この規則は，公布の日から施行する。 

付 則（昭和56年５月14日規則第18号） 

この規則は，公布の日から施行し，昭和56年４月１日から適用する。 

付 則（平成２年３月31日規則第９号） 

この規則は，平成２年４月１日から施行する。 

付 則（平成３年10月15日規則第30号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成３年９月18日から適用する。 
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【例規 No.８】 

狛江市災害弔慰金の支給等に関する条例 

昭和49年12月26日条例第43号 

改正 

昭和50年10月７日条例第14号 

昭和52年３月30日条例第15号 

昭和53年６月26日条例第14号 

昭和56年９月28日条例第24号 

昭和57年12月24日条例第36号 

昭和62年３月24日条例第３号 

平成３年12月25日条例第23号 

平成12年12月21日条例第59号 

平成23年９月28日条例第11号 

平成25年３月29日条例第４号 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第３条―第８条） 

第３章 災害障害見舞金の支給（第９条―第11条） 

第４章 災害援護資金の貸付け（第12条―第20条） 

付則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82号。以下「法」

という。）及び同法施行令（昭和48年政令第374号。以下「令」という。）の規定に準拠

し，暴風，豪雤等の自然災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給を行

い，自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた市民に災害障害見舞金の支給を

行い，及び自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けを

行い，もって市民の福祉及び生活の安定に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 災害 暴風，豪雤，豪雪，洪水，高潮，地震，津波その他異常な自然現象により

被害が生ずることをいう。 

(２) 市民 災害により被害を受けた当時，市の区域内に住所を有する者をいう。 

第２章 災害弔慰金の支給 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 市は，市民が次の各号に掲げる一の災害（以下この章及び次章において単に「災

害」という。）により死亡したときは，その者の遺族に対し，災害弔慰金を支給する。 

(１) 一の市町村（特別区を含む。）の区域内において住居の全壊した世帯の数が５以

上あった災害（世帯の数の算定にあたっては，災害救助法施行令（昭和22年政令第225
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号）第１条第２項に定める算定方法の例による。） 

(２) 被害が発生した市町村（特別区を含む。）をその区域に含む都道府県の区域内に

おいて生じた災害で災害救助法（昭和22年法律第118号）による救助が行われた災害（前

号に該当するものを除く。） 

(３) その他厚生労働大臣が定めるところにより厚生労働大臣と協議し前２号と同等の

災害と認められる特別の事情がある場合の災害 

（災害弔慰金を支給する遺族の範囲等） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は，法第３条第２項の遺族の範囲とし，その順

位は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 死亡者の死亡当時において，死亡者により生計を主として維持していた遺族（兄

弟姉妹を除く。以下この項において同じ。）を先にし，その他の遺族を後にする。 

(２) 前号の場合において，遺族の順位は，次のとおりとする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

(３) 死亡者に係る配偶者，子，父母，孫又は祖父母のいずれもが存しない場合であっ

て兄弟姉妹がいるときは，その兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し，又

は生計を同じくしていた者）に対して，災害弔慰金を支給するものとする。 

２ 前項の場合において，同順位の父母については養父母を先にし，実父母を後にし，同

順位の祖父母については養父母の父母を先にし，実父母の父母を後にする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，遺族が遠隔地にある場合その他特別の事情がある場合に

おいて，市長が前２項の規定によることを不適当と認めるときは，第１項に規定する遺

族のうち市長が適当と認める者に災害弔慰金を支給することができる。 

４ 前３項の規定により災害弔慰金の支給を受けるべき遺族が２人以上ある場合の災害弔

慰金の支給については，次条で規定する金額を当該遺族の数で除して得た額を支給する。 

（災害弔慰金の額） 

第５条 災害弔慰金の額は，令第１条の２に規定する額とする。ただし，死亡者がその死

亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合は，こ

れらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

（死亡の推定） 

第６条 災害の際現にその場に居合わせた者につき，当該災害がやんだ後３月間その生死

が分からない場合には，災害弔慰金に関する規定の適用については，その者は，当該災

害によって死亡したものと推定する。 

（支給の制限） 

第７条 災害弔慰金は，次の各号の一に該当する場合には，支給しない。 

(１) 当該死亡が，当該死亡した者の故意又は重大な過失によるものである場合 

(２) 当該死亡に関し，その者が業務に従事していたことにより警察表彰規則（昭和29

年国家公安委員会規則第14号），消防表彰規程（昭和37年消防庁告示第１号）及び賞
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じゅつ金に関する訓令（昭和38年防衛庁訓令第15号）に基づき賞じゅつ金が支給され

る場合 

(３) 当該死亡した者が災害に際し市長の避難の指示に従わなかったことその他特別の

事情があるため，市長が支給を不適当と認める場合 

（支給の手続） 

第８条 市長は，災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは，規則で定める

ところにより支給を行うものとする。 

２ 市長は，災害弔慰金の支給に関し，遺族に対して必要な書類の提出を求めることがで

きる。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（災害障害見舞金の支給） 

第９条 市は，市民が災害により負傷し，又は疾病にかかり，治ったとき（その症状が固

定したときを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは，当該住民（以下「障

害者」という。）に対し，災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害障害見舞金の額） 

第10条 災害障害見舞金の額は，令第２条の２に規定する額とする。 

（準用規定） 

第11条 第７条及び第８条の規定は，災害障害見舞金について準用する。 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（災害援護資金の貸付け，限度額，償還期間） 

第12条 市は，東京都の区域内において生じた災害で災害救助法による救助が行われた災

害（以下この条において単に「災害」という。）により，次の表の左欄に掲げる一以上

の被害を受けた世帯で令第４条の規定により算出した当該世帯に属する者の所得の合計

額が令第５条に規定する額に満たないものの市民である世帯主に対し，その生活の立直

しに資するため，次の表に掲げる当該世帯の被害の種類及び程度の区分に応じ右欄に掲

げる額以内の災害援護資金の貸付けを行う。 

  

被害の種類及び程度 貸付金額 

(１) 世帯主が１月以上の療養を要する負傷を負った場合 150万円以内 

(２) 住居等の損害 

ア 住居の全壊 ((４）の場合を除く。） 

イ 住居の半壊 

ウ 全家財の価格の３分の１以上の損害 

 250万円以内 

170万円以内 

150万円以内 

(３) (１)と(２)が重複した場合 

ア (１)と(２)のアが重複した場合 

イ (１)と(２)のイが重複した場合 

ウ (１)と(２)のウが重複した場合 

 350万円以内 

270万円以内 

250万円以内 

(４) 住居の全体が滅失した場合。なお，「滅失」には，全壊，全焼，流

失の全てを含むものであること。 

350万円以内 
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(５) 第２号のア若しくはイ又は第３号のイにおいて，被災した住居を建て直すに際し，そ

の住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には，「250万円以

内」とあるのは「350万円以内」と，「170万円以内」とあるのは「250万円以内」と，「270

万円以内」とあるのは「350万円以内」と読み替えるものとする。 

２ 災害援護資金の償還期間は，10年とし，据置期間はそのうち３年とする。ただし，据

置期間については次の各号の一に該当する場合であって市長が特に必要と認めた場合は，

５年とすることができる。 

(１) 災害により被害を受けた世帯が当該災害の前１年以内に前項に規定する被害（自

然災害以外によるこれに相当する被害を含む。）を受けたものである場合 

(２) 災害により世帯主が死亡したとき，又は地方税法（昭和25年法律第226号）第34条

第１項第６号に規定する特別障害者となった場合 

(３) 災害により被害を受けた世帯が生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を

受けている場合 

（利子） 

第13条 災害援護資金の利率は，年３パーセントとする。ただし，据置期間については，

無利子とする。 

（償還方法） 

第14条 災害援護資金の償還は，年賦償還とし，元利均等償還の方法によるものとする。

ただし，災害援護資金の貸付けを受けた者は，いつでも繰上償還をすることができる。 

（連帯保証人） 

第15条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は，確実な連帯保証人を立てなければ

ならない。 

２ 連帯保証人は，災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を保証するものとし，

その保証債務は，違約金を包含するものとする。 

（一時償還） 

第16条 市長は，災害援護資金の貸付けを受けた者が次の各号の一に該当する場合には，

第12条第２項の規定にかかわらず，期限を定めて災害援護資金の全部又は一部の繰上一

時償還を命ずることができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により貸付けを受けたとき。 

(２) 償還金の支払を怠ったとき。 

（償還金の支払猶予） 

第17条 市長は，災害，盗難，疾病，負傷その他やむを得ない理由により，災害援護資金

の貸付けを受けた者が支払期日までに償還金を支払うことが著しく困難になったと認め

たときは，第12条第２項の規定にかかわらず，償還金の支払を猶予することができる。 

２ 前項の規定により償還金の支払が猶予されたときは，災害援護資金の利子の計算につ

いては，その償還金は，猶予前の支払期日までに償還されたものとみなす。 

（違約金） 

第18条 市長は，災害援護資金の貸付けを受けた者が支払期日までに償還金又は第16条の

規定により一時償還すべき金額を支払わなかったときは，当該金額につき，年10.75パー

セントの割合をもって，支払期日の翌日から支払当日までの日数により計算した違約金
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を徴収する。ただし，当該支払期日に支払わないことについて，市長が，災害その他や

むを得ない理由があると認めたときは，この限りでない。 

（償還の免除） 

第19条 市長は，災害援護資金の貸付けを受けた者が死亡したとき，又は精神若しくは身

体に著しい障害を受けたため災害援護資金を償還することができなくなったと認めたと

きは，当該災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還を免除することができる。

ただし，連帯保証人が償還することができると市長が認めたときは，この限りでない。 

（規則への委任） 

第20条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（昭和50年10月７日条例第14号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（昭和52年３月30日条例第15号） 

この条例は，公布の日から施行し，昭和51年９月７日以後に生じた災害に関して適用す

る。 

付 則（昭和53年６月26日条例第14号） 

この条例は，公布の日から施行し，昭和53年１月14日以後に生じた災害に関して適用す

る。 

付 則（昭和56年９月28日条例第24号） 

この条例は，公布の日から施行し，昭和55年12月14日以後に生じた災害に関して適用す

る。 

付 則（昭和57年12月24日条例第36号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の第９条，第10条及び第11条の規定は，昭和

57年７月10日以後に生じた災害により負傷し又は疾病にかかった住民に対する災害障害見

舞金の支給について適用する。 

付 則（昭和62年３月24日条例第３号） 

この条例は，公布の日から施行し，昭和61年７月10日以後に生じた災害に関して適用す

る。 

付 則（平成３年12月25日条例第23号） 

この条例は，公布の日から施行し，平成３年５月26日以降に生じた災害から適用する。 

付 則（平成12年12月21日条例第59号） 

この条例は，平成13年１月６日から施行する。 

付 則（平成23年９月28日条例第11号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の第４条第１項第１号及び第３号の規定は，

平成23年３月11日以後に生じた災害に係る災害弔慰金の支給について適用する。 

付 則（平成25年３月29日条例第４号） 

この条例は，平成25年４月１日から施行する。 
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【例規 No.９】 

狛江市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

昭和49年12月27日規則第30号 

改正 

昭和57年12月24日規則第34号 

昭和58年６月29日規則第24号 

平成23年９月28日規則第45号 

平成25年４月23日規則第48号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第２条―第５条） 

第３章 災害障害見舞金の支給（第６条・第７条） 

第４章 災害援護資金の貸付け（第８条―第20条） 

付則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は，狛江市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和49年条例第43号。以

下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定める。 

第２章 災害弔慰金の支給 

（災害弔慰金の支給） 

第２条 市長は，条例第３条の規定により災害弔慰金を支給するときは，調査票（第１号

様式）に掲げる事項等を調査するものとする。 

（必要書類の提出） 

第３条 市長は，次の各号に掲げる場合は，災害弔慰金を支給する遺族に当該各号に掲げ

る書類を提出させるものとする。 

(１) 死亡の原因となった災害が市の区域外で発生したものである場合 死亡地の官公

署の発行する被災証明書 

(２) 災害弔慰金の支給を受ける遺族が他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）に住

所を有する場合 戸籍抄本その他の遺族であることを証明する書類 

（配偶者の範囲） 

第４条 条例第４条第１項第２号ア及び第３号に規定する配偶者には，婚姻の届出をして

いないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含み，離婚の届出をしていないが事

実上離婚したと同様の事情にあった者を含まないものとする。 

（端数） 

第５条 条例第４条第４項の規定により支給する災害弔慰金の額に１円未満の端数がある

ときは，当該端数金額は，同条第１項に規定する遺族のうち市長が適当と認める者に支

給する。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（支給の手続） 

第６条 市長は，条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは，調査票（第
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２号様式）に掲げる事項等を調査するものとする。 

（必要書類の提出） 

第７条 市長は，災害障害見舞金を支給しようとする者に当該各号に掲げる書類を提出さ

せるものとする。 

(１) 障害の原因となった災害が市の区域外で発生したものである場合は，災害の発生

した地の官公署の発行する被災証明書 

(２) 災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82号）別表に規定する障害を

有することを証明する医師の診断書（第３号様式） 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（災害援護資金の借入れの申込み） 

第８条 条例第12条に規定する災害援護資金の貸付けを受けようとする者（以下「借入申

請者」という。）は，借入申請書（第４号様式）に，次の各号に掲げる書類を添えて，

市長に提出しなければならない。 

(１) 災害を受けた日（以下「被災の日」という。）の属する年の１月１日（当該被災

の日が１月１日から５月31日までの間である場合にあっては，前年の１月１日）にお

いて，他の市町村に住所を有していた場合にあっては，当該世帯の前年の所得（当該

被災の日が１月１日から５月31日までの間である場合にあっては，前前年の所得）に

関する当該他の市町村長の作成した証明書 

(２) 世帯主の負傷を理由とする借入申請の場合にあっては，療養見込期間を記載した

医師の診断書 

２ 前項の借入申請は，被災の日の属する月の翌月の１日から３月以内にしなければなら

ない。 

（連帯保証人） 

第９条 借入申請者は，前条の借入申請の際に債務について確実な保証能力を有し次の各

号に該当する連帯保証人（以下「連帯保証人」という。）１人を立てなければならない。 

(１) 東京都の区域内に住所を有する者 

(２) 独立して生計を営んでいる者 

(３) 現に条例による災害援護資金を借受け又は他に保証していない者 

（貸付けの決定） 

第10条 市長は，借入申請書の提出を受けたときは，速やかにその内容を検討のうえ，当

該世帯の被害の状況，所得その他の必要な事項について調査を行い，災害援護資金を貸

し付けることを決定したときは，貸付決定通知書（第５号様式）を借入申請者に交付す

るものとする。 

２ 市長は，借入申請者に対して，災害援護資金を貸し付けないことを決定したときは，

貸付不承認決定通知書（第６号様式）を借入申込者に通知するものとする。 

（借用書の提出） 

第11条 貸付決定通知書の交付を受けた者は，連帯保証人の連署した借用書（第７号様式）

に，災害援護資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）及び連帯保証人の印

鑑証明書を添えて市長に提出しなければならない。 

（貸付金の交付） 
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第12条 市長は，前条の借用書の提出があったときは，貸付金を交付するものとする。 

（年当たりの割合） 

第13条 条例第13条及び第18条に規定する年当たりの割合は，うるう年の日を含む期間に

ついても，365日当たりの割合とする。 

（償還の完了） 

第14条 市長は，借受人が貸付金の償還を完了したときは，当該借受人に係る借用書を遅

滞なく返還するものとする。 

（繰上償還の申出） 

第15条 繰上償還をしようとする者は，繰上償還申請書（第８号様式）を市長に提出しな

ければならない。 

（督促） 

第16条 市長は，償還金を納付期限までに納入しない者に対して，督促状を発行するもの

とする。 

（償還金の支払猶予） 

第17条 借受人は，償還金の支払猶予を申請しようとするときは，支払猶予申請書（第９

号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，支払猶予を認めることを決定したときは，支払猶予承認書（第10号様式）を

当該借受人に交付するものとする。 

３ 市長は，支払猶予を認めないことを決定したときは，支払猶予不承認通知書（第11号

様式）を当該借受人に交付するものとする。 

（違約金の支払免除） 

第18条 借受人は，違約金の支払免除を申請しようとするときは，違約金支払免除申請書

（第12号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，違約金の支払免除を認めることを決定したときは，違約金支払免除承認書（第

13号様式）を，当該借受人に交付するものとする。 

３ 市長は，違約金の支払免除を認めないことを決定したときは，違約金支払免除不承認

通知書（第14号様式）を当該借受人に交付するものとする。 

（償還免除申請） 

第19条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以

下「償還免除申請者」という。）は，償還免除申請書（第15号様式）に次の各号に掲げ

る書類を添えて，市長に提出しなければならない。 

(１) 借受人が死亡したこと又は精神若しくは身体に著しい障害を受けたことを証する

書類 

(２) 貸付金を償還することができなくなったことを証する書類 

２ 市長は，償還の免除を認めることを決定したときは，償還免除承認通知書（第16号様

式）を，当該償還免除申請者に交付するものとする。 

３ 市長は，償還の免除を認めないことを決定したときは，償還免除不承認通知書（第17

号様式）を，当該償還免除申請者に交付するものとする。 

（氏名変更届等） 

第20条 借受人又は連帯保証人について，氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に
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変更を生じたときは，借受人は速やかに氏名等変更届（第18号様式）を，市長に提出し

なければならない。ただし，借受人が死亡したときは，同居の親族又は連帯保証人が届

け出なければならない。 

２ 借受人は，連帯保証人が第９条各号のいずれかに該当しなくなったときは，当該連帯

保証人に代えて他の連帯保証人を立てなければならない。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（東日本大震災に係る特例） 

２ 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関

係規定の施行等に関する政令（平成23年政令第131号）第14条第１項に定める者に対する

災害援護資金の貸付けに係る第８条第１項第１号の適用については，「災害を受けた日

（以下「被災の日」という。）の属する年の１月１日（当該被災の日が１月１日から５

月31日までの間である場合にあっては，前年の１月１日）において，他の市町村に住所

を有していた場合にあっては，当該世帯の前年の所得（当該被災の日が１月１日から５

月31日までの間である場合にあっては，前前年の所得）」とあるのは「平成21年（平成

23年の所得が平成21年の所得を下回る場合は平成23年とする。）」と，「前年の所得」

とあるのは「平成21年の所得」とする。 

付 則（昭和57年12月24日規則第34号） 

この規則は，公布の日から施行し，改正後の第６条及び第７条の規定は，昭和57年７月

10日以後に生じた災害により負傷し又は疾病にかかった住民に対する災害障害見舞金の支

給について適用する。 

付 則（昭和58年６月29日規則第24号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

付 則（平成23年９月28日規則第45号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

付 則（平成25年４月23日規則第48号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成25年１月17日から適用する。 

第１号様式から第18号様式まで（省略） 
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【協定No.１】 

調布市・狛江市消防相互応援協定 

 

（昭和45年４月18日締結） 

改正 平成８年４月24日 

 

第１条 消防組織法（昭和22年法律第226号）第21条の規定に基づく調布市（以下「甲」という。）

と狛江市（以下「乙」という。）との消防相互応援は、この協定の定めるところによる。 

第２条 この協定は、火災または非常事態の発生に際して相互間の消防力を活用し、災害によ

る被害を最小限度に防止することを目的とする。 

第３条 相互応援の方法は、次のとおりとする。 

(1) 普通応援 

  甲乙の行政境から相互500メートルを超えない範囲内で別表に定める区域内に発生した火

災を受報または覚知した場合は、相互応援出場するものとする。 

(2) 特別応援 

  甲または乙の区域内に大火災または大規模災害が発生し特に応援を必要とする場合は、前

号にかかわらず被応援側の長の要請または応援側の長の状況判断により応援するものとする。

この場合における応援隊数等については、そのつど応援側において決定するものとする。 

第４条 応援出場隊は、すべて現場の被応援側最高指揮者の指揮に従うものとする。 

第５条 応援出場隊の長は、現場到着および引揚ならびに消防行動等についてすみやかに現場

最高指揮者に報告するものとする。 

第６条 応援にあたり要した経常的経費ならびに事故により生じた経費は、応援側の負担とす

る。 

２ 前項以外の経費は、被応援側の負担とする。 

第７条 この協定の運用について疑義を生じたときは、そのつど甲乙双方協議のうえ決定する

ものとする。 

第８条 本協定を証するため、正本２通を作成し、甲乙各１通を保管するものとする。 

付 則 

１ この協定は、昭和45年４月20日から効力を生ずる。 

２ 東京都狛江町・東京都調布市相互応援協定（昭和33年12月24日締結）は、廃止する。 

右協定する。 
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  昭和45年４月18日 

                           東京都調布市長       

                             本 多 嘉 一 郎   

                           東京都狛江町長       

富 永 和 作 

 

付 則（平成８年４月24日） 

この協定は、平成８年５月１日から効力を生ずる。 

   平成８年４月24日 

                        東京都調布市小島町２-35-１   

                      甲 東京都調布市            

                         調布市長 吉 尾 勝 征     

                        東京都狛江市和泉本町１-１-５   

                      乙 東京都狛江市            

                         狛江市長 石 井 三 雄 

 

 

別表 

応 援 出 場 区 域 表 

調布市側 狛江市側 

入間町、東つつじヶ丘、西つつじヶ丘、菊

野台、国領町、染地の一部 

東野川、西野川、和泉本町、中和泉、西和泉の

一部 
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【協定No.２】 

調布市と狛江市との間の災害時における情報の提供及び交換に関す

る協定書 

 

 調布市を「甲」とし、狛江市を「乙」とし、甲・乙間において、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、甲と乙との間の災害時又は、その恐れのあるときにおいて、防災行政無線

（広域共通波）を有効に利用し、情報の提供及び交換を行うことにより両市の災害対策に寄与

することを目的とする。 

 

 （情報の提供及び交換） 

第２条 甲及び乙は、台風等風水害、震災等により広域的な被害が発生又は、その恐れがあると

きは、次の各号に掲げる事項について、相互に積極的に連絡をとり合い、正確な情報の提供及

び交換を行うものとする。 

（１） 降雨量に関すること。 

 （２） 河川の水位に関すること。 

 （３） 陸閘の開閉に関すること。 

 （４） 宿河原及び上河原堰提水門に関すること。 

 （５） 調布樋管及び六郷樋管の開閉に関すること。 

 （６） 被害状況に関すること。 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、災害対策に関すること。 

 

 （重要水防箇所の調査等） 

第３条 甲及び乙は、洪水等発生時又は、その恐れがあるときにおいて、建設省京浜工事事務所

が指定している多摩川の重要水防箇所を調査し、その状況を的確に把握し、情報の提供及び交

換を行うものとする。 

 

 （巡視警戒） 

第４条 甲及び乙は、台風等風水害時に、迅速、かつ的確な水防活動ができるよう危険箇所に巡

視委員を配置し、巡視警戒を行うものとする。 

 

 （会議の開催） 

第５条 甲及び乙は、必要に応じて、災害対策に関する会議を開催し、災害時における協力体制

の強化に努めるものとする。 

（通信訓練） 
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第６条 甲及び乙は、災害発生時に備え、通信運用の習熟を図るために毎日１回定期的な通信訓

練を行うものとする。 

 

（協議） 

第７条 前各条に定めのない事項については、甲・乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 この協定を証するため、本協定書２通を作成し、甲・乙記名押印のうえ、おのおの１通を保有

する。 

 

  昭和58年４月１日 

 

    甲  東京都調布市小島町２丁目35番地１ 

       東京都調布市 

       代表者 調布市長  金子 佐一郎 

 

    乙  東京都狛江市和泉本町一丁目１番地５ 

       東京都狛江市 

       代表者 狛江市長  吉岡 金四郎 
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【協定No.３】 

川口町と狛江市との災害時における相互援助に関する協定 

 

川口町（以下｢甲｣という｡）と狛江市（以下｢乙｣という｡）とは、ふるさと友好都市提携の精神

に基づき、災害時における応急対策及び復旧対策（以下｢応急対策等｣という｡）に係る相互の援

助に関し、次のとおり協定する｡ 

（協定の趣旨） 

第１条 この協定は、甲又は乙のいずれかに非常災害が発生した場合において、応急対策等の相

互援助に関し、必要な事項を定めるものとする｡ 

（要請） 

第２条 甲又は乙は、応急対策等に必要な物資、器材（以下｢応急物資｣という｡）について、被

災地域において十分な調達ができないときは、他方に対し応急物資の種類、数量、輸送方法そ

の他必要な事項を示して、供給援助を要請することができるものとする｡ 

（協力） 

第３条 甲又は乙は、前条の規定により要請を受けた場合は、その内容に従って応急物資を調達

し、他方に供給するよう努めるものとする｡ 

（応急物資） 

第４条 前条の規定により、甲又は乙が供給する応急物資は、次に掲げるものとする｡ 

（1）食糧品 

（2）生活必需品 

（3）その他応急物資 

（応急物資の輸送） 

第５条 応急物資の輸送については、供給を要請した側が行うものとする｡ただし、特別の理由

により要請した側において輸送が困難な状況にある場合は、協議によりその輸送を他方に依頼

することができる｡ 

（経費の負担） 

第６条 応急物資の供給に要する経費（輸送費を含む｡）は、.当該供給を要請した側が負担する

ものとし、その額については双方で協議して定める｡ 

（協議） 

第７条 この協定に定めのない事項で特に必要が生じたときは、双方で協議のうえ決定すちもの

とする｡ 

 

 

この協定を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する｡ 
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昭和63年７月30日 

 

新潟県北魚沼郡川口町大字川口1974番地26 

甲        新潟県北魚沼郡川口町 

代表者 川口町長   青 柳     弘 

 

東京都狛江市和泉本町一丁目1番5号 

乙        東京都狛江市 

代表者 狛江市長   石 井   三 雄 
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【協定No.４】 

震災時等の相互応援に関する協定 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、東京都市長会を組織する市長と東京都町村会を組織する町村の長の協議

により災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第67条の規定に基づき、この協定を締結した

東京都27市３町１村（島しょを除く｡以下｢市町村｣という｡）め地域に係る災害が発生し、市

町村独自では十分に被災者の救援等の応急措置ができない場合において、被災市町村が他の

市町村に応援を要請する応急措置等を円滑に遂行するため、必要な事項について定めるもの

とする｡ 

（連絡の窓口） 

第２条 市町村は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当部課を定め、災害が発生したときは、

相互に連絡するとともに、東京都市長会及び東京都町村会とも密接な連絡を図るものとする｡ 

（応援の内容） 

第３条 応援の内容は、次に掲げるとおりとする｡ 

（１）食糧、飲料水及び生活必需物資並びにこれらの供給に必要な資機材の提供 

（２）被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

（３）救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

（４）被災者を一時収容するための施設の提供 

（５）救援、救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

（６）ボランティアの斡旋 

（７）前各号に掲げるもののほか、特に要請のあったもの 

（応援要請の手続き） 

第４条 応援を求めようとする市町村は、次に掲げる事項を明らかにして、口頭等により要請

を行い、後日、速やかに文書を提出するものとする｡ 

（１）被害の状況 

（２）前条第1号から第3号までに掲げる品目の名称、規格及び数量等 

（３）前条第4号に掲げる一時収容を要する被災者の状況及び人員 

（４）前条第5号に掲げる職員の職種別の人員 

（５）前条第6号にかかげるボランティアの従事する内容及び人員 

（６）応援を受ける場所及びその経路並びに期間 

（７）前各号に掲げるもののほか必要な事項 

（実施） 

第５条 応援を要請された市町村は、これに応じ、救援に努めるものとする｡ 

（応援経費の負担） 

第６条 応援に要した費用は、原則として応援を要請した市町村の負担とする｡ 

２ 前項の規定により難い場合には、別途協議する｡ 
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（災害補償等） 

第７条 第３条第５号の規定により派遣された職員（以下｢派遣職員｣という｡）に係る公務災害

補償については、地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の定めるところによる｡ 

２ 派遣職員が公務執行中第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援業務の従事中に生じ

たものについては被災市町村が、被災市町村への往復経路の途中に生じたものにっいては応

援を要請された市町村が、それぞれ暗償の責めを負うものとする｡ 

（情報等の交換） 

第８条 市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、必要な情報等を常時交換す

るものとする｡ 

（協議） 

第９条 この協定に定めがない事項及びこの協定の実施に関し必要事項は、その都度協議して

定めるものとする｡ 

（施行期日） 

第10条 この規定は、平成８年３月１日から施行する｡ 

 

この協定の締結を証するため、市町村長記名押印の上、各自それぞれ１通を保有する｡ 

平成８年３月１日 

八王子市長   波 多 野 重 雄 

立 川 市 長   青 木  久 

武蔵野市長   土 屋 正 忠 

三 鷹 市 長   安 田 養 次 郎 

青 梅 市 長   田 辺 栄 吉 

府 中 市 長   吉 野 和 男 

昭 島 市 長   伊  藤   彦 

調 布 市 長   吉 尾 勝 征 

町 田 市 長   寺 田 和 雄 

小金井市長   大 久 保 慎 七 

小 平 市 長   前 田 雅 尚 

日 野 市 長   森 田 喜 美 男 

東村山市長   細 渕 一 男 

国分寺市長   本 多 良 雄 

国 立 市 長   佐 伯 有 行 

田 無 市 長   末 木 達 男 

保 谷 市 長   保 谷 局 範 

福 生 市 長   石 川 彌 八 郎 

狛 江 市 長   石 井 三 雄 
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東大和市長   尾 又 正 則 

清 瀬 市 長   星 野  繁 

東久留米市長   稲 葉 三 千 男 

武蔵村山市長   志 々 田 浩 太 郎 

多 摩 市 長   臼 井 千 秋 

稲 城 市 長   石 川 良 一 

羽 村 市 長   井 上 篤 太 郎 

あきる野市長   田 中 雅 夫 

瑞 穂 町 長   関 谷  久 

日の出町長   青 木 國 太 郎 

奥多摩町長   大 館  誉 

檜 原 村 長   鈴 木 陸 實 

 



協-10 

【協定No.５】 

震災時等の相互応援に関する協定の実施要領 

（趣旨） 

第１条 この実施要領は、震災時等の相互応援に関する協定（以下｢協定｣という。）に基づく相

互応援の実施に関し必要な事項を定めるものとする｡ 

（連絡窓口） 

第２条 協定第２条に規定する連絡担当部課は、東京都市町村防災事務連絡協議会を構成する

防災関係事務担当所管をもって充てる｡ 

２ 東京都市長会と東京都町村会との連絡、調整は、東京都市長会事務局がこれに当たるもの

とする｡ 

（応援） 

第３条 応援を行う職員は、応援を要請された所属市町村の名を表示する腕章等の標識を付け、

その身分を明らかにするものとする｡ 

２ 応援を行う職員は、災害の状況に応じ必要な被朋、当座の食料等を携行するものとする｡ 

附 則 

この実施要領は、平成８年３月１日から施行する｡ 
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【協定No.６】 

災害時における相互応援協定書 

 

 狛江市(以下「甲」)と 世田谷区(以下｢乙｣)とは、地震等の災害が発生し、被災自治体独自で

は十分な応急措置ができない場合に、友愛精神に基づき、 相互に救援協力し、被災自治体の応

急対策及び復旧対策を円滑に遂行し、住民の安全安心を堅持するため、 次のとおり協定を締結

する｡  

 

 (目的)  

第１条 この協定は、甲又は乙のいずれかの地域で災害が発生した場合において、被災自治体か

らの要請を受け、 又は、 状況によっては要請を待たずに、被災自治体の応急対策及び復旧

活動を円滑に行うこととともに、行政区域に関わらず被災自治体の住民を保護することを目

的とする。 

 (応援の内容)  

第２条  甲乙が、相互に応援する業務は、 次のとおりとする｡  

(1) 食料、飲料水及び生活必需物資並びにこれらの供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

(4) 被災者を一時収容するための施設の提供 

(5) 救援、救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

(6) ボランティアの斡旋 

(7) 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあったもの 

２ 前項に定める業務のほか、 必要に応じて、 自治体間の協議により、 業務を追加すること

ができる｡  

 (応急物資等の輸送)  

第３条 応急物資等及び派遣職員の輸送は、 応援の要請を受けた自治体が行うものとする｡  

 (経費の負担)  

第４条 応急物資等の供給に要する経費 (輸送に要する経費を含む｡) は、 原則として、 当該

応援を要請した自治体が負担するものとし、 その額は供給をする自治体と供給を受ける自治

体で協議の上定める｡ ただし、 避難住民の受け入れ及び救援に要する費用は、 受け入れ自

治体で負担する｡  

２ 前項の経費の支払は、 供与を受けたものと同一のものを提供することによって、 代えるこ

とができる｡  

 (緊急応援)  

第５条 応援を行う自治体は、 応援を受ける自治体が、 災害による被害によって応援の要請を

行うことができないと判断した場合は、応援を受ける自治体の要請を待たずに応援を開始する
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ことができる。 

２ 前項の規定により、 応援を開始した場合においては、 速やかに当該応援にかかる協議を行

うものとする｡  

 (連絡会の設置)  

第６条 災害時の相互応援を円滑に行うため必要に応じて、 連絡、 情報交換を行う連絡会を開

催する｡  

２ 前項の連絡会は、 防災主管課長によって構成し、 事務局は別に協議する｡  

 (協議)  

第７条 この協定の解釈、 運用について疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項につ

いては、 甲乙協議の上決定する｡  

 

 この協定締結の証として、 本協定書２通を作成し、 連署のうえ各１通を保有する｡  

 

    平成17年２月16日 

 

 

   狛 江 市 長  矢 野  裕 

            

 

   世 田 谷 区 長  熊 本 哲 之 
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【協定 No.７】 

災害時における相互応援に関する実施細目 

 

（目的） 

第１条  この実施細目は、狛江市（以下「甲」という。）と世田谷区（以下「乙」という。）が締

結した災害時おける相互応援協定（以下「協定」という。）の規定に基づき甲乙の行政境界周

辺において実施する相互応援に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（避難所等の相互利用） 

第２条  協定第２条第１項第４号に規定する被災者を一時収容するための施設（以下「避難所等」

という。）は、甲乙の行政境界周辺に位置する次の施設とする。 

（１）狛江市立狛江第三小学校  狛江市猪方一丁目１１番１号 

（２）狛江市立狛江第五小学校  狛江市東野川一丁目３５番１３号 

（３）狛江市立狛江第六小学校  狛江市駒井町一丁目２１番１号 

（４）狛江市立狛江第四中学校  狛江市東野川四丁目１番１号 

（５）喜多見ふれあい広場      世田谷区喜多見九丁目２５番 

（６）世田谷区立喜多見中学校  世田谷区喜多見四丁目２０番１号 

２  前項各号に掲げる施設のほか、必要に応じ甲又は乙が管轄する施設を避難所等として相互利

用することについて連携を図るものとする。 

（住民交流） 

第３条  甲及び乙は、避難所等の相互利用において、行政境界周辺に居住する住民同士が円滑に

相互協力できるよう、平素より住民間の情報交換等交流を行うための機会の提供に努めるもの

とする。 

（情報連絡体制の強化） 

第４条  甲及び乙は、協定第２条の規定による速やかな応援を実施するために必要な 

相互の情報連絡体制の強化を図るため、次の事項を実施する。 

（１）狛江市長と世田谷区長との連絡先の交換 

（２）平時からの防災及び災害対策業務に必要な情報、連絡先の交換 

（３）定期的な通信訓練 

（４）前３号に掲げるもののほか、甲及び乙が必要と認めること。 

（有効期間） 

第５条  この実施細目は、協定の有効期間中は効力を有するものとし、協定が失効した場合には、

その効力を失うものとする。 
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  甲及び乙は、この実施細目の成立を証するため、この実施細目を２通作成し、それぞれ署名の

上、各１通を保管する。 

 

 

 

 

平成 25年２月７日 

 

 

 

 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                            狛江市長 

                                  高橋 都彦 

                                         

                                         

 

 

 

乙  東京都世田谷区世田谷四丁目２１番２７号 

                            世田谷区長 

                     保坂 展人 
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【協定 No.８】 

災害時における相互応援に関する協定書 

 

 東京都狛江市（以下「甲」という。）と静岡県三島市（以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける応急対策及び復旧対策（以下「応急対策等」という。）に係る相互の応援に関し、次のとお

り協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲又は乙のいずれかの地域で、地震、風水害その他の災害等による大規模

な災害が発生した場合において、応急対策等の相互応援に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（応援の内容） 

第２条 この協定による応援の種類は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

 （２） 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

 （３） 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

 （４） 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

 （５） 避難が必要な被災者の受入れ 

 （６） 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

 （応援要請の窓口） 

第３条 甲又は乙は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当窓口を定め、災害が発生したときは、

速やかに連絡するとともに、必要な情報を相互に交換するものとする。 

（応援の要請） 

第４条 甲又は乙は、応援を要請しようとする場合には、次に掲げる事項を明らかにして、電話

等により応援を要請し、その後速やかに要請文書を提出するものとする。 

 （１） 被害の状況 

 （２） 応援の種類 

 （３） 応援の具体的な内容及び必要量 

 （４） 応援を希望する期間 

 （５） 応援場所及び応援場所への経路 

 （６） 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

（応援の実施） 

第５条 甲又は乙は、前条の規定により要請を受けた場合は、その内容に従い応援を実施するよ

う努めるものとする。ただし、特別な事情により応援できない場合は、その旨を速やかに電話

等により連絡するものとする。 

（応急物資等の輸送） 
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第６条 応急物資、応援職員等の輸送については、原則として応援要請を受けた市が行うものと

する。 

 （経費の負担） 

第７条 応援に要する経費（輸送費を含む。）は、原則として応援要請した市が負担するものと

し、これにより難いときは、甲乙協議して定めるものとする。 

 （損害補償等） 

第８条 応援業務に従事した職員が、その業務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、

又は障害の状態となった場合の本人又はその遺族若しくは被扶養者に対する損害補償につい

ては、原則として応援要請を受けた市が行うものとする。 

２ 応援業務に従事した職員が、業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業

務の従事中に生じたものについては応援要請した市が、応援要請への往復途中において生じた

ものについては応援要請を受けた市が、その賠償の責めを負うものとする。 

 （協定の期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の 30

日前までに、甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においてもまた同様とする。 

 （協議） 

第 10条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲乙協議の上定めるものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名の上、各１通を保有する。 

 

  平成 24年 12 月 19 日 

 

 

             甲 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                

               狛江市長  高 橋  都 彦 

 

 

             乙 静岡県三島市北田町４番 47号 

                

               三島市長  豊 岡  武 士 
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【協定 No.９】 

狛江市・石巻市 災害時における相互応援に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 東京都狛江市（以下「甲」という。）と宮城県石巻市（以下「乙」という。）とは、甲又

は乙のいずれかの区域内において災害が発生した場合に災害対策基本法（昭和36年法律第223

号）第67条第１項の規定に基づく被災した市の応援要請に対して、応急対策及び復旧対策が

円滑に遂行されるよう相互の応援について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（応援の内容） 

第２条 前条に規定する応援の内容は、次のとおりとする。 

（１）被災者の救出、医療、防疫並びにこれらを行うための施設の応急復旧等に必要な資機

材及び物資の提供 

（２）食料、飲料水、生活必需物資及びこれらの供給に必要な資機材の提供 

（３）救援、救助及び応急復旧活動に必要な車両等の提供 

（４）救助及び応急復旧に必要な職員等の派遣 

（５）被災者の一時収容のための施設の提供 

（６）前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

 

（応援要請の手続） 

第３条 被災した市は、次に掲げる事項を明らかにして、文書により応援を要請するものとする。

ただし、緊急の場合には、電話又はその他の方法をもって要請することができ、後日に文書

を提出するものとする。 

（１）被害の状況 

（２）前条第１号から第３号までに規定する資機材等（以下「応急物資」という。）の種類及

び数量 

（３）前条第４号に規定する職員等の職種別人員数及び派遣期間 

（４）応援の場所及びその経路 

（５）前各号に掲げるもののほか、被災した市が必要とする事項 

 

（輸送） 

第４条 応急物資及び派遣職員の輸送は、当該応急物資を供給する市が行うものとする。 

 

（緊急応援） 

第５条 応援をする市は、応援を受ける市に応援要請をするいとまがないと判断したときは、第

３条に規定する応援要請の有無にかかわらず、必要な応援措置を行うものとする。 
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（指揮権） 

第６条 応援をする市の職員等は、応援を受ける市の長の指揮下に入り、行動するものとする。 

 

（応援経費の負担） 

第７条 応援に要した費用は、法令その他に特段の定めがある場合のほか、応援をする市から特

別の申出がない限り、応援を受ける市の負担とし、その費用については甲乙で協議して決定

する。 

２ 応援を受ける市が、経費を支弁するいとまがなく、かつ、応援を受ける市から要請があった

場合は、応援をする市が一時立替支弁するものとする。 

 

（災害補償等） 

第８条 第２条第４号の規定により派遣され、応援活動に従事した職員等に係る公務災害補償等

については、原則として応援をする市が行うものとする。 

２ 前項の職員等が業務上第三者に損害を与えた場合においては、その損害が応援業務の従事中

に生じたものについては応援を受ける市が、応援を受ける市への往復途中に生じたものについ

ては応援をする市が、それぞれ賠償の責めを負うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第９条 第３条に規定する応援手続が確実かつ円滑に行われるよう、甲乙はあらかじめ連絡責任

者を定めておくものとする。 

 

（協議） 

第10条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施に関し必要な事項は、甲乙がその都度協

議の上、決定するものとする。 

 

（有効期間） 

第11条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、期間満了の日の３か月

前までに、甲乙いずれかから協定効力終了の申出がないときは、この協定は、１年間延長さ

れたものとみなし、以後この例による。 

 

 以上協定締結の証として、本協定書２通を作成し、甲乙が署名のうえ、各自その１通を保有す

る。 
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  平成 25年２月６日 

 

     （甲）  東京都狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

 

     （乙）  宮城県石巻市長  亀 山   紘 
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【協定 No.10】 

災害時における相互応援に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 東京都狛江市（以下「甲」という。）、山梨県上野原市（以下「乙」という。）、山梨県北

都留郡小菅村（以下「丙」という。）とは、甲乙丙のいずれかの区域内において災害が発生し

た場合に災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第67条第１項の規定に基づく被災した自治

体の応援要請に対して、応急対策及び復旧対策が円滑に遂行されるよう相互の応援について、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（応援の内容） 

第２条 前条に規定する応援の内容は、次のとおりとする。 

（１）被災者の救出、医療、防疫並びにこれらを行うための施設の応急復旧等に必要な資器

（機）材及び物資の提供 

（２）食料、飲料水、生活必需物資及びこれらの供給に必要な資器（機）材の提供 

（３）救援、救助及び応急復旧活動に必要な車両等の提供 

（４）救助及び応急復旧に必要な職員等の派遣 

（５）被災者の一時収容のための施設の提供 

（６）前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

 

（応援要請の手続） 

第３条 応援を要請する場合は、次に掲げる事項を明らかにして、文書により応援を要請するも

のとする。ただし、緊急の場合には、電話又はその他の方法をもって要請することができ、

後日に文書を提出するものとする。 

（１）被害の状況 

（２）前条第１号から第３号までに規定する資器（機）材等（以下「応急物資」という。）の

種類及び数量 

（３）前条第４号に規定する職員等の職種別人員数及び派遣期間 

（４）応援の場所及びその経路 

（５）前各号に掲げるもののほか、被災した自治体が必要とする事項 

 

（輸送） 

第４条 応急物資及び派遣職員等の輸送は、応援をする自治体が行うものとする。 

 

（緊急応援） 

第５条 応援をする自治体は、応援を受ける自治体に応援要請をするいとまがないと判断したと



協-21 

きは、第３条に規定する応援要請の有無にかかわらず、必要な応援措置を行うものとする。 

 

（指揮権） 

第６条 応援をする自治体の職員等は、応援を受ける自治体の長の指揮下に入り、行動するもの

とする。 

 

（応援経費の負担） 

第７条 応援に要した費用は、法令その他に特段の定めがあるものを除くほか、応援をする自治

体から特別の申出がない限り、応援を受ける自治体の負担とし、その費用については協議し

て決定する。 

２ 応援を受ける自治体が、経費を支弁するいとまがなく、かつ、応援を受ける自治体から要請

があった場合は、応援をする自治体が一時立替支弁するものとする。 

 

（災害補償等） 

第８条 第２条第４号の規定により派遣され、応援活動に従事した職員等に係る公務災害補償等

については、原則として応援をする自治体が行うものとする。 

２ 前項の職員等が業務上第三者に損害を与えた場合においては、その損害が応援業務の従事中

に生じたものについては応援を受ける自治体が、応援を受ける自治体への往復途中に生じたも

のについては応援をする自治体が、それぞれ賠償の責めを負うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第９条 第３条に規定する応援手続が確実かつ円滑に行われるよう、甲乙丙はあらかじめ連絡責

任者を定めておくものとする。 

 

（協議） 

第10条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施に関し必要な事項は、甲乙丙がその都度

協議の上、決定するものとする。 

 

（有効期間） 

第11条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年とする。ただし、期間満了の日の３か月

前までに、甲乙丙いずれかから協定効力終了の申出がないときは、この協定は、１年間延長

されたものとみなし、以後この例による。 

 

 以上協定締結の証として、本協定書３通を作成し、甲乙丙が署名のうえ、各自その１通を保有

する。 
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  平成 25年７月 12日 

 

     （甲）  東京都狛江市長     高 橋 都 彦 

  

 

 

     （乙）  山梨県上野原市長    江 口 英 雄 

 

 

 

     （丙）  山梨県北都留郡小菅村長 舩 木 直 美 
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【協定No.11】 

都立狛江高校における避難所施設利用に関する協定書 

 

 東京都狛江市長を「甲」とし、東京都立狛江高等学校長を「乙」とし、甲乙の間において、

次のとおり避難所としての施設利用に関する協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定書は、甲が、乙の管理する施設の一部を、避難所として利用することについ

て必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（避難所として利用できる施設の周知） 

第２条 甲は、乙の管理する施設のうち避難所として利用できる施設の範囲を、地域住民に周

知するよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

（避難所の開設） 

第３条 甲は、災害発生時及び、まさに災害が発生しようとする際に、当該施設を避難所とし

て開設する必要が生じた場合、乙の指定した場所を開設することができる。 

 

（開設の周知） 

第４条 甲は、第３条に基づき避難所を開設する際に、事前に乙に対しその旨を、文書又は口

頭で通知するものとする。 

２ 甲は、避難所の開設に緊急を要し通知するいとまがないときは、前項の規定に係わらず、

乙の承認した施設を避難所として開設することができるものとする。この場合、できるだけ

早い時期に、甲は乙に対し開設した旨を通知するものとする。 

 

（避難所の管理） 

第５条 避難所の管理運営は、甲の責任において行うものとする。 

２ 避難所の管理運営について、乙は甲に協力するものとする。 

 

（費用負担） 

第６条 甲は、避難所の管理運営に係わる費用を負担するものとする。 

 

（開設期間） 

第７条 避難所の開設期間は原則として災害発生の日から７日以内むとする。 

２ 甲は、状況により期間を延長する必要がある場合は、乙と協議のうえ、その期間を延長す

ることができるものとする。この場合甲は、東京都教育委員会教育長に使用許可延長の申請
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をするものとする。 

 

（避難所解消への努力） 

第８条 甲は、乙が早期に教育活動を再開できるよう配慮するとともに、当該避難所の早期解

消に努めるものとする。 

 

（避難所の終了） 

第９条 甲は、乙の管理する施設を避難所として終了する際には、乙に、避難所使用終了届を

提出するとともに施設を原状に復し、乙の確認を受けた後、乙に引き渡すものとする。 

 

（協議） 

第10条 この協定書に定めのない事項に疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ定めるものとす

る。  

 

 甲と乙は、この協定を証するため、本書２通を作成しそれぞれ記名押印のうえ各１通を保有

するものとする。 

 

     平成９年９月22日 

 

           東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

        甲  東京都狛江市 

           代表者 狛江市長 矢 野  裕 

 

 

             東京都狛江市元和泉三丁目９番１号 

          乙  東京都立狛江高等学校 

             代表者 校  長 新 井 邦 男 
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【協定No.12】 

都立狛江高校の広域避難場所指定に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と東京都立狛江高等学校（以下「乙」という。）との間におい

て、乙の広域避難場所指定に関して次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が震災時に乙の校庭（以下「校庭」という。）を広域避難場所として使

用するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（使用場所） 

第２条 甲は、災害発生時及び、まさに災害が発生しようとする際に、当該施設を広域避難場

所として使用する必要が生じた場合、校庭を広域避難場所として使用することができる。 

 

（通知） 

第３条 甲は、前条に基づき校庭を広域避難場所として使用するときには、事前に乙に対しそ

の旨を文書又は口頭で通知するものとする。 

２ 甲は、震災の状況により緊急を要するときは、前項の規定にかかわらず校庭を広域避難場

所として使用できるものとする。この場合、できるだけ早い時期に、甲は乙に対し開設した

旨を通知するものとする。 

 

（管理） 

第４条 広域避難場所の管理運営は、甲の責任において行うものとする。 

２ 広域避難場所の管理運営について、乙は甲に協力するものとする。 

３ 広域避難場所の管理運営について、乙は甲に必要な指示を行う。 

４ 避難者に供するための仮設トイレ等の必要な資機材は、甲の責任において配置する。 

 

（費用負担） 

第５条 甲は、広域避難場所の管理運営に係る費用を負担するものとする。 

 

（使用期間） 

第６条 校庭を広域避難場所として使用する期間は、災害発生の日から原則として２日以内と

する。 

 

（早期使用終了への努力） 

第７条 甲は、乙が早期に教育活動を再開できるよう配慮するとともに、校庭の広域避難場所
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としての使用を早期に終了するよう努めるものとする。 

 

（使用終了） 

第８条 甲は、校庭の広域避難場所としての使用を終了するときには、乙に広域避難場所使用

終了届を提出するとともに施設を原状に復し、乙の確認を受けた後に引き渡すものとする。 

 

（協議） 

第９条 この協定書の各条項について疑義が生じたとき及びこの協定書に定めのない事項につ

いては、その都度甲乙で協議する。 

 

甲と乙は、この協定を証するため、本書２通を作成しそれぞれ記名押印のうえ各１通を保有

するものとする。 

 

平成22年４月１日 

 

           東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

        甲  東京都狛江市 

           代表者 狛江市長   矢 野  裕 

 

 

             東京都狛江市元和泉三丁目９番１号 

          乙  東京都立狛江高等学校 

             代表者 校  長   木 嶋 智 恵 
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【協定No.13】 

 

防衛省狛江スポーツセンターの広域避難場所指定に関する協定 

 

狛江市（以下「甲」という。）と防衛省共済組合本省支部（以下「乙」という。）は、狛江市

地域防災計画に基づく広域避難場所指定に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、乙が所有し管理する防衛省共済組合狛江スポーツセンターのグランド（以

下「グランド」という。）を、甲が震災時に狛江市地域防災計画に基づく広域避難場所（以下

「広域避難場所」という。）として使用するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（使用場所） 

第２条 甲は、震災発生時及びまさに震災が発生しようとするときに、グランドを広域避難場

所として使用することができる。 

 

（通知） 

第３条 甲は、前条に基づきグランドを広域避難場所として使用するときには、事前に乙に対

しその旨を文書又は口頭で通知するものとする。 

２ 甲は、震災の状況により緊急を要するときは、前項の規定にかかわらずグランドを広域避

難場所として使用できるものとする。この場合、できるだけ早い時期に、甲は乙に対し開設

した旨を通知するものとする。 

 

（管理） 

第４条 広域避難場所の管理運営は、甲の責任において行うものとする。 

２ 広域避難場所の管理運営について、乙は甲に協力するものとする。 

３ 広域避難場所の管理運営について、あらかじめ覚書に定めるほか、乙は甲に必要な指示を

行う。 

４ 避難者に供するための仮設トイレ等の必要な資機材は、甲の責任において配置する。 

 

（費用負担） 

第５条 甲は、広域避難場所の管理運営に係る費用を負担するものとする。 

 

（使用期間） 

第６条 グランドを広域避難場所として使用する期間は、災害発生の日から原則として２日以

内とする。 
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（早期使用終了への努力） 

第７条 甲は、乙が防衛省共済組合の福利厚生施設としての本来の活動を早期に再開できるよ

うに配慮するとともに、グランドの広域避難場所としての使用を早期に終了するよう努める

ものとする。 

 

（使用終了） 

第８条 甲は、グランドの広域避難場所としての使用を終了するときには、乙に広域避難場所

使用終了届を提出するとともに施設を原状に復し、乙の確認を受けた後に引き渡すものとす

る。 

 

（震災以外の使用） 

第９条 震災以外の大災害が発生した場合において必要が生じたときには、甲はグランドを広

域避難場所としての使用に準じて使用することができる。 

 

（協定期間及び自動更新） 

第10条 この協定の期間は、協定締結の日から平成24年３月31日までとする。ただし、期間満

了の日の１か月前までに甲乙いずれからも解除又は変更の申し出がないときは、期間を１年

間延長するものとする。 

２ 前項の規定により延長があった場合の協定の期間は、４月１日から翌年の３月31日までと

し、以後はこの例による。 

 

（協議） 

第11条 この協定書の各条項について疑義が生じたとき及びこの協定書に定めのない事項につ

いては、その都度甲乙で協議する。 

 

甲と乙は、この協定を証するため本書２通を作成し、それぞれ記名押印のうえ各１通を保有

するものとする。 
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平成23年11月１日 

 

           東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

        甲  東京都狛江市 

           狛江市長   矢 野  裕 

 

 

             東京都新宿区市谷本村町５番１ 

          乙  防衛省共済組合本省支部 

             支部長    堀  秀 男 
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【協定 No.14】 

災害時における一時避難場所及び福祉避難所の使用等に関する協定 

 

狛江市（以下「甲」という。）と学校法人 狛江こだま学園（以下「乙」という。）は、次のと

おり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、狛江市内で災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第１号に定

める災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、乙が

管理する施設等の使用及び乙が保有する備蓄物資等の提供等について、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

 

（施設等の使用） 

第２条 甲は、災害時に乙が管理する施設等を一時的な避難場所（以下「一時避難場所」という。）

及び福祉避難所として、使用することができる。 

 

（使用範囲） 

第３条 前条に規定する一時避難場所及び福祉避難所として使用する施設等の範囲は、次のとお

りとする。 

（１）一時避難場所 

ア 園庭 

イ ホール（災害時の天候等の状況により使用する。） 

（２）福祉避難所 

ア ホール 

 

（一時避難場所） 

第４条 甲は、災害時に住民の避難が必要な場合は、乙に対して前条第１号に規定する施設等を

一時避難場所として提供するよう要請する。 

２ 前項の要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話、ファクシ

ミリ等で要請を行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

３ 乙は、前項の規定にかかわらず、甲の要請を待たず自主的に一時避難場所を提供することが

できる。 

４ 乙は、前項の規定に基づき一時避難場所を提供した場合は、速やかにその旨を甲に報告する

ものとする。 

５ 乙は、避難者の施設内への誘導を行う等、避難者の安全確保に努めるものとする。 
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（福祉避難所） 

第５条 甲は、福祉避難所を開設する必要がある場合は、乙に対して福祉避難所の開設を要請す

るものとする。 

２ 前項の要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話、ファクシ

ミリ等で要請を行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

３ 甲は、福祉避難所を閉鎖する場合は、乙に対して書面により通知するものとする。 

 

（施設等の開錠） 

第６条 第４条の規定に基づく一時避難場所の提供にあっては、第３条第１号アに規定する施設

等を甲又は乙の職員が開錠し、第３条第１号イに規定する施設等を乙の職員が開錠するものと

する。 

２ 前条の規定に基づき福祉避難所を開設する場合は、第３条第２号に規定する施設等を乙の職

員が開錠するものとする。 

 

（施設等の費用） 

第７条 第３条に規定する施設等の使用料は無償とする。ただし、施設等を使用することにより

生じた費用については、原則として甲が負担する。 

２ 第３条に規定する施設等を使用することにより、施設及び設備に損壊等が生じた場合は、甲

が原状復旧を行わなければならない。 

 

（備蓄物資等の提供） 

第８条 甲は、乙が保有する又は甲が提供した備蓄物資等を避難者へ配布するよう乙に要請する

ことができる。 

２ 乙は、前項の規定にかかわらず、保有する備蓄物資等を自己の判断で避難者へ配布すること

ができる。 

３ 乙は、避難者に配布する必要な物資等の提供について、甲に要請することができる。 

 

（備蓄物資等の費用） 

第９条 前条の規定に基づき、乙が保有する備蓄物資等を避難者に提供した場合は、甲がその費

用を負担する。 

２ 乙は、提供した備蓄物資等の一覧を作成し、甲に対してその費用を請求するものとする。 

 

（連絡体制） 

第 10 条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては担当職にあたる者を、当該連絡責任者とす

る。 
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２ 甲及び乙は互いに前項で規定する緊急時の連絡先を報告し、随時更新するものとする。 

 

（災害補償） 

第 11 条 甲は、本協定に基づく業務に従事した乙の職員等が死亡し、負傷し、疾病にかかり、

又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条例第

19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する職員等が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間） 

第 12 条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の１ヶ

月前までに、甲及び乙のいずれからも何らの申出がないときは、更に１年間更新されるものと

し、その後もまた同様とする。 

 

（協議） 

第 13 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲及び乙が協議のう

え、決定するものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保管

する。 

 

 

 

平成 26年１月 27日 

 

甲  住  所  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

乙  住  所  東京都狛江市中和泉三丁目 14番８号 

学校法人 狛江こだま学園  

理事長  毛塚 敬進 
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【協定 No.15】 

災害時における一時避難場所及び福祉避難所の使用等に関する協定 

 

狛江市（以下「甲」という。）と学校法人 秋元学園 狛江みずほ幼稚園（以下「乙」という。）

は、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、狛江市内で災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第１号に定

める災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、乙が

管理する施設等の使用及び乙が保有する備蓄物資等の提供等について、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

 

（施設等の使用） 

第２条 甲は、災害時に乙が管理する施設等を一時的な避難場所（以下「一時避難場所」という。）

及び福祉避難所として、使用することができる。 

 

（使用範囲） 

第３条 前条に規定する一時避難場所及び福祉避難所として使用する施設等の範囲は、次のとお

りとする。 

（１）一時避難場所 

ア 園庭 

イ 体育館（トイレを含む。） 

（２）福祉避難所 

ア １階保育室 

 

（一時避難場所） 

第４条 甲は、災害時に住民の避難が必要な場合は、乙に対して前条第１号に規定する施設等を

一時避難場所として提供するよう要請する。 

２ 前項の要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話、ファクシ

ミリ等で要請を行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

３ 乙は、前項の規定にかかわらず、甲の要請を待たず自主的に一時避難場所を提供することが

できる。 

４ 乙は、前項の規定に基づき一時避難場所を提供した場合は、速やかにその旨を甲に報告する

ものとする。 

５ 乙は、避難者の施設内への誘導を行う等、避難者の安全確保に努めるものとする。 
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（福祉避難所） 

第５条 甲は、福祉避難所を開設する必要がある場合は、乙に対して福祉避難所の開設を要請す

るものとする。 

２ 前項の要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話、ファクシ

ミリ等で要請を行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

３ 甲は、福祉避難所を閉鎖する場合は、乙に対して書面により通知するものとする。 

 

（施設等の開錠） 

第６条 第４条の規定に基づく一時避難場所の提供にあたっては、第３条第１号に規定する施設

等を甲又は乙の職員が開錠するものとする。 

２ 前条の規定に基づき福祉避難所を開設する場合は、第３条第２号に規定する施設等を乙の職

員が開錠するものとする。 

 

（施設等の費用） 

第７条 第３条に規定する施設等の使用料は無償とする。ただし、施設等を使用することにより

生じた費用については、原則として甲が負担する。 

２ 第３条に規定する施設等を使用することにより、施設及び設備に損壊等が生じた場合は、甲

が原状復旧を行わなければならない。 

 

（備蓄物資等の提供） 

第８条 甲は、乙が保有する又は甲が提供した備蓄物資等を避難者へ配布するよう乙に要請する

ことができる。 

２ 乙は、前項の規定にかかわらず、保有する備蓄物資等を自己の判断で避難者へ配布すること

ができる。 

３ 乙は、避難者に配布する必要な物資等の提供について、甲に要請することができる。 

 

（備蓄物資等の費用） 

第９条 前条の規定に基づき、乙が保有する備蓄物資等を避難者に提供した場合は、甲がその費

用を負担する。 

２ 乙は、提供した備蓄物資等の一覧を作成し、甲に対してその費用を請求するものとする。 

 

（連絡体制） 

第 10 条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては担当職にあたる者を、当該連絡責任者とす

る。 

２ 甲及び乙は互いに前項で規定する緊急時の連絡先を報告し、随時更新するものとする。 
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（災害補償） 

第 11 条 甲は、本協定に基づく業務に従事した乙の職員等が死亡し、負傷し、疾病にかかり、

又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条例第

19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する職員等が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間） 

第 12 条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の１ヶ

月前までに、甲及び乙のいずれからも何らの申出がないときは、更に１年間更新されるものと

し、その後もまた同様とする。 

 

（協議） 

第 13 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲及び乙が協議のう

え、決定するものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保管

する。 

 

 

 

平成 26年１月 27日 

 

甲  住  所  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

 

乙  住  所  東京都狛江市岩戸南四丁目 14番１号 

学校法人 秋元学園 狛江みずほ幼稚園   

園長  秋元 幸生 
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【協定 No.16】 

災害時における一時避難場所及び福祉避難所の使用等に関する協定 

 

狛江市（以下「甲」という。）と学校法人 清和学園 子鹿幼稚園（以下「乙」という。）は、次

のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、狛江市内で災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第１号に定

める災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、乙が

管理する施設等の使用及び乙が保有する備蓄物資等の提供等について、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

 

（施設等の使用） 

第２条 甲は、災害時に乙が管理する施設等を一時的な避難場所（以下「一時避難場所」という。）

及び福祉避難所として、使用することができる。 

 

（使用範囲） 

第３条 前条に規定する一時避難場所及び福祉避難所として使用する施設等の範囲は、次のとお

りとする。 

（１）一時避難場所 

ア 園庭 

イ ホール（災害時の天候等の状況により使用する。） 

（２）福祉避難所 

ア ホール 

 

（一時避難場所） 

第４条 甲は、災害時に住民の避難が必要な場合は、乙に対して前条第１号に規定する施設等を

一時避難場所として提供するよう要請する。 

２ 前項の要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話、ファクシ

ミリ等で要請を行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

３ 乙は、前項の規定にかかわらず、甲の要請を待たず自主的に一時避難場所を提供することが

できる。 

４ 乙は、前項の規定に基づき一時避難場所を提供した場合は、速やかにその旨を甲に報告する

ものとする。 

５ 乙は、避難者の施設内への誘導を行う等、避難者の安全確保に努めるものとする。 
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（福祉避難所） 

第５条 甲は、福祉避難所を開設する必要がある場合は、乙に対して福祉避難所の開設を要請す

るものとする。 

２ 前項の要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話、ファクシ

ミリ等で要請を行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

３ 甲は、福祉避難所を閉鎖する場合は、乙に対して書面により通知するものとする。 

 

（施設等の開錠） 

第６条 第４条の規定に基づく一時避難場所の提供にあたっては、第３条第１号アに規定する施

設等を甲又は乙の職員が開錠し、第３条第１号イに規定する施設等を乙の職員が開錠するもの

とする。 

２ 前条の規定に基づき福祉避難所を開設する場合は、第３条第２号に規定する施設等を乙の職

員が開錠するものとする。 

 

（施設等の費用） 

第７条 第３条に規定する施設等の使用料は無償とする。ただし、施設等を使用することにより

生じた費用については、原則として甲が負担する。 

２ 第３条に規定する施設等を使用することにより、施設及び設備に損壊等が生じた場合は、甲

が原状復旧を行わなければならない。 

 

（備蓄物資等の提供） 

第８条 甲は、乙が保有する又は甲が提供した備蓄物資等を避難者へ配布するよう乙に要請する

ことができる。 

２ 乙は、前項の規定にかかわらず、保有する備蓄物資等を自己の判断で避難者へ配布すること

ができる。 

３ 乙は、避難者に配布する必要な物資等の提供について、甲に要請することができる。 

 

（備蓄物資等の費用） 

第９条 前条の規定に基づき、乙が保有する備蓄物資等を避難者に提供した場合は、甲がその費

用を負担する。 

２ 乙は、提供した備蓄物資等の一覧を作成し、甲に対してその費用を請求するものとする。 

 

（連絡体制） 

第 10 条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては担当職にあたる者を、当該連絡責任者とす

る。 
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２ 甲及び乙は互いに前項で規定する緊急時の連絡先を報告し、随時更新するものとする。 

 

（災害補償） 

第 11 条 甲は、本協定に基づく業務に従事した乙の職員等が死亡し、負傷し、疾病にかかり、

又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条例第

19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する職員等が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間） 

第 12 条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の１ヶ

月前までに、甲及び乙のいずれからも何らの申出がないときは、更に１年間更新されるものと

し、その後もまた同様とする。 

 

（協議） 

第 13 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲及び乙が協議のう

え、決定するものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保管

する。 

 

 

 

平成 26年１月 27日 

 

甲  住  所  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

乙  住  所  東京都狛江市東野川３丁目 17番１号 

         狛江ハイタウン１号棟 112  

学校法人 清和学園 子鹿幼稚園  

園長  豊島 秀臣 
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【協定No.17】 

災害時におけるボランティア活動等に関する協定書 

 

 東京都狛江市（以下「甲」という。）と社会福祉法人狛江市社会福祉協議会（以下「乙」とい

う。）は、災害時におけるボランティア活動等に関する協力について、次のとおり協定を締結す

る。 

（総則） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１

項に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）にお

ける、ボランティア活動等について、必要な事項を定めるものとする。 

（活動拠点） 

第２条 災害時に乙が行うボランティアの受入れ・活動支援等は、あいとぴあセンターを拠点

とする。 

（協力内容） 

第３条 災害時において、甲は乙に対して次の各号に関する協力を要請するものとする。 

 （１） ボランティアセンターの設置、運営に関すること。 

 （２） 避難所、福祉避難所等における被災者、避難者の救護救援活動に関すること。 

 （３） 救助物資の配分等に関すること。 

 （４） ボランティア活動に関する市災害対策本部との連絡調整に関すること。 

 （５） その他ボランティア活動に関して必要と認められること。 

（協力の要請） 

第４条 前条の要請は、日時・場所・協力内容を明記して、原則として文書により行うものと

する。ただし、緊急を要する場合は、口頭・電話等の方法により要請し、後日文書をもって

処理する。 

２ 乙は、前項の要請を受けたときは、特別な理由がない限り直ちに必要な業務を実施するも

のとする。 

３ 乙は、災害の事態が急迫し甲からの協力要請を待つことができないときは、乙の判断に基

づき必要業務等に着手し、その状況を直ちに甲に報告するものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、甲の要請に基づく乙の協力業務について、１週間単位で甲に報告しなければな

らない。 

（費用負担） 

第６条 甲の要請に基づき、協力業務を乙が実施した場合、甲が認める当該業務に要した費用

は甲が負担するものとする。 

２ 乙は、業務終了後、当該業務に要した費用を甲に請求するものとする。 

（ボランティアの養成） 
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第７条 乙は、平常時よりボランティアのコーディネート等、ボランティアの研修・講習等を

行い、ボランティアの受入れ・活動支援等、非常時に備えた体制づくりを整備するものとす

る。 

２ 甲は、前項の事項に関し、必要な範囲で支援することとする。 

（関係機関等との協力体制） 

第８条 乙は災害時にどのように活動すべきであるか、関係機関等と協議し、平常時より最善

の方法を検討するものとする。 

（資器材等の確保） 

第９条 乙は、災害時の応急・復旧活動に必要な資器材等を甲と協議のうえ、甲の協力の基に

確保するものとする。 

（訓練等） 

第 10 条 甲又は乙が防災訓練等を実施する場合は、互いに積極的に協力するよう努めなければ

ならない。 

（損害補償） 

第11条 甲の要請に基づいて乙の協力業務にたずさわるボランティアの業務従事中における事

故等の損害補償は「ボランティア保険」等によるものとする。 

２ 災害時におけるボランティア保険等の保険料の負担については、甲乙協議のうえ決定する

ものとする。 

（連絡体制） 

第 12 条 第３条に規定する協力を円滑に行うために、甲及び乙は互いに緊急時の連絡先を報告

し、随時更新する。 

（協議） 

第13条 この協定に定めのない事項並びにこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決

定するものとする。 

（有効期間） 

第14条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、期間終了の日の１か月前

までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この協定

は更新されるものとみなし、その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第15条 平成19年８月29日付けで締結した災害時におけるボランティア活動等に関する協定書

は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有するものとする。 

 

 



協-41 

  平成26年４月１日 

                  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

              甲   狛江市 

                      狛江市長  高 橋 都 彦 

 

                  東京都狛江市元和泉二丁目35番１号 

              乙   あいとぴあセンター内 

                  社会福祉法人狛江市社会福祉協議会 

                      会 長   髙 木  光 
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【協定 No.18】 

災害時におけるボランティア活動等に関する協定書取扱い基準 

 

１ 協定書第２条の活動拠点「あいとぴあセンター」内の指定場所については、災対総務部と災

対福祉保健部で予め決めておく。また、被災状況によって「あいとぴあセンター」が使用でき

ない場合の代替策を事前に決めておく。 

 

２ 協定書第４条第３項の「災害の事態が急迫し」とは、同時多発火災、多数の家屋倒壊などの

状況から、市民が自主的に避難所に避難している場合で、市の災対本部から要請がない事態を

いう。 

 

３ 協定書第６条第１項の「甲が認める当該業務に要した経費」とは、人件費（超勤手当）、物

件費（消耗品、燃料代など）などをいう。 

 

４ 協定書第７条第２項の「必要な範囲で支援する」とは、社会福祉協議会が平常時に行うボラ

ンティアの体制づくりに要する経費のうち、ボランティア研修経費の一部など市が必要と認め

る経費を支援することを意味する。これについての協議は、本法人が毎年度行う市へのボラン

ティア活動推進関係補助金積算とそれに対する査定において行うものとする。 

 

５ 協定書第９条の規定は、災害時のボランティアのコーディネート及びボランティアが活動す

る際に必要な資器材を、社会福祉協議会と市が協力して準備する趣旨である。具体的には、必

要な器材のリストを別途作成し、社会福祉協議会が手当てできるもの、市が準備するものを明

らかにしておくものとする。 

 

６ 協力業務の終了は市の災対本部からの連絡によるものとする。 

 

７ 社会福祉協議会は、市災害対策本部との連絡調整及び協力業務を行う場合の指揮命令者を、

前もって決めておくこととする。 

 

   付 則 

 この取扱い基準は、平成 26年４月１日から施行する。 
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【協定 No.19】 

 

非常通信の運用に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と東京消防庁狛江消防署（以下「乙」という。）は、災害時にお

ける電波法第52条第４号に規定する非常通信に基づく非常無線通信を利用した通信及びその他

非常時において用いられる必要な通信（以下「非常通信」という。）について、次のとおり協定

を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１

号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、甲が非常通信を行う際

の乙に対する協力の要請について、必要な事項を定めるものとする。 

（非常通信の扱い） 

第２条 甲は、甲の有する施設内において東京都防災行政無線が使用不能となった場合、乙に協

力を要請することにより非常通信を行うことができる。 

（伝達の手段） 

第３条 非常通信は、乙の有する消防電話用通信設備のうち電話又はファクシミリによるものと

する。 

（伝達の方法） 

第４条 非常通信は、甲が自らの非常通信文を乙が通信設備を有するところに持参し、乙の有す

る通信設備を使用して非常通信文を送信するものとする。 

２ 前項により甲が乙の設備を使用して行う非常通信に対して、乙はできる限り協力する。 

３ 乙の有する通信設備において甲を受取り手とする非常通信文を受信した場合には、原則とし

て甲が自ら受領し持ち帰るものとする。 

（身分の確認） 

第５条 甲は、非常通信のために乙の施設へ立ち入るときは、身分が確認できるものを持参し、

乙の職員から提示を求められたときには速やかに提示する。 

（費用の負担） 

第６条 甲が乙の通信設備を使用して行う非常通信に係る費用は無償とする。 

（訓練） 

第７条 甲が非常通信訓練を実施するときは、乙はそれに協力する。 

（連絡責任者） 

第８条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあって 

は防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては警防課長の職にあたる者を当該連絡責任者と

する。 
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（連絡先の交換） 

第９条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は互いに緊急時の連絡先を

報告し、随時更新する。 

（協議） 

第10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定める

ものとする。 

（有効期間） 

第11条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１か

月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この協

定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第12条 平成20年４月１日付けで締結した非常通信の運用に関する協定書は、この協定書の締結

をもって廃止する。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有す

る。 

 

 

平成26年４月１日 

 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                        

狛江市長    高橋 都彦 

 

 

乙  東京都狛江市和泉本町一丁目23番10号 

東京消防庁 

狛江消防署長  藤原 孝幸 
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【協定 No.20】 

震災時における情報収集活動に関する協定書 

 

 狛江市内に配達する各新聞販売店（以下「甲」という。）及び狛江市役所（以下「乙」という。）

並びに東京消防庁狛江消防署（以下「丙」という。）との間において震災時における情報収集・

伝達に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（総 則） 

第１条 この協定は、乙及び丙の震災時における情報収集活動に対する甲の支援に関し必要な事

項を定める。 

（支援内容） 

第２条 乙及び丙が甲に要請する支援内容は、震災発生時の被害状況とする。 

第３条 前条の被害状況は次のとおりとする。 

 （１） 火災の発生状況 

 （２） 建物等の被害状況 

 （３） 多数負傷者発生事故状況 

 （４） 道路障害状況（消防車両通行の可否） 

（支援区域） 

第４条 乙及び丙が甲に要請する支援対象区域は、甲が配達する区域のうち狛江市内とする。 

（支援の基準） 

第５条 乙及び丙が甲に対し支援を要請する場合は、震度５以上の地震で被害の発生又は発生が

予想される時とする。 

（支援活動） 

第６条 甲の支援活動は、各配達区域内において視認し確認した第２条に定める支援内容につい

て情報収集をするものとする。 

（支援内容の伝達） 

第７条 甲が乙及び丙に情報を伝達する方法は、各配達区域内で収集した情報を直接狛江消防署

に駆け付けて伝達するものとする。 

なお、やむを得ない場合は、猪方出張所へ駆けつけることとする。 

（情報の提供） 

第８条 丙は甲から支援内容を伝達されたときは、乙に対し情報を提供するものとする。なお、

伝達された被害状況等については、各新聞販売店ごとにその情報を新聞各社に提供することが

できる。 

（協 議） 

第９条 この協定に定めがない事項については、甲、乙、丙協議のうえ決定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書を３通作成し、甲、乙、丙各１通を所有する。 
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平成 13年 12 月 25 日 

 

甲 株式会社 サワノボル 

      ASA 狛江北 澤登 靖 

    狛江読売ニュースセンター 

    所長 宇田川 正 

        ニュースセンターあかもと株式会社 

      ASA 狛江 赤本 康良 

毎日新聞 

        狛江北販売所 手塚 輝江 

   読売センターつつじヶ丘 

    店長 若林 剛史 

ASA 狛江東部 

 上村 武志 

   ASA 狛江南 ㈲笹岡新聞補 

    代表 笹岡 千春 

ASA 柴崎 

    所長 対馬 伸之 

     YC 狛江東部サービスセンター 

 藤田 朊人 

 YC 読売センター成城 

 犬飼 吉春 

  YC 読売センター成城南 

 小山 孝志 

 

乙 狛江市 

 狛江市長 矢野 裕 

 

丙 東京消防庁 

    狛江消防署長 阿川 道男 
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【協定 No.21】 

災害時の情報交換に関する協定 

 

国土交通省関東地方整備局長 下保修（以下「甲」という。）と、狛江市長 高橋都彦（以下

「乙」という。）とは、災害時における各種情報の交換等に関し、次のとおり協定する。 

 

（目 的） 

第１条 この協定は、狛江市の地域について災害が発生または、災害が発生するおそれがある場

合において、甲及び乙が必要とする各種情報の交換等（以下「情報交換」という。）について

定め、もって、適切迅速かつ的確な災害対処に資することを目的とする。 

 

（情報交換の開始時期） 

第２条 甲及び乙の情報交換の開始時期は、次のとおりとする。 

一 狛江市内で重大な被害が発生または、発生するおそれがある場合 

二 狛江市災害対策本部が設置された場合 

三 その他甲または乙が必要とする場合 

 

（情報交換の内容） 

第３条 甲及び乙の情報交換の内容は、次のとおりとする。 

一 一般被害状況に関すること 

二 公共土木施設（道路、河川、都市施設等）の被害状況に関すること 

三 その他甲または乙が必要な場合 

 

（情報連絡員（リエゾン）の派遣） 

第４条 第２条の各号のいずれかに該当し、乙の要請があった場合または甲が必要と判断した場

合には、甲から乙の災害対策本部等に情報連絡員を派遣し情報交換を行うものとする。 

なお、甲及び乙は、相互の連絡窓口を明確にしておき派遣に関して事前に調整を図るもの

とする。 

 

（平素の協力） 

第５条 甲及び乙は、必要に応じ情報交換に関する防災訓練及び防災に関する地図等の資料の整

備に協力するものとする。 

 

（協議） 

第６条 本協定に疑義が生じたとき、または本協定に定めのない事項については、その都度、甲

乙協議のうえ、これを定めるものとする。 
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 本協定は、２通作成し、甲乙押印のうえ各１通を所有する。 

 

 

 

   平成 24年８月 14日 

 

 

甲） 埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１ 

   さいたま新都心合同庁舎２号館 

国土交通省 

関東地方整備局長 下 保  修 

 

 

乙） 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                 

狛江市長     高 橋   都 彦 
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【協定No.22】 

災害時における災害情報の放送等に関する協定書 

 

 狛江市（以下｢甲｣という。）と、株式会社ジェイコムイースト世田谷局 (以下｢乙｣という。）は、

災害に関する情報（以下｢災害情報｣という。）の放送等に関して、次のとおり協定（以下「本協

定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は､狛江市の区域内で災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第２条第１号に規

定する災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合（以下｢災害時｣という。）において、

市民に迅速かつ正確な情報を伝達するための災害情報の放送等について、必要事項を定めるこ

とを目的とする。 

（災害情報の提供及び要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して速やかに災害情報を提供し、放送を要請することができる。 

（要請の手続） 

第３条 甲が前条の要請を行う場合は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を乙の委託事業者

である株式会社ジュピターテレコム関東メディアセンターに要請するものとする。 

（１）放送要請の理由 

（２）依頼する放送の内容 

（３）希望する放送の日時 

（４）その他必要な事項 

２ 前項の要請の連絡先は、別紙１のとおり定めるものとする。 

３ 甲は、災害情報放送要請書（第１号様式）により、メール及びファックスを用いて要請する。

ただし、これに寄りがたい場合は口頭、電話等にて要請し、その後速やかに甲は文書を提出す

るものとする。 

（災害情報の放送） 

第４条 乙は、第２条に規定する要請を受けたときは、甲から依頼された事項に関して、放送の

形式、内容、時刻をその都度決定し、可能な限り放送するものとする。 

（災害情報の活用） 

第５条 前条の規定に関わらず、甲がインターネットや広報紙等で発信した災害情報及び第２条

で乙に要請した情報について、緊急性の如何に関わらず、乙は自ら運営する放送やインターネ

ット等を通じて送信することができるものとする。 

（協力体制の整備） 

第６条 災害時における相互協力体制を円滑なものとするため、甲及び乙は、平時から協力要請

事項等について必要に応じて情報の交換を行う。 

 



協-50 

（連絡先の交換） 

第７条 第２条に規定する要請を円滑なものとするため、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡先を

報告し、随時更新する。 

（連絡責任者） 

第８条 本協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっては

防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては乙の管轄する局の責任者を当該連絡責任者とす

る。 

（有効期間） 

第９条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする｡ただし､期間満了の日の１か月前

までに甲乙いずれからも申し出がないときは､さらに１年間延長するものとし、以後も同様と

する。 

（協議） 

第 10 条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ決定

する。 

（その他） 

第 11 条 平成 21年４月 11日付けで締結した災害時等における狛江市と㈱ジェイコム関東との

相互協力に関する協定書は、本協定書の締結をもって廃止する。 

 

本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有す

る。 

 

 

平成 27年３月 23日 

 

甲 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                   狛江市 

狛江市長  高 橋  都 彦 

 

 

乙 東京都世田谷区経堂五丁目32番８号 

  マーベラス経堂ビル１階 

  株式会社ジェイコムイースト 世田谷局 

                   局  長  長 瀬  徹 
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【協定 No.23】 

災害に係る情報発信等に関する協定 

 

狛江市（以下「市」という。）及びヤフー株式会社（以下「ヤフー」という）は、災害に係る

情報発信等に関し、次のとおり協定（以下「本協定」という）を締結する。 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、市内の地震、台風、豪雨、洪水、暴風、津波その他の災害に備え、市が市民

に対して必要な情報を迅速に提供し、かつ市の行政機能の低下を軽減させるため、市とヤフー

が互いに協力して様々な取組みを行うことを目的とする。 

（本協定における取組み） 

第２条 本協定における取組みの内容は次のとおりとする。 

（１）ヤフーが、市の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、市の

運営するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲覧に供する

こと。 

（２）市が、市内の避難所等の防災情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報を平常時か

らヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（３）市が、市内の避難勧告、避難指示等の緊急情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情

報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（４）市が、災害発生時の市内の被害状況、ライフラインに関する情報及び避難所におけるボラ

ンティア受入れ情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載す

るなどして、一般に広く周知すること。 

（５）市が、市内の避難所等における必要救援物資に関する情報をヤフーに提供し、ヤフーが、

この必要救援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知する

こと。 

（６）ヤフーが、ヤフーの提供するブログサービスおいて市が運営するブログ（以下「災害ブロ

グ」という）にアクセスするためのweb リンクをヤフーサービス上に掲載するなどして、災害

ブログを一般に広く周知すること。 

（７）市が、市内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、ヤフーが提示する所定

のフォーマットを用いて名簿を作成すること。 

２ 前項各号の取組みの具体的な内容及び方法については、災害の状況等を考慮に入れ、市及び

ヤフーの両者の協議により決定するものとする。 

３ 市及びヤフーは、第１項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先及び

その担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡

するものとする。 

４ 第１項各号に関する事項及び同項に記載のない事項についても、市及びヤフーは、両者で適

宜協議を行い、決定した取組みを随時実施するものとする。 
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（費用） 

第３条 前条に基づく市及びヤフーの対応は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、そ

れぞれの対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 

（情報の周知） 

第４条 ヤフーは、市から提供を受ける情報について、市が特段の留保を付さない限り、本協定

の目的を達成するため、ヤフーが適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービス以外

のサービス上での掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、ヤフー

は、本協定の目的以外のために二次利用をしてはならないものとする。 

（本協定の公表） 

第５条 本協定締結の事実及び本協定の内容を公表する場合、市及びヤフーは、その時期、方法

及び内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 

（本協定の期間） 

第６条 本協定の有効期間は、本協定締結日から１年間とし、期間満了前までにいずれかの当事

者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされな

い限り、本協定はさらに１年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

（協議） 

第７条 本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じた事項については、 市及びヤ

フーは、誠実に協議して解決を図る。 

 

以上、本協定締結の証として本書２通を作成し、市とヤフー両者記名押印のうえ各１通を保有

する。 

 

平成 24年 11 月１日 

 

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

 

東京都港区赤坂九丁目 7番 1号 

ヤフー株式会社 

代表取締役  宮 坂 学 
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【協定No.24】 

狛江市緊急速報発信ツール等の利用に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と東京瓦斯株式会社（以下「乙」という。）は、乙の依頼に基づ

く狛江市防災行政無線、こまえ安心安全情報メール、こまえ安心安全情報ブログ、その他市所有

の広報ツール等（以下「狛江市緊急速報発信ツール等」という。）の利用について、次のとおり

協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、乙による都市ガス（以下「ガス」という。）の供給に

ついて、災害、事故、乙の所有するガス供給設備の故障等により何らかの問題が生じ、市民の

安全に問題が発生するおそれがある場合（以下「ガスの安全に関わる事象」という。）に、市

民へ情報を迅速かつ的確に伝達するため、甲が狛江市緊急速報発信ツール等を用いて情報を発

信することについて基本的な事項を定め、もって市民の安全確保と不安軽減を図ることを目的

とする。 

 

（発信の依頼） 

第２条 乙は、ガスの安全に関わる事象が発生した場合は、甲に対して狛江市緊急速報発信ツー

ル等による情報発信の依頼（以下「発信の依頼」という。）を行うものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、発信の依頼に関し必要な事項は、甲乙協議のうえ別に定める。 

 

（発信の実施） 

第３条 甲は、前条の規定に基づく発信の依頼を受けたときは、狛江市緊急速報発信ツール等に

よる情報の発信（以下「発信の実施」という。）を行う。ただし、発信の実施が困難となるや

むを得ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 甲は、前項に規定する発信の実施が困難となるやむを得ない事情があるときは、直ちにその

旨を乙に通知しなければならない。 

３ 前各項に定めるもののほか、発信の実施に関し必要な事項は、甲及び乙が協議のうえ別に定

める。 

 

（連絡責任者） 

第４条 甲及び乙は、発信の依頼及び発信の実施に関する連絡を確実、かつ、円滑に行うことが

できるようそれぞれ連絡責任者を置くこととする。 

２ 前項の連絡責任者及びその職務は、別に定めるものとする。 

 

（協議） 
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第５条 この協定書に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、甲及び乙が協議のうえ

定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する。 

 

平成 26年 12 月 12 日 

                    

 

                   甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                      狛江市 

                      狛江市長  高 橋 都 彦 

                                         

                                      乙  東京都杉並区西荻北五丁目８番地２２号 

                      東京瓦斯株式会社 西部支店 

                      支店長   伊 藤 麻 紀 子 
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【協定 No.25】 

広告付災害時集合場所等電柱看板に関する協定書 

 

 狛江市（以下「甲」という。）と東電タウンプランニング株式会社多摩総支社（以下「乙」と

いう。）とは、狛江市内における広告付災害時集合場所等電柱看板（以下「看板」という。）の掲

出にあたり、甲と乙の協力に関し必要な事項について次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、狛江市内における看板の掲出により、市民に対する災害発生時の地域の災

害時集合場所等を案内表示することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（１）看板 乙の実施している広告事業のうちの乙が事業を営む電柱へ設置する看板(巻広告)

に民間企業等の広告と併せて災害時集合場所等案内表示を記載するものをいう。 

（２） 広告主 本協定の趣旨に賛同する企業等をいう。 

（３） 災害時集合場所 狛江市地域防災計画に基づき市が指定する場所で、近隣の避難者が一

時的に集合して様子を見る場所又は避難者が避難のために一時的に集団を形成する場

所で、集合した人々の安全が確保されるスペースを有する小･中学校のグラウンド、公

園、緑地等のオープンスペース等をいう。 

 

（災害時集合場所等の情報提供） 

第３条 甲は、看板の掲出のために必要な情報を乙に提供し、この協定の趣旨の実現に必要な指

導及び協力をするものとする。 

 

（乙の業務） 

第４条 乙は、次に掲げる事項を誠実に実行するものとする。 

（１） この協定の趣旨に適う広告主を募り、看板の掲出に必要な一切の手続を行うこと。 

（２） 掲出された看板に関する維持管理及び住民からの申し出等に対しての対応を行うこと。 

（３）看板の掲出状況につき、甲の求めるときに報告を行うこと。 

（４） 新規掲出のあるときは、甲と事前協議を行うこと。 

（５） 災害時集合場所等の変更削除があった場合には、必要な修正を行うこと。 

 

（看板の仕様） 

第５条 甲は、看板に記載する災害時集合場所等案内表示の内容を指定するものとする。 



協-56 

 

（広告の範囲） 

第６条 乙は、次の各号のいずれかに該当する広告を広告媒体に掲載しないものとする。 

（１）法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの 

（２）序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの 

（３） 政治性のあるもの 

（４） 宗教性のあるもの 

（５） 社会問題についての主義主張 

（６） 個人の名刺広告 

（７） 美観風致を害するおそれがあるもの 

（８） 公衆に不快の念又は危害を与えるおそれがあるもの 

（９） その他、広告媒体の掲載する広告として不適当であると甲が認めるもの 

 

（経費等） 

第７条 甲は、看板の掲出にあたり、必要な一切の経費等を負担しないものとし、乙及び広告主

が当該経費等を負担するものとする。 

 

（協議） 

第８条 この協定の実施に関し必要となる事項及び協定に定めのない事項並びに協定の解釈に

疑義が生じた場合については、甲と乙が協議して定める。 

 

（有効期限） 

第９条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協

定終了の通知をしない限り、その効力は持続するものとする。 

 

 甲と乙は、協定書を２通作成し、それぞれ署名の上、その１通を保有する。 

 

  



協-57 

  平成 27年３月 19日 

 

             甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                狛江市 

 

                狛江市長    高 橋 都 彦 

 

 

 

             乙  東京都八王子市明神町三丁目１番７号 

                ＮＴＢ八王子ビル 

東電タウンプランニング株式会社 

 

多摩総支社長   望 月  優 
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【協定No.26】 

災害時の医療救護活動等に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と公益社団法人狛江市医師会（以下「乙」という。）は、災害

時の医療救護活動等について、次のとおり協定を締結する｡ 

 

（総則） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１

号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）にお

ける医療救護活動等に関し、必要な事項を定めるものとする｡ 

 

（災害医療コーディネーターの設置） 

第２条 甲は、狛江市災害医療コーディネーター（以下「医療コーディネーター」という。）を

設置し、乙はその設置に協力するものとする。 

２ 医療コーディネーターは、市内の医療救護活動等を統括調整するために、甲に対して医学

的な助言を行うものとする。 

 

（医療救護班の派遣） 

第３条 甲は、狛江市地域防災計画に基づき、医療救護活動等を実施する必要が生じた場合は、

乙に対し、医療救護班の派遣を要請するものとする｡ 

２ 乙は、前項の定めにより、甲から要請を受けた場合は、直ちに、医療救護班を編成し、甲

が指定する医療救護所等に派遣するものとする｡ただし、乙は、緊急に対応することが必要と

認められるときは、自主的な判断で医療救護班を編成し、派遣できる。この場合、乙は速や

かに甲へ報告するものとする。 

３ 前項に定める医療救護班は、医師及び医師が指定する者をもって構成する｡ 

 

（医療救護班の業務） 

第４条 医療救護班の業務は、次のとおりとする｡ 

（１）傷病者に対する応急処置 

（２）災害拠点病院等への転送の要否及び転送順位の決定 

（３）転送困難な患者、軽症患者等に対する医療 

（４）助産救護 

（５）死亡の確認 

（６）前各号に定めるもののほか、状況に応じて遺体の検案に協力する。 

 

（指示及び連絡調整） 
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第５条 医療救護班の医療救護活動等に関する連絡調整は、甲が指定する者が行うものとする｡ 

 

（医療救護班の輸送） 

第６条 医療救護班の輸送は、原則として甲が行う｡ただし、医療救護班の構成員は、必要に応

じて、自ら医療救護所等へ向かうことができる。 

 

（医療品等の備蓄、輸送等） 

第７条 医療救護班は、原則として、甲が用意する医薬品等を使用するものとする｡ただし、医

療救護班の構成員は、必要に応じて、所有する医薬品等を携行し、使用することができる。 

２ 医療救護所等における医療救護班の給食、給水及び照明等は甲が行う｡ 

３ 医薬品等の輸送は、原則として甲又は協力者が行う｡ 

 

（医療費） 

第８条 医療救護所における医療費は、無料とする。ただし、災害拠点病院等における医療費

は原則として患者負担とする｡ 

 

（訓練） 

第９条 甲及び乙は、医療救護活動等に関する訓練を実施する場合には、相互に協力するよう

努めなければならない。 

 

（費用弁償等） 

第10条 本協定に基づき、医療救護活動等を実施した場合に要する次の経費は、甲が負担する

ものとする｡ 

（１）医療救護班の派遣に伴う費用等 

ア 医療救護活動の費用 

イ 医療救護班が携行した医薬品等を使用した場合の実費弁償 

ウ 医師及び医師の補助者が医療救護活動において負傷し、疾病にかかり、又は死亡し

た場合の扶助金 

（２）訓練時における医療救護活動の前号に係る費用 

（３）医療コーディネーターの活動に係る費用 

２ 前項の定めによる費用弁償等の額については、甲乙協議のうえ別に定めるものとする。 

 

（細目） 

第11条 この協定を実施するため必要な事項については、別に定める｡ 

 

（協議） 
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第12条 本協定に定めのない事項については、甲乙協議のうえ、決定するものとする｡ 

 

（旧協定書の廃止） 

第13条 平成19年８月29日付けで締結した災害時の医療救護活動についての協定書は、この協

定書の締結をもって廃止する。 

 

 

甲と乙とは、本協定書２通を作成し、双方記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

 

平成26年12月25日 

 

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

甲          狛江市 

東京都狛江市長 高橋 都彦 

 

東京都狛江市元和泉二丁目35番１号 

乙          公益社団法人 狛江市医師会 

狛江市医師会長 石戸谷 尚子 
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【協定No.27】 

災害時の医療救護活動等実施細目 

 

平成26年12月25日付けをもって締結した災害時の医療救護活動等に関する協定書（以下｢協定

書｣という｡）第11条に基づく細目は、次のとおりとする｡ 

 

（医療救護所等の設置） 

第１条 甲は、狛江市地域防災計画に基づき、災害拠点病院の近接地等に緊急医療救護所を設

置する他、次の場所に必要に応じ医療救護所を設置するものとする｡ 

（１）避難所 

（２）福祉避難所 

（３）災害現場 

（４）医療機関 

（５）その他甲が定める場所 

 

（実費弁償等） 

第２条 前条により医療救護所を設置した医療機関において、医療救護活動等により生じた施

設、設備の損傷については甲が負担する｡ 

 

（費用の請求、報告） 

第３条 協定書第10条及び前条の定めにより甲が負担する費用の請求、報告については、医療

救護活動等終了後、速やかに乙が一括して次により甲に請求、報告するものとする｡ 

（１）医療救護班派遣に係る費用等は、｢費用等請求書｣（様式１）に各医療救護班ごとの｢医

療救護班活動等報告･医療救護班員名簿｣（様式１-１）及び「医療救護班診療記録｣（様式

１-２）を添えて請求するものとする｡ 

（２）医療救護班が携行した医薬品、衛生材料等を使用した場合の実費は、前号による様式

１に｢薬品･衛生材料使用報告書｣（様式２）を添えて請求するものとする｡ 

（３）医師、看護要員及びその他の者が医療救護活動において負傷し、疾病にかかり、又は

死亡した場合は、｢事故報告書｣（様式３）に｢事故傷病者概要｣（様式３-１）を添えて報告

するものとする｡ 

（４）甲が実施する訓練に参加する医療救護班に係る費用等については、第１号から前号ま

での定めを準用する｡ 

（５）災害拠点病院等及び医療救護所を設置した医療機関において、医療救護活動等により

生じた施設、設備の損傷に係る実費弁償は、第１号による様式１に｢物件損傷等報告書｣（様

式４）を添えて請求するものとする｡ 

（６）その他医療救護活動等のために必要となる様式等については、災害救助法施行細則（昭
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和38年10月東京都規則第136号）で定める様式を準用するものとする｡ 

 

（費用等の支払） 

第４条 甲は、前条により請求、報告された費用等の内容を調査し、適当と認めたときは、東

京都と社団法人東京都医師会及び歯科医師会との間で締結している「医療救護に係る費用弁

償等に関する覚書（昭和51年８月17日）」の規定を準用し算定した額を速やかに乙に支払うも

のとする。 

 

 

 

平成26年12月25日 

 

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

甲          狛江市 

東京都狛江市長 高橋 都彦 

 

東京都狛江市元和泉二丁目35番１号 

乙          公益社団法人 狛江市医師会 

狛江市医師会長 石戸谷 尚子 
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様式１ 

 

費 用 等 請 求 書 

 

平成  年  月  日から平成  年  月  日までにおける（災害･訓練）時医療救護

活動に係る費用等を下記のとおり請求します｡ 

 

 

記 

 

 

請求金額           円 

 

 職種 延人数 単価 金額 備考 

医療救護班 

費用 

    延 班 

詳細は別紙の

とおり 

 小計     〃 

薬品衛生材料 

実費弁償 

    〃 

施設設備実費弁償     〃 

計      

 

 

平成   年   月   日 

 

公益社団法人 狛江市医師会 

会長          印 

 

 

狛 江 市 長  様 
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様式１-１ 

 

医療救護班活動等報告･医療救護班員名簿 

 

第   班 

氏名 職種 
救護活

動場所 
活動期間 

救護実績 

死亡 重症 中等症 軽症 計 

   年  月  日 

午前・午後  時  分 

から 

年  月  日 

午前・午後  時  分 

まで 

     

       

       

       

       

名 - - -      

注 医療機関を使用して救護活動を行った場合は、救護活動場所の欄に医療機関名と責任者名

を記入すること。 

 

様式１-２ 

 

医療救護班診療記録 

第    班 

番

号 
傷病者氏名 性別 年令 住所 傷病名 

程度 処置

概要 
備考 

重 中 軽 

           

           

           

           

           

注 備考欄には、死亡又は転送先等を記入すること｡ 
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様式２ 

 

薬品・衛生材料使用報告書 

 

第    班 

 

医療機関 

責任者名 
品名 

使用量 薬価基準の購入価格 
備考 

単位 数量 単価 金額 
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様式３ 

 

 

 

事 故 報 告 書 

 

 

   年   月   日から   年   月   日まで 

 

における（災害・訓練）時医療救護活動において、別紙のとおり 

 

事故傷病者が発生したので報告します｡ 

 

 

 

   年   月   日 

 

 

 

 

公益社団法人 狛江市医師会 

会長        印 

 

 

狛 江 市 長  様 
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様式３-１ 

 

事 故 傷 病 者 概 要 

 

氏 名  性別 男・女 住所  

生年月日 

M S 

年  月  日生 

T H 

年令 歳 電話  

職 種 医師・看護要員・その他の者 第 班 勤務医療機関名  

傷 病 名  
程

度 
重症・中等症・軽症 

転 

帰 
 

外来・入院  （    月   日） 診療（入院）医療機関名  

受傷 

（発病） 

日時 

年  月  日 

午前 

午後   時  分頃 

受傷 

（発病） 

場所 

 

受
傷
（
発
病
）
時
の
状
況 
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様式４ 

 

物 件 損 傷 等 報 告 書 

 

医療機関 

医療 所在地 

医療 電話 

 

物 件 名 損傷の種類 損傷の程度 数 量 単 価 金 額 備 考 

       

       

       

       

       

       

計 - - - -   

注 

１.医療機関ごとに記入すること｡ 

２.物件名欄は、建造物、器具及び自動車等を記入すること｡ 

３.損傷の種類欄は、破壊、破損、汚染及び紛失等の種類を記入すること。 

４.損傷の程度欄は、全壊、半壊、使用不能等と記入すること｡ 

５.単価の欄は、購入時の単価を記入すること｡ 

６.備考欄は、損傷等の原因その他参考事項を記入すること｡ 
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【協定No.28】 

災害時の救護活動についての協定書 

 

狛江市を「甲」とし、狛江市薬剤師会を「乙」とし、甲乙間において次のとおり協定を締結

する。 

 

（総則） 

第１条 この協定は、狛江市地域防災計画に基づき、甲が行う医療救護活動に対する乙の協力

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（薬剤師班の派遣） 

第２条 甲は、狛江市地域防災計画に基づき調剤、朋薬指導及び医薬品管理等の医療救護活動

を実施する必要が生じた場合は、乙に対し、薬剤師班の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の定めにより、甲からの要請を受けた場合には、直ちに、乙の災害医療救護活

動組織に基づき薬剤師班を編成し、救護所及び医薬品の集積場所等に派遣するものとする。 

 

（災害医療救護計画の策定及び提出） 

第３条 乙は、前条の定めによる医療救護活動を実施するため、災害医療計画を策定し、これ

を甲に提出するものとする。 

 

（薬剤師班の活動場所） 

第４条 薬剤師班は、救護所及び医薬品の集積場所において、医療救護活動を実施するものと

する。 

 

（薬剤師班の業務） 

第５条 薬剤師班の業務は、次のとおりとする。 

(１) 救護所等における傷病者等に対する調剤、朋薬指導 

(２) 救護所及び医薬品の集積場所における医薬品の仕分け、管理 

 

（指揮命令） 

第６条 薬剤師班に係る指揮命令及び医療救護活動の連絡調整は、甲が指定するものが行うも

のとする。 

 

（薬剤師班の輸送） 

第７条 薬剤師班の輸送は、原則として甲が行うものとする。 
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（医薬品等の備蓄・輸送） 

第８条 薬剤師は、原則として、甲が別に定める場所に備蓄する医薬品等を使用するものとす

る。 

２ 救護所において薬剤師班が必要とする給食及び給水は、甲が行う。 

３ 備蓄医薬品の輸送は、原則として甲が行う。 

 

（調剤費） 

第９条 救護所等における調剤費は無料とする。 

 

（防災訓練） 

第10条 乙は、甲から要請があった場合は、甲が実施する防災訓練に参加するとともに、当該 

訓練の一般参加者中、傷病者が発生した場合の調剤、朋薬指導を併せて担当するものとする。 

 

（費用弁償等） 

第11条 甲の要請に基づき、乙が医療救護活動を実施した場合に要する次の経費は、甲が負担

するものとする。 

（１） 薬剤師班の編成、その他補助員の派遣に伴うもの 

   ア 薬剤師班及びその他の補助員の編成に要する経費 

   イ 薬剤師班が携行した医薬品等を使用した場合の実費弁償 

   ウ 薬剤師班の薬剤師及びその他の補助員が医療救護所において負傷し、疾病にかか

り、又は死亡した場合の扶助費 

〈２〉 防災訓練時における医療救護活動の（１）に係る経費 

２ 前項の定めによる費用弁償等の額については、甲乙協議のうえ、別に定めるものとする。 

 

（細目） 

第12条 この協定を実施するための必要な事項については、別に定める。 

 

（協議） 

第13条 前各条に定めのない事項については、甲乙協議のうえ、決定するものとする。  

 

甲と乙とは、本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印のうえ、その１通を保有する。 
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平成９年５月29日 

 

              東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

           甲  東京都狛江市 

              代表者 狛江市長 矢 野  裕 

                

 東京都狛江市元和泉二丁目35番１号 

              あいとぴあセンター２階狛江市薬剤師会事務所内 

           乙  狛江市薬剤師会 

              代表者 会 長  嶋 田  勝 一 
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【協定No.29】 

災害時の救護活動実施細目 

 

狛江市(以下「甲」という。)と狛江市薬剤師会(以下「乙」という。)との間において平成９

年５月29日に締結した｢災害時の救護活動に関する協定書｣（以下｢協定書｣という｡）第12条に基

づく細目は、次のとおりとする｡ 

(薬剤師班の構成) 

第１条 協定書第２条に定める薬剤師班の構成は、次のとおりとする。 

(１) 薬剤師班: １班３名とし、甲は乙に対し３班までの出動を要請できる。ただし、乙が( 

社)東京都薬剤師会災害対策本部より薬剤師班の要請があった場合は、２班までとする。 

（２）その他の補助:災害時の救護活動により甲が必要と認めたときは、その他の補助を置く

ことができる。 

 

（医薬品等供給要請の特例） 

第２条 甲は、災害状況により必要と認めたときは、乙に対し、（社）東京都薬剤師会京王支部

が管理する医薬品管理センター(京王地区管理センター)並びに乙に所属する会員の薬局・薬

店が災害発生時点で所有する医薬品・衛生材料等の供給を要請する。 

  乙は、これを受け、甲の要請に早急に応じられるよう同管理センターに対して、供給可能

な医療用医薬品の提供を求め、また、乙に所属する会員薬局・薬店が所有する一般用医薬品・

衛生材料等の供給に努めることとする。 

 

（費用弁償等） 

第３条 前条により医薬品管理センターより甲に供給した医療用医薬品は、原則として公定薬

価(消費税込み)により、甲が負担するものとする。また、乙が所属する薬局・薬店の所有す

る一般用医薬品については、実費とする。また、前条により医薬品管理センター並びに薬局・

薬店の施設において、救護活動により生じた施設・設備の損傷については、甲が負担する。 

 

（費用弁償等の請求・報告） 

第４条 協定書第11条及び前条の定めによる費用弁償等の請求・報告については、薬剤師班に

よる救護活動終了後速やかに、乙が一括して次により請求・報告するものとする｡ 

（１） 薬剤師派遣に係る費用弁償は、｢費用弁償等請求書｣（様式１）に各薬剤班ごとの｢薬

剤師班活動報告及び班員名簿｣（様式１-１）を添えて請求するものとする｡ 

（２） 薬剤師班が携行した医薬品・衛生材料等を使用した場合の実費弁償は、前（１）に

よる様式1に、｢医薬品・衛生材料等使用報告書｣（様式２）を添えて請求するものとす

る｡ 

（３） 薬剤師班の薬剤師及びその他の補助が医療救護活動において負傷し、疾病にかかり、
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又は死亡した場合は、｢事故報告書｣（様式３）に｢事故疾病者概要｣（様式３-１）を添

えて報告するものとする｡ 

（４） 甲が実施する防災訓練に参加する薬剤師班に係る費用弁償等については、前（１）

から（３）の定めを準用する｡ 

（５） 本細目第３条に定めた医薬品管理センター及び薬局・薬店の施設につき、医療救護

活動により生じた施設・設備の損傷に係る費用弁償は、前（１）による様式１に｢物件

損傷等報告書｣（様式４）を添えて請求するものとする｡ 

（６） その他医療救護活動のために必要となる様式等については、災害救助法施行規則（昭

和38年規則第136号）で定める様式を準用するものとする｡ 

 

（費用弁償等の支払） 

第５条 甲は、前条により請求・報告された実費弁償請求書等の内容を調査し、適当と認めた

ときは、協定書第11条第２項による基準により算定した額を速やかに乙に支払うものとする。 

 

甲と乙とは、本実施細目書を２通作成し、それぞれ記名押印のうえ、その１通を保有する。 

 

平成９年５月29日 

 

              東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

           甲  東京都狛江市 

              代表者 狛江市長 矢 野  裕 

 

              東京都狛江市元和泉二丁目35番１号 

              あいとぴあセンター２F狛江市薬剤師会事務所内 

           乙  狛江市薬剤師会 

              代表者 会 長  嶋 田 勝 一 
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様式１ 

 

費 用 弁 償 等 請 求 書 

             

                               災害 

平成  年  月  日から同  年  月  日までにおける      時 

                               訓練 

救護活動に係る費用弁償等を下記のとおり請求します｡ 

 

 

記 

 

 

金              円也 

 

 職 種 延人員数 単 価 金  額 備  考 

薬  剤  師  班  

実  費  弁  償 

    延 

 

     班 

 

詳細は別紙のとお

り 

    

 

 

       小計 

    

    

医 薬 品 ・ 衛 生 材 料  

等 実 費 弁 償 

     

  同 上 

施 設 ・ 設 備 等  

実 費 弁 償 

     

  同 上 

計 
     

 

   年   月   日 

 

印 

 

狛 江 市 長  様 
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様
式
１
－
１
 

薬
剤

師
班

活
動

報
告

及
び

班
員

名
簿

 

薬
剤
師
会
 

支
 
部

 
名
 

所
属
支
部
等
 

責
任
者
名
 

氏
 
 
 
 
名
 

職
 
種
 

救
護
活
動
 

期
 
 
間
 

救
護
活
動
場
所
 

救
護
活
動
内
容
 

 
 

 
 

 
 
月
 
 
日
 

午
前
 

午
後
 
 
時
 
 
分
か
ら
 

 
 
 
 
 
 

午
前
 

午
後
 
 
時
 
 
分
ま
で
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
月
 
 
日
 

午
前
 

午
後
 
 
時
 
 
分
か
ら
 

 
 
 
 
 
 

午
前
 

午
後
 
 
時
 
 
分
ま
で
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
月
 
 
日
 

午
前
 

午
後
 
 
時
 
 
分
か
ら
 

 
 
 
 
 
 

午
前
 

午
後
 
 
時
 
 
分
ま
で
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
計
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様
式
２
 

医
薬

品
・

衛
生

材
料

使
用

報
告

書
 

薬
剤
師
会
 

支
部

名
 
 

所
属

支
部

等
 
 

責
任

者
名

 
 
 

品
 
 
名
 

使
 
用
 
量
 

薬
価
基
準
の
購
入
価
格

 
 

備
 
 
 
考
 

単
位
 

数
 
量
 

単
 
価
 

金
 
 
額
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様式３ 

 

 

 

事 故 報 告 書 

 

                                災害 

平成  年  月  日から同  年  月  日までにおける      時 

                               訓練 

                                     

救護活動において、別紙のとおり事故傷病者が発生したので報告します｡ 

 

 

 

平成   年   月   目 

 

 

 

 

        印 

 

 

狛 江 市 長  様 
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様
式
３
－
１
 

事
 
故
 
傷

 
病
 
者

 
概

 
要
 

氏
名
 

 
性
別
 

男
・
女
 

年
齢
 

 
住
所
 

 

職
種
 

 
所
 
属
 
機
 
関
・
団

 
体

 
名
 

 

傷
病
名
 

 
程
度
 

重
傷
・
中
等
症
・
軽
度
 

転
帰
 

 

外
来
 ・

 入
院
  
( 
  
  

 
月
 
 
 
 
 日

) 
診

療
(
入

院
)
医

療
機

関
名

 
 

受
傷

(
発

病
)

日
時
 

午
前
 

年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
 
日
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時
 
 
 
 
 
分
 

午
後
 

受
傷

(
発

病
)

場
所
 

 

受  傷  ( 発  病 ) の  状  況  
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様
式
４
 

物
 
件
 
損

 
傷
 
報

 
告

 
書
 

 

施
 
設

 
名
 

及
び
所
在
地
 

物
 
件

 
名
 

損
傷
の
 

種
 
類
 

損
傷
の
 

程
 
度
 

数
量
 

単
価
 

金
額
 

備
 
 
考
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 

注
 
１
．
施
設
ご
と
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
２
．
物
件
名
欄
は
、
建
造
物
、
機
器
類
及
び
自
動
車
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
３
．
損
傷
の
種
類
欄
は
、
破
壊
、
破
損
、
汚
染
及
び
紛
失
等
の
種
類
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
４
．
破
損
の
程
度
欄
は
、
全
壊
、
半
壊
、
使
用
不
能
等
、
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
５
．
備
考
欄
は
、
損
傷
等
の
原
因
そ
の
他
参
考
事
項
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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【協定No.30】 

災害時の歯科医療救護活動についての協定書 

 

 狛江市を「甲」とし、狛江市歯科医師会を「乙」とし、甲乙間において次のとおり協定を締

結する。 

 

（総則） 

第１条 この協定は、狛江市地域防災計画に基づき、甲が行う医療救護活動に対する乙の協力

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（歯科医療救護班の派遣） 

第２条 甲は、狛江市地域防災計画に基づき歯科医療救護活動を実施する必要が生じた場合は、

乙に対し、歯科医療救護班の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の定めにより、甲から要請を受けた場合には、直ちに、乙の災害医療救護活動

組織に基づき歯科医療救護班を編成し、現地の救護所等に派遣するものとする。 

 

（災害医療救護計画の策定及び提出） 

第３条 乙は、前条の定めによる歯科医療救護活動を実施するため、災害医療計画を策定し、

これを甲に提出するものとする。 

２ 前条に定める歯科医療救護班の構成人員は、次のとおりとする。 

（１） 歯 科 医 師  

（２） 歯 科 衛 生 士     若干名 

（３） その他の補助事務 

 

（歯科医療救護班の活動場所） 

第４条 乙所属の歯科医療救護班は、甲が避難所等に設置する救護所において、歯科医療救護

活動を実施するものとする。 

 

（歯科医療救護班の業務） 

第５条 歯科医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

（１） 歯科医療を要する傷病者に対する応急処置 

（２） 後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

（３） 避難所内における転送困難な患者及び軽易な患者に対する歯科医療・衛生指導 

（４） 検死・検案に際しての法歯学上の協力 
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（指揮命令） 

第６条 歯科医療救護班に係る指揮命令及び医療救護活動の連絡調整は、甲が指定するものが

行うものとする。 

 

（医療救護班の輸送） 

第７条 乙所属の歯科医療救護班の輸送は、原則として甲が行う。 

 

（医薬品等の備蓄・輸送） 

第６条 乙所属の歯科医療救護班は、原則として、甲が別に定める場所に備蓄する医薬品等を 

使用するものとする。 

２ 救護所において必要とする給食及び給水は、甲が行う。 

３ 備蓄医薬品の輸送は、原則として甲が行う。 

 

（医療費） 

第７条 救護所における医療費は、無料とする。 

 

（合同訓練） 

第10条 乙は、甲から要請があった場合は、甲が実施する合同訓練に参加するとともに、当該 

訓練の一般参加者中、傷病者が発生した場合の歯科医療救護を併せ担当するものとする。 

 

（費用弁償等） 

第11条 甲の要請に基づき、乙が歯科医療救護活動を実施した場合に要する次の経費は、甲が

負担するものとする。 

（１） 歯科医療救護班の編成、派遣に伴うもの 

   ア 歯科医療救護班の編成、派遣に要する経費 

   イ 歯科医療救護班が携行した医薬品等を使用した場合の実費弁償 

   ウ 歯科医療救護班の医師等が歯科医療救護活動において負傷し疾病にかかり、又は

死亡した場合 

（２） 合同訓練等における歯科医療救護活動の前（１）に係る経費 

２ 前項の定めによる費用弁償等の額については、甲乙協議の上、別に定めるものとする。 

 

（細目） 

第12条 この協定を実施するための必要な事項については、別に定める。 

 

（協議） 

第13条 前各条に定めのない事項については、甲乙協議の上、決定するものとする。  
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甲と乙とは、本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 

 

平成10年２月16日 

 

                東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

             甲  東京都狛江市 

                代表者 狛江市長 矢 野  裕 

 

                東京都狛江市元和泉二丁目35番１号 

                         あいとぴあセンター内 

             乙  狛江市歯科医師会 

                代表者 会 長  大 中  由 吉 
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【協定No.31】 

災害時の歯科医療救護活動実施細目 

 

平成10年２月16日付をもって締結した｢災害時の歯科医療救護活動についての協定書｣（以下

｢協定書｣という｡）第12条に基づく細目は、次のとおりとする｡ 

（救護所設置の特例） 

第１条 甲は、避難所等に設置する救護所のほか、必要と認めたときは、狛江市地域防災計画

に基づき、甲が指定した後方医療施設に歯科医療救護所を設置する。 

２ 甲は、被害状況により必要を認めたときは、前項による後方医療施設のほか、歯科医療救

護活動が可能な被災地周辺の医療施設に歯科医療救護所を設置する。 

 

（費用弁償等） 

第２条 前条により歯科医療救護所を設置した医療施設において、歯科医療救護活動により生

じた施設・設備の損傷については、甲が負担する｡ 

 

（費用弁償等の請求・報告） 

第３条 協定書第11条及び前条の定めによる費用弁償等の請求・報告については、歯科医療救

護活動終了後速やかに、乙が一括して次により甲に請求・報告するものとする｡ 

（１） 歯科医療救護班派遣に係る費用弁償は、｢費用弁償等請求書｣（様式１）に各歯科医

療救護班ごとの｢歯科医療救護班活動報告･歯科医療救護班員名簿｣（様式１ー１）及び

「歯科医療救護班診療記録｣（様式１ー２）を添えて請求するものとする｡ 

（２） 歯科医療救護班が携行した医薬品・衛生材料等を使用した場合の実費弁償は、前（１）

による様式1に、｢薬品・衛生材料使用報告書｣（様式２）を添えて請求するものとする｡ 

（３） 歯科医療救護班の歯科医師等が歯科医療救護活動において負傷し、疾病にかかり、

又は死亡した場合は、｢事故報告書｣（様式３）に｢事故疾病者概要｣（様式３ー１）を

添えて報告するものとする｡ 

（４） 甲が実施する合同訓練に参加する歯科医療救護班に係る費用弁償等については、前

（１）から（３）の定めを準用する｡ 

（５） 後方医療施設及び歯科医療救護所を設置した医療施設において、歯科医療救護活動

により生じた施設・設備の損傷に係る実費弁償は、前（１）による様式１に｢物件損傷

等報告書｣（様式４）を添えて請求するものとする｡ 

（６） その他歯科医夢救護活動のために必要となる様式等については、災害救助法施行規

則細則（昭和38年規則第136号）で定める様式を準用するものとする｡ 

 

（費用弁償等の支払） 

第４条 甲は、前条により請求・報告された実費弁償請求書等の内容を調査し、適当と認めた
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ときは、協定書第11条第２項による基準により算定した額を速やかに乙に支払うものとする。 

 

甲と乙とは、本実施細目書を２通作成し、それぞれ記名押印のうえ、その１通を保有する。 

 

平成10年２月16日 

 

                東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

             甲  東京都狛江市 

                代表者 狛江市長 矢 野  裕 

 

                東京都狛江市元和泉二丁目35番１号 

                         あいとぴあセンター内 

             乙  狛江市歯科医師会 

                代表者 会 長  大 中  由 吉 

 

 

 

 

 

 

 

 



協-85 

【協定 No.32】 

災害時における動物救護活動に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と公益社団法人東京都獣医師会多摩東支部及び公益社団法人東

京都獣医師会多摩東支部狛江地区防災担当部狛江市獣医師会（以下「乙」という。）は、大規模

災害時における飼育動物に対する救護活動（以下「活動」という。）の協力に関し、次のとおり

協定を締結する。 

 

（総則） 

第１条  この協定は、大規模災害の発生に際し、狛江市内で甲が行う動物救護活動に対する乙

の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（飼育動物） 

第２条  この協定における飼育動物とは、当該被災地域内の一般家庭で飼育されている犬、猫

及びその他小動物等の愛玩動物（東京都動物の愛護及び管理に関する条例（平成 18年条例第

４号）第 10条に規定する特定動物等及び特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関

する法律（平成 16年法律第 78号）に定める特定外来生物を除く。）をいう。 

 

（動物救護所の設置） 

第３条  甲は、被災動物及び飼主不明動物の保護収容をするため、動物救護所を設置するもの

とする。 

２  前項の設置に関して、乙は、適切な助言等の協力をするものとする。 

 

（協力要請の手続き） 

第４条  甲は、活動の要請が必要であると認めるときは、乙に対し活動を要請するものとする。 

２ 前項に定める甲の活動要請は、動物救護活動要請書（第１号様式）によるものとする。た

だし、災害の状況により口頭その他の方法による要請を行い、事後、速やかに文書を送付す

ることができる。 

 

（活動の履行） 

第５条  乙は、要請を受けた事項に関して、可能な限り、誠意を持って必要な活動を実施する

ものとする。 

 

（協力業務の内容） 

第６条  乙の協力業務内容は、次のとおりとする。 

  （１）被災動物の応急処置 
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  （２）飼い主不明動物の保護及び個体識別 

  （３）受入可能な病院又は施設の選定、転送の要否決定及び連絡 

  （４）動物の死亡確認 

 

（活動終了報告） 

第７条 乙は救護活動が終了した後、速やかに甲に対して動物救護活動終了報告書（第２号様

式）により救護活動に関する報告を行うものとする。 

 

（費用の弁償） 

第８条 甲の要請に基づき、乙が動物救護本部における活動を実施した場合に次の各号に規定

する事項に要する費用は、甲が負担するものとする。 

（１）動物救護活動に伴う、獣医師の派遣等に要する経費 

  （２）動物救護活動に使用した、医薬品及びペットフード等の実費弁償 

 

（損害賠償） 

第９条  第４条の規定に基づき甲が要請した活動に従事した乙の会員がそのために負傷し、疾

病にかかり若しくは死亡し、又は障害の状態になったときは、甲は、乙と協議のうえ、その

者又はその者の遺族若しくは被扶養者に対する損害賠償を東京都市町村消防団員等公務災害

補償条例（昭和 63年組合条例第 19号）に準じて行うものとする。 

 

（活動の停止） 

第 10条  乙は、活動の必要がなくなったと判断したとき、又は活動が極めて困難若しくは不可

能と認める場合は、甲と協議して活動を停止することができる。 

 

（訓練への参加） 

第 11条 乙は、甲から要請があった場合は、甲が実施する訓練への参加に努めるものとする。 

 

（協議） 

第 12条  この協定を実施するために、疑義又は定めのない事項が生じたときは、その都度甲乙

協議のうえ、別に定めるものとする。 

 

（協定期間及び更新） 

第 13 条  この協定の期間は、協定締結から当年度３月 31 日までとする。ただし、協定期限満

了の日１月前までに、甲若しくは乙のいずれかが本協定を更新しない旨の書面による通知を

した場合又は甲乙合意により協定内容の変更をした場合を除き、本協定は１年間自動更新さ

れるものとし、以降同様とする。 
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平成 25年３月 15日 

 

甲   東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                                         狛江市 

                                          

代表者  狛江市長  高 橋 都 彦 

  

 

 

乙   東京都国分寺市東元町１丁目 38番地 47号 

   公益社団法人東京都獣医師会多摩東支部 

    

代表者 支部長  木 村  譲 

 

 

 

東京都狛江市東野川二丁目 21番 14 号 

                                         公益社団法人東京都獣医師会多摩東支部  

                     狛江地区防災担当部 

                     狛江市獣医師会 

                                          

代表者   会 長    岩 田 壮 治 
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【協定 No.33】 

災害時における緊急医療救護所に関する協定 

 

狛江市（以下「甲」という）、調布市（以下「乙」という。）、東京慈恵会医科大学附属第三病

院（以下「丙」という。）との間において、災害時における緊急医療救護所の開設等に関し、次

のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震、風水害、その他の災害等が発生した、又は発生するおそれがある

場合（以下「災害時等」という。）において、丙が災害拠点病院として医療活動を実施する際、

丙が管理する施設や用地（以下「施設等」という。）を利用して、緊急医療救護所の開設及び

運営を確保することを目的とする。 

 

（緊急医療救護所） 

第２条 この協定における緊急医療救護所とは、災害時等において丙の災害拠点病院としての

機能を維持するため、傷病者に対するトリアージ及び軽症者に対する応急措置等を実施する

場所とする。 

 

（対象施設等） 

第３条 この協定の対象施設等は、次のとおりとする。 

所在地 東京都狛江市和泉本町四丁目11番１号 

名 称 東京慈恵会医科大学附属第三病院、慈恵第三看護専門学校、 

医学部医学科、医学部看護学科 

 

（協力要請） 

第４条 災害時等に、緊急医療救護所を開設する必要があるときは、甲及び乙は、丙に対し協

力を要請する。ただし、丙は、災害時等において緊急に対応することが必要であると認めら

れるときは、自主的な判断に基づき、緊急医療救護所を開設することができる。この場合、

丙は速やかに甲乙へ報告するものとする。 

 

（連絡体制） 

第５条 前条で規定する協力要請の目的を達するため、甲乙丙は互いに緊急時の連絡先を報告

し、随時更新する。 

 

（協力体制） 

第６条 甲乙丙は、あらかじめ協力内容について互いに協議し、協力体制を明らかにしておく



協-89 

ものとする。 

２ 前項の内容に変更が生じた場合、互いに報告するものとする。 

 

（災害発生時の対応） 

第７条 丙は、災害時等において、速やかに緊急医療救護所としての機能を果たせるよう施設

等の開錠など必要な措置を講じ、甲乙に対して施設等を提供するものとする。 

２ 丙は、前項で定める措置を行った後、あらかじめ甲乙と協議した内容に基づき、緊急医療

救護所の開設及び運営に協力する。 

 

（訓練等） 

第８条 丙が、緊急医療救護所に関する防災訓練等を実施する場合は、甲乙は積極的に協力す

るよう努めなければならない。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定書の有効期間は、協定締結の日から平成 26年３月 31日までとする。ただし、

期間満了の日の２か月前までに甲乙丙いずれかからも何ら意思表示がないときは、期間満了

の日の翌日から１年間この協定は更新されたものとみなす。その後においてもまた同様とす

る。 

 

（その他） 

第 10条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施について必要な事項は、その都度協議

して定めるものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本書を３通作成し、甲乙丙署名のうえ各自１通を保有する。 
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  平成 25年６月 19日 

 

             甲 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                

              狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

             乙 東京都調布市小島町二丁目３５番１ 

                

               調布市長  長 友 貴 樹 

 

 

             丙 東京都狛江市和泉本町四丁目 11番１号 

                

               東京慈恵会医科大学附属第三病院 院長  

谷 口 郁 夫 
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【協定 No.34】 

災害時における井戸の使用に関する協力協定 

 

狛江市（以下「甲」という。）、調布市（以下「乙」という。）及び東京慈恵会医科大学附属第

三病院（以下「丙」という。）は、災害時における協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内及び調布市内において、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223

号）第２条第１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」

という。）における丙所有の井戸の使用について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 災害時において、甲又は乙は丙に対して、水の供給に関して協力を要請することがで

きる。 

２ 丙は、甲又は乙から前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、医療活動に支障

のない範囲で、速やかに要請事項に応えるものとする。 

（要請方法） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 第１項の要請は、病院長に対して行うものとする。ただし、病院長が事故又は不在のとき

は、あらかじめ病院長が指名した者に対して行うものとする。 

（井戸水の供給） 

第４条 井戸水の供給場所は、丙が指定し、甲及び乙は、当該場所に職員を派遣し、給水内容

を確認のうえ、丙から引渡しを受けるものとする。なお、丙は可能な範囲で、給水作業等に

協力するものとする。 

（資器材等の備蓄） 

第５条 甲及び乙は、災害時に給水活動を行うために必要な資器材等を予め備蓄するために必

要な備蓄倉庫を、次条の規定により丙が提供する用地内に設置するものとする。 

２ 前項に定める内容を実施及び維持管理するために係る費用は、全て甲及び乙が負担するも

のとし、金額の配分については甲及び乙が協議のうえ定めるものとする。 

（用地の提供） 

第６条 丙は、前条の規定により、甲及び乙が備蓄倉庫を設置するために必要な場所を無償提

供するものとする。 

（燃料の確保） 

第７条 自家発電用の燃料について、丙の備蓄分を使いきった時点で、甲又は乙が補充するも

のとし、補充のために係る金額の配分については甲及び乙が協議のうえ定めるものとする。 
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（訓練等） 

第８条 丙が、応急給水訓練等を実施する場合は、甲及び乙は積極的に協力するよう努めなけ

ればならない。 

（連絡責任者） 

第９条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にあっては、防災所管課長の職にあたる

者を、丙にあっては、管理課長の職にあたる者を連絡責任者とする。 

（連絡先の交換） 

第 10条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲乙丙は、互いに緊急時の連絡先

を報告し、随時更新する。 

（協議） 

第 11条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙丙が協議して定

めるものとする。 

（災害補償） 

第 12条 甲又は乙は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病

にかかり、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63

年組合条例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事す

る者が他の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、

これらの給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙丙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間

この協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第 14 条 平成 18 年８月 31 日付けで締結した災害時における井戸の使用に関する協力協定は、

この協定書の締結をもって廃止する。 

 

 この協定の成立を証するため甲乙丙記名押印のうえ、各１通を保管するものとする。 
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平成26年２月21日 

 

狛江市和泉本町一丁目１番５号 

甲 狛江市 

狛江市長 高 橋 都 彦 

 

                   調布市小島町二丁目35番地１ 

                 乙 調布市 

                   調布市長 長 友 貴 樹 

 

狛江市和泉本町四丁目11番１号 

丙 東京慈恵会医科大学附属第三病院 

                   院  長 谷 口 郁 夫 
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【協定 No.35】 

災害時における医薬品等の調達業務に関する協定書 

 

狛江市を「甲」とし、アルフレッサ株式会社 調布支店を「乙」とし、甲乙間において、次

のとおり協定を締結する。 

（総 則） 

第１条 この協定は、甲が行う災害時における医薬品等の調達業務に対する乙の協力に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（要 請） 

第２条 甲は、災害時における医薬品等の確保を図るため、医薬品等を調達する必要が生じた

ときは、乙に対し、事前に狛江市薬剤師会等と協議した方法により協力を要請するものとす

る。 

（要請事項の措置等） 

第３条 乙は、前条の規定に基づき、甲から要請を受けたときは、要請事項について可能な範

囲で速やかに措置するとともに、その措置状況を甲に連絡するものとする。 

（医薬品等の範囲） 

第４条 甲が供給を要請する医薬品等の範囲は次のとおりとし、乙において措置可能な品目及

び数量とする。 

（１）医療救護活動に必要となる医薬品等 

（２）その他、甲が指定するもの 

（医薬品等の引取り） 

第５条 医薬品等の引取りの場所については、甲が指定するものとし、当該場所において品目

及び数量を確認の上、甲はこれを引き取るものとする。 

（搬送体制の確保） 

第６条 医薬品等の搬送については、乙が行うものとする。ただし、乙の搬送経路の確保につ

いて、甲は必要な措置を講じるものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、乙の協力により調達された医薬品等について、その実費を負担するものとする。 

（細 目） 

第８条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定める。 

（協 議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈に疑義の生じた場合については、甲乙

協議のうえ決定するものとする。 

 

甲と乙とは、本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 
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平成26年３月11日 

 

                  甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                     狛江市 

                          狛江市長  高橋 都彦 

 

                  乙  東京都府中市西原町一丁目５番地の１ 

アルフレッサ株式会社 調布支店 

支店長   金子 浩勝 
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【協定No.36】 

災害時における医薬品等の調達業務に関する協定書 

 

狛江市を「甲」とし、株式会社スズケン 府中支店を「乙」とし、甲乙間において、次のと

おり協定を締結する。 

（総 則） 

第１条 この協定は、甲が行う災害時における医薬品等の調達業務に対する乙の協力に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（要 請） 

第２条 甲は、災害時における医薬品等の確保を図るため、医薬品等を調達する必要が生じた

ときは、乙に対し、事前に狛江市薬剤師会等と協議した方法により協力を要請するものとす

る。 

（要請事項の措置等） 

第３条 乙は、前条の規定に基づき、甲から要請を受けたときは、要請事項について可能な範

囲で速やかに措置するとともに、その措置状況を甲に連絡するものとする。 

（医薬品等の範囲） 

第４条 甲が供給を要請する医薬品等の範囲は次のとおりとし、乙において措置可能な品目及

び数量とする。 

（１）医療救護活動に必要となる医薬品等 

（２）その他、甲が指定するもの 

（医薬品等の引取り） 

第５条 医薬品等の引取りの場所については、甲が指定するものとし、当該場所において品目

及び数量を確認の上、甲はこれを引き取るものとする。 

（搬送体制の確保） 

第６条 医薬品等の搬送については、乙が行うものとする。ただし、乙の搬送経路の確保につ

いて、甲は必要な措置を講じるものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、乙の協力により調達された医薬品等について、その実費を負担するものとする。 

（細 目） 

第８条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定める。 

（協 議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈に疑義の生じた場合については、甲乙

協議のうえ決定するものとする。 

 

甲と乙とは、本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 
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平成26年３月11日 

 

                  甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                     狛江市 

                          狛江市長  高橋 都彦 

 

                  乙  東京都府中市四谷六丁目13番地の10 

                     株式会社スズケン 府中支店 

                           支店長  本城 弘一 
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【協定 No.37】 

災害時における医薬品等の調達業務に関する協定書 

 

狛江市を「甲」とし、株式会社メディセオを「乙」とし、甲乙間において、次のとおり協定

を締結する。 

（総 則） 

第１条 この協定は、甲が行う災害時における医薬品等の調達業務に対する乙の協力に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（要 請） 

第２条 甲は、災害時における医薬品等の確保を図るため、医薬品等を調達する必要が生じた

ときは、乙に対し、事前に狛江市薬剤師会等と協議した方法により協力を要請するものとす

る。 

（要請事項の措置等） 

第３条 乙は、前条の規定に基づき、甲から要請を受けたときは、要請事項について可能な範

囲で速やかに措置するとともに、その措置状況を甲に連絡するものとする。 

（医薬品等の範囲） 

第４条 甲が供給を要請する医薬品等の範囲は次のとおりとし、乙において措置可能な品目及

び数量とする。 

（１）医療救護活動に必要となる医薬品等 

（２）その他、甲が指定するもの 

（医薬品等の引取り） 

第５条 医薬品等の引取りの場所については、甲が指定するものとし、当該場所において品目

及び数量を確認の上、甲はこれを引き取るものとする。 

（搬送体制の確保） 

第６条 医薬品等の搬送については、乙が行うものとする。ただし、乙の搬送経路の確保につ

いて、甲は必要な措置を講じるものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、乙の協力により調達された医薬品等について、その実費を負担するものとする。 

（細 目） 

第８条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定める。 

（協 議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈に疑義の生じた場合については、甲乙

協議のうえ決定するものとする。 

 

甲と乙とは、本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 
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平成26年３月11日 

 

                  甲  狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                     狛江市 

                          狛江市長  高橋 都彦 

 

                  乙  東京都中央区二丁目７番１５号 

                     株式会社メディセオ 

                     専務取締役東京支社長 嶋路 博昭 
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【協定 No.38】 

災害時における医薬品等の調達業務に関する協定書 

 

狛江市を「甲」とし、酒井薬品株式会社を「乙」とし、甲乙間において、次のとおり協定を

締結する。 

（総 則） 

第１条 この協定は、甲が行う災害時における医薬品等の調達業務に対する乙の協力に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（要 請） 

第２条 甲は、災害時における医薬品等の確保を図るため、医薬品等を調達する必要が生じた

ときは、乙に対し、事前に狛江市薬剤師会等と協議した方法により協力を要請するものとす

る。 

（要請事項の措置等） 

第３条 乙は、前条の規定に基づき、甲から要請を受けたときは、要請事項について可能な範

囲で速やかに措置するとともに、その措置状況を甲に連絡するものとする。 

（医薬品等の範囲） 

第４条 甲が供給を要請する医薬品等の範囲は次のとおりとし、乙において措置可能な品目及

び数量とする。 

（１）医療救護活動に必要となる医薬品等 

（２）その他、甲が指定するもの 

（医薬品等の引取り） 

第５条 医薬品等の引取りの場所については、甲が指定するものとし、当該場所において品目

及び数量を確認の上、甲はこれを引き取るものとする。 

（搬送体制の確保） 

第６条 医薬品等の搬送については、乙が行うものとする。ただし、乙の搬送経路の確保につ

いて、甲は必要な措置を講じるものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、乙の協力により調達された医薬品等について、その実費を負担するものとする。 

（細 目） 

第８条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定める。 

（協 議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈に疑義の生じた場合については、甲乙

協議のうえ決定するものとする。 

 

甲と乙とは、本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 
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平成26年３月11日 

 

                  甲  狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                     狛江市 

                          狛江市長  高橋 都彦 

 

                  乙  三鷹市野崎1丁目11番22号 

                     酒井薬品株式会社 

                       三鷹営業所 所長 柏崎 芳雄 
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【協定 No.39】 

災害時における医薬品等の調達業務に関する協定書 

 

狛江市を「甲」とし、東邦薬品株式会社 東京営業所 立川・府中営業所を「乙」とし、甲乙

間において、次のとおり協定を締結する。 

（総 則） 

第１条 この協定は、甲が行う災害時における医薬品等の調達業務に対する乙の協力

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（要 請） 

第２条 甲は、災害時における医薬品等の確保を図るため、医薬品等を調達する必要が生じた

ときは、乙に対し、事前に狛江市薬剤師会等と協議した方法により協力を要請するものとす

る。 

（要請事項の措置等） 

第３条 乙は、前条の規定に基づき、甲から要請を受けたときは、要請事項について可能な範

囲で速やかに措置するとともに、その措置状況を甲に連絡するものとする。 

（医薬品等の範囲） 

第４条 甲が供給を要請する医薬品等の範囲は次のとおりとし、乙において措置可能な品目及

び数量とする。 

（１）医療救護活動に必要となる医薬品等 

（２）その他、甲が指定するもの 

（医薬品等の引取り） 

第５条 医薬品等の引取りの場所については、甲が指定するものとし、当該場所において品目

及び数量を確認の上、甲はこれを引き取るものとする。 

（搬送体制の確保） 

第６条 医薬品等の搬送については、乙が行うものとする。ただし、乙の搬送経路の確保につ

いて、甲は必要な措置を講じるものとする。 

（費用弁償） 

第７条 甲は、乙の協力により調達された医薬品等について、その実費を負担するものとする。 

（細 目） 

第８条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定める。 

（協 議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈に疑義の生じた場合については、甲乙

協議のうえ決定するものとする。 

 

甲と乙とは、本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 
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平成26年３月11日 

 

                 甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                    狛江市 

                         狛江市長  高橋 都彦 

 

                 乙  東京都府中市美好町一丁目38番４号 

                    東邦薬品株式会社 東京営業所 立川・府中営業所 

                     立川・府中営業所長 坂本 哲二 
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【協定 No.40】 

災害時における米穀の供給に関する協力協定書 

 

災害時における米穀の供給に関し、狛江市（以下｢甲｣という。）と狛江市米穀商組合（以下｢乙｣

という。）との間において、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第 1条 この協定は、狛江市に地震・風水害その他の災害が発生し、甲のみでは十分な対応措

置を実施することができないときに、狛江市地域防災計画に基づく食料確保の一環として、

乙の積極的な協力を得ることにより、市民に対する食料の確保及び円滑な給与を図ることを

目的とする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、乙に協力を要請する場合は、米穀の必要数量、納入日時、納入場所、その他必

要な事項（以下「数量等」という。）を明確にして、乙に書面で要請するものとする。 

（協力内容） 

第３条 乙は、甲の協力要請に対して、米穀の提供に可能な限り協力するものとし、組合員の

店舗に対し、協力内容を通知するものとする。 

２ 乙は、組合員の店舗別の提供できる数量等を甲に報告し、納入場所への運搬に可能な限り

協力するものとする。 

（協定単価） 

第４条 米穀の単価は、災害発生直前における小売単価とする。 

（請求及び支払） 

第５条 乙は、納入後、速やかに数量等を甲に報告し、米穀代金及び所要経費を甲に請求する

ものとする。 

２ 甲は、乙に請求された米穀代金等については、その内容を確認のうえ、可能な限り速やか

に支払に応じるものとする。 

（連絡責任者） 

第６条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては、防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の担当職にあたる者を当該連絡責

任者とする。 

（補償） 

第７条 甲は、第３条に規定する業務に従事する者について、その者の責に帰することができ

ない理由により死亡その他の事故が生じたときは、東京都市町村消防団員等公務災害補償条

例（昭和 63年組合条例第 19号）の例によりその損害を補償する。ただし、当該従事者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、または事故の原因となった第三

者から損害賠償を受けたときは、これらの価格の限度において損害賠償の責を免れる。 

（協定期間及び自動更新） 
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第８条 この協定の期間は、協定締結の日から平成26年３月 31日までとする。ただし、期間

満了の日の１か月前までに甲乙いずれかから解除、または変更の申し出がないときは、期間

を１年間延長するものとする。 

２ 前項の規定により延長があった場合の協定の期間は、４月１日から翌年の３月 31日までと

し、以後はこの例による。 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項並びにこの協定の解釈について疑義が生じたときは、甲乙

協議のうえ、決定するものとする。 

 

上記協定の証として本協定書を２通作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保管す

る。 

 

 

平成 25年 10 月１日 

 

 

甲  

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

代表者 狛江市長  高橋 都彦 

 

 

                乙 

                 狛江市東和泉一丁目６番７号 

狛江市米穀商組合 

代表者 組合長  谷田部 一之 
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【協定 No.41】 

災害時における生活必需品等物資の供給に関する協力協定書 

 

災害時における生活必需品等物資（以下｢物資｣という。）の供給に関し、狛江市（以下｢甲｣と

いう。）と株式会社京王ストア（以下｢乙｣という。）との間において、次のとおり協定を締結す

る。 

（目的） 

第 1条 この協定は、狛江市に地震・風水害その他の災害が発生し、甲のみでは十分な対応措

置を実施することができないときに、狛江市地域防災計画に基づく物資確保の一環として、

乙の積極的な協力を得ることにより、市民に対する物資の確保及び円滑な給与を図ることを

目的とする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、乙に協力を要請する場合は、物資の品目、数量、納入日時、納入場所、その他

必要な事項（以下「品目等」という。）を明確にして、乙に要請するものとする。 

（協力内容） 

第３条 乙は、甲の協力要請に対して、物資の提供及び運搬に可能な限り協力するものとする。 

（協定単価） 

第４条 物資の単価は、災害発生直前における小売単価とする。 

（請求及び支払） 

第５条 乙は、納入後、速やかに品目等を甲に報告し、物資代金及び所要経費を甲に請求する

ものとする。 

２ 甲は、乙に請求された物資代金等については、その内容を確認のうえ、可能な限り速やか

に支払に応じるものとする。 

（連絡責任者） 

第６条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては、防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の担当職にあたる者を当該連絡責

任者とする。 

（補償） 

第７条 甲は、第３条に規定する業務に従事する者について、その者の責に帰することができ

ない理由により死亡その他の事故が生じたときは、東京都市町村消防団員等公務災害補償条

例（昭和 63年組合条例第 19号）の例によりその損害を補償する。ただし、当該従事者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、または事故の原因となった第三

者から損害賠償を受けたときは、これらの価格の限度において損害賠償の責を免れる。 

（協定期間及び自動更新） 

第８条 この協定の期間は、協定締結の日から平成26年３月 31日までとする。ただし、期間

満了の日の１か月前までに甲乙いずれかから解除、または変更の申し出がないときは、期間
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を１年間延長するものとする。 

２ 前項の規定により延長があった場合の協定の期間は、４月１日から翌年の３月 31日までと

し、以後はこの例による。 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項並びにこの協定の解釈について疑義が生じたときは、甲乙

協議のうえ、決定するものとする。 

 

上記協定の証として本協定書を２通作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保管す

る。 

 

 

平成 25年９月６日 

 

 

甲  

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

代表者 狛江市長  高橋 都彦 

 

 

                乙 

                 東京都多摩市関戸一丁目７番地４ 

                 株式会社 京王ストア 

代表者 代表取締役社長 内藤 雅浩 
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【協定 No.42】 

災害時における生活必需品等物資の供給に関する協力協定書 

 

災害時における生活必需品等物資（以下｢物資｣という。）の供給に関し、狛江市（以下｢甲｣と

いう。）と小田急商事株式会社（以下｢乙｣という。）との間において、次のとおり協定を締結す

る。 

（目的） 

第 1条 この協定は、狛江市に地震・風水害その他の災害が発生し、甲のみでは十分な対応措

置を実施することができないときに、狛江市地域防災計画に基づく物資確保の一環として、

乙の積極的な協力を得ることにより、市民に対する物資の確保及び円滑な給与を図ることを

目的とする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、乙に協力を要請する場合は、物資の品目、数量、納入日時、納入場所、その他

必要な事項（以下「品目等」という。）を明確にして、乙に要請するものとする。 

（協力内容） 

第３条 乙は、甲の協力要請に対して、物資の提供及び運搬に可能な限り協力するものとする。 

２ 乙が提供する物資は食糧、飲料水、調味料、衣料品、日用品類等とする。 

（協定単価） 

第４条 物資の単価は、災害発生直前における小売単価とする。 

（請求及び支払） 

第５条 乙は、納入後、速やかに品目等を甲に報告し、物資代金及び所要経費を甲に請求する

ものとする。 

２ 甲は、乙に請求された物資代金等については、その内容を確認のうえ、可能な限り速やか

に支払に応じるものとする。 

（連絡責任者） 

第６条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては、防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の担当職にあたる者を当該連絡責

任者とする。 

（補償） 

第７条 甲は、第３条に規定する業務に従事する者について、その者の責に帰することができ

ない理由により死亡その他の事故が生じたときは、東京都市町村消防団員等公務災害補償条

例（昭和 63年組合条例第 19号）の例によりその損害を補償する。ただし、当該従事者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、または事故の原因となった第三

者から損害賠償を受けたときは、これらの価格の限度において損害賠償の責を免れる。 

（協定期間及び自動更新） 

第８条 この協定の期間は、協定締結の日から平成26年３月 31日までとする。ただし、期間
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満了の日の１か月前までに甲乙いずれかから解除、または変更の申し出がないときは、期間

を１年間延長するものとする。 

２ 前項の規定により延長があった場合の協定の期間は、４月１日から翌年の３月 31日までと

し、以後はこの例による。 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項並びにこの協定の解釈について疑義が生じたときは、甲乙

協議のうえ、決定するものとする。 

 

上記協定の証として本協定書を２通作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保管す

る。 

 

 

平成 25年９月６日 

 

 

甲  

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

代表者 狛江市長  高橋 都彦 

 

 

                乙 

                 東京都世田谷区経堂二丁目１番３３号 

                 小田急商事株式会社 

代表者 代表取締役  藤波 教信 
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【協定 No.43】 

災害時における生活必需品等物資の供給に関する協力協定書 

 

災害時における生活必需品等物資（以下｢物資｣という。）の供給に関し、狛江市（以下｢甲｣と

いう。）と株式会社三和（以下｢乙｣という。）との間において、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第 1条 この協定は、狛江市に地震・風水害その他の災害が発生し、甲のみでは十分な対応措

置を実施することができないときに、狛江市地域防災計画に基づく物資確保の一環として、

乙の積極的な協力を得ることにより、市民に対する物資の確保及び円滑な給与を図ることを

目的とする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、乙に協力を要請する場合は、物資の品目、数量、納入日時、納入場所、その他

必要な事項（以下「品目等」という。）を明確にして、乙に要請するものとする。 

（協力内容） 

第３条 乙は、甲の協力要請に対して、物資の提供及び運搬に可能な限り協力するものとする。 

（協定単価） 

第４条 物資の単価は、災害発生直前における小売単価とする。 

（請求及び支払） 

第５条 乙は、納入後、速やかに品目等を甲に報告し、物資代金及び所要経費を甲に請求する

ものとする。 

２ 甲は、乙に請求された物資代金等については、その内容を確認のうえ、可能な限り速やか

に支払に応じるものとする。 

（連絡責任者） 

第６条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては、防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の担当職にあたる者を当該連絡責

任者とする。 

（補償） 

第７条 甲は、第３条に規定する業務に従事する者について、その者の責に帰することができ

ない理由により死亡その他の事故が生じたときは、東京都市町村消防団員等公務災害補償条

例（昭和 63年組合条例第 19号）の例によりその損害を補償する。ただし、当該従事者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、または事故の原因となった第三

者から損害賠償を受けたときは、これらの価格の限度において損害賠償の責を免れる。 

（協定期間及び自動更新） 

第８条 この協定の期間は、協定締結の日から平成26年３月 31日までとする。ただし、期間

満了の日の１か月前までに甲乙いずれかから解除、または変更の申し出がないときは、期間

を１年間延長するものとする。 
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２ 前項の規定により延長があった場合の協定の期間は、４月１日から翌年の３月 31日までと

し、以後はこの例による。 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項並びにこの協定の解釈について疑義が生じたときは、甲乙

協議のうえ、決定するものとする。 

 

上記協定の証として本協定書を２通作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保管す

る。 

 

 

平成 25年９月６日 

 

 

甲  

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

代表者 狛江市長  高橋 都彦 

 

 

                乙 

                 神奈川県相模原市南区麻溝台三丁目４番 11号 

                 株式会社 三和 

代表者 代表取締役 小山 克巳 
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【協定 No.44】 

災害時における物資の供給に関する協力協定書 

 

狛江市（以下｢甲｣という。）と大和紙器株式会社（以下｢乙｣という。）は、災害時における物

資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第 1条 この協定は、狛江市に地震、風水害、大火災等の大規模災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合（以下「災害時等」という。）において、甲が乙の協力を得て、被災者に対

して迅速かつ円滑に物資の供給を実施するため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、緊急に物資の調達が必要となった場合は、乙に対して、品目、数量、納品場所、

納期等を文書で要請するものとする。 

ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話、ファックス等で要請し、その後速やかに文書

を提出するものとする。 

 

（協力の実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、乙の営業に支障のない範囲にお

いて、甲に対し、優先的かつ速やかに物資の供給を行うものとする。 

 

（物資の種類） 

第４条 物資の種類は次のとおりとし、乙は甲から要請のあった物資の供給を乙の可能な範囲

で行うものとする。 

（１） 段ボール製品（段ボールシート及び段ボールケース） 

（２） 段ボール製簡易ベット 

（３） その他乙の取扱商品 

 

（物資の価格） 

第５条 乙が甲に供給した物資の価格は、災害が発生した直前の価格を基準とし、甲及び乙が

協議して決定するものとする。 
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（車両優先通行の確保） 

第６条 甲は、災害時において、乙が甲の要請により物資を配送する車両を優先車両として通

行できるよう配慮するものとする。 

 

（平常時の活動） 

第７条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に実施するため、平常時からの情報交換や

甲が行う防災訓練への参加等に努め、緊急時に備えるものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の期間は、協定締結の日からその効力を有し、その期間は平成 25年３月 31

日までとする。 

ただし、期間満了の日の１か月前までに甲乙いずれかから解除又は変更の申出がないとき

は、期間を１年間延長するものとする。 

２ 前項の規定により延長があった場合の協定の期間は、４月１日から翌年の３月 31日までと

し、以後はこの例による。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項並びにこの協定の解釈について疑義が生じたときは、甲乙

協議の上決定するものとする。 

 

上記協定の証として本協定書を２通作成し、双方記名押印の上、それぞれ１通を保管する。 

 

平成 24年４月１日 

 

甲 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

代表者 狛江市長  高橋 都彦 

 

                乙 神奈川県相模原市南区麻溝台三丁目４番 11号 

                  大和紙器株式会社 

代表者 代表取締役 小山 克巳 
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【協定 No.45】 

災害時における物資供給の協力に関する協定 

 

狛江市（以下｢甲｣という。）と株式会社ユニリビング（以下｢乙｣という。）は、災害時におけ

る物資の供給に関する協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける物資の確保について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力内容） 

第２条 災害時において、甲は乙に対して、物資の提供及び運搬を要請することができる。 

２ 乙は、甲の協力要請に対して、物資の提供及び運搬に可能な限り協力するものとする。 

３ 第１項に規定する乙が提供する物資は、別紙のとおりとする。 

 

（協力の要請） 

第３条 甲は、前条第１項の規定に基づき、乙に対して協力を要請する場合は、物資の品目、

数量、納入日時、納入場所、その他必要な事項（以下「品目等」という。）を明確にしたうえ

で、乙に要請するものとする。 

２ 前項の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口

頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、納入後、速やかに提供等を実施した品目等を甲に報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定に基づく報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に

要した費用について負担する。 

 

（協定単価） 

第６条 物資の単価は、災害発生直前における小売単価とする。 
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（費用の請求） 

第７条 乙は、協力業務の完了後、物資代金及び所要の費用（以下「代金等」という。）を甲に

請求するものとする。 

２ 甲は、乙に請求された代金等については、その内容を確認のうえ、可能な限り速やかに支

払に応じるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第８条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては、防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の狛江店店長にあたる者を当該連

絡責任者とする。 

 

（連絡先の交換） 

第９条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し、随時更新する。 

 

（協議） 

第 10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

（災害補償） 

第 11条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間） 

第 12条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保管

する。 
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平成 26年３月１日 

 

 

甲 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

                乙 千葉県浦安市入船一丁目５番２号 

                  株式会社ユニリビング  

代表取締役社長 赤坂 祐一郎 
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【協定No.46】 

災害時における障害物除去等の応急措置に関する協定書 

 

昭和 57年 12 月１日締結 

改正  平成 27 年３月１日 

 

狛江市（以下「甲」という。）と狛江市建設業協会（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る障害物除去等の応急措置に関する乙の協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生した場合（以下「災害時」という。）における障害物除去等の応急

措置（以下「協力業務」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して協力業務の実施を要請することができる。 

２ 乙は前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請に応えるものとす

る。 

（協力内容） 

第３条 災害時において、甲が乙に対して要請することができる事項は、次のとおりとする。 

（１）狛江市緊急道路障害物除去路線及びその他甲が必要と認めた路線における障害物の除去

に関すること。 

（２）倒壊建物等からの救出救助活動への支援に関すること。 

（３）倒壊建物等の解体及び撤去に関すること。 

（４）その他甲が必要と認めた業務に関すること。 

（要請の方法） 

第４条 甲は、乙に対し第２条第１項の規定により協力業務の実施を要請するときは、災害現

場の状況により必要な人員、資機材、実施場所等を明らかにしたうえで、原則として文書に

より行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話又はその他の手段により協

力を要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 前項の規定により、要請を受けた乙は、乙の会員に対し、その内容を速やかに指示、伝達

するものとする。 

（業務の実施） 

第５条 前条の要請により、甲の指定する場所に到着した乙の会員は、甲の職員の指示により

協力業務を実施するものとする。 

２ 乙は、災害の状況により緊急を要すると判断した場合は、甲の要請を待たずに応急措置を

行うことができる。 

（報告） 

第６条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに実施した業務内容を甲に報告するものとす

る。 

（費用の負担） 

第７条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、乙が協力業務

に要した人員、資機材等の費用について負担する。 

（協定単価） 
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第８条 前条に規定する費用の算出にあたっては、東京都工事設計労務単価及び東京都工事設

計資材単価等の例によるものとし、甲乙が協議のうえ決定する。 

（費用の請求） 

第９条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し協力業務に要した費用を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

（連絡先等の交換） 

第 10条 第２条に規定する要請を円滑にするため、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡先を報告

し、随時更新する。 

２ 乙は、甲からの協力要請に備え、災害時に対応できる人員、資機材等の状況及び連絡体制

について、定期的に甲へ連絡するものとする。 

（災害補償） 

第 11条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 
 

昭和 57年 12 月１日 

東京都狛江市長     吉岡 金四郎 
 

狛江市建設業協会会長  渡辺 一郎 

付 則 

 この協定は、締結の日から効力を生ずる。 

 

  平成 27年３月１日 
 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

       狛江市 

狛江市長  高橋 都彦 
 

乙  東京都狛江市東和泉一丁目 25番 22-105 号 

       狛江市建設業協会 

会  長  金沢 俊夫 
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【協定 No.47】 

災害時における障害物除去等の応急措置に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と狛江造園組合（以下「乙」という。）は、災害時における障

害物除去等の応急措置に関する乙の協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生した場合（以下「災害時」という。）における障害物除去等の応急

措置（以下「協力業務」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して協力業務の実施を要請することができる。 

２ 乙は前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請に応えるものとす

る。 

（協力内容） 

第３条 災害時において、甲が乙に対して要請することができる事項は、次のとおりとする。 

（１）狛江市緊急道路障害物除去路線及びその他甲が必要と認めた路線における障害物の除去

に関すること。 

（２）倒壊建物等からの救出救助活動への支援に関すること。 

（３）その他甲が必要と認めた業務に関すること。 

（要請の方法） 

第４条 甲は、乙に対し第２条第１項の規定により協力業務の実施を要請するときは、災害現

場の状況により必要な人員、資機材、実施場所等を明らかにしたうえで、原則として文書に

より行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話又はその他の手段により協

力を要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 前項の規定により、要請を受けた乙は、乙の組合員に対し、その内容を速やかに指示、伝

達するものとする。 

（業務の実施） 

第５条 前条の要請により、甲の指定する場所に到着した乙の組合員は、甲の職員の指示によ

り協力業務を実施するものとする。 

２ 乙は、災害の状況により緊急を要すると判断した場合は、甲の要請を待たずに応急措置を

行うことができる。 

（報告） 

第６条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに実施した業務内容を甲に報告するものとす

る。 

（費用の負担） 

第７条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、乙が協力業務

に要した人員、資機材等の費用について負担する。 

（協定単価） 

第８条 前条に規定する費用の算出にあたっては、東京都工事設計労務単価及び東京都工事設

計資材単価等の例によるものとし、甲乙が協議のうえ決定する。 

（費用の請求） 

第９条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し協力業務に要した費用を請求するものとする。 
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２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

（連絡先等の交換） 

第 10条 第２条に規定する要請を円滑にするため、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡先を報告

し、随時更新する。 

２ 乙は、甲からの協力要請に備え、災害時に対応できる人員、資機材等の状況及び連絡体制

について、定期的に甲へ連絡するものとする。 

（災害補償） 

第 11条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第 14条 平成 20年１月 29日付けで締結した災害時における障害物除去等の応急措置に関する

協力協定書は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

  平成 27年３月１日 

 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

       狛江市 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

乙  東京都狛江市東野川四丁目 19番６号 

       狛江造園組合 

       組合長   髙木 生一 
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【協定No.48】 

災害時における水道施設及び下水道施設の応急措置に関する協定書 

 

狛江市と管工事組合（以下｢組合｣という｡）は、災害応急措置を必要とする大規模な風水害、

地震、その他の災害（以下｢災害｣という｡）が市内に発生した場合又は発生する恐れのある場合

に、市民の生命の安全と生活を維持するため、相互の協力について、次のとおり協定を締結す

る｡ 

（総則） 

第１条 狛江市は、災害が市内に発生した場合又は発生する恐れのある場合に、市民の生命と

財産を守り、生活を保障することを基本的な施策とし、被害の応急工事の実施及び災害復旧

を図るなど応急措置について、市独自の計画を作成し、その推進を図るとともに、組合の積

極的な協力を得ることにより、その実現に努力する｡ 

（協力） 

第２条 組合は、市内に災害が発生した場合又は発生する恐れのある場合において、市民の生

活維持に協力することを基本的な責務と考え、狛江市長（以下｢市長｣という｡）の要請に対し

て、積極的に協力するものとする｡ 

（要請手続） 

第３条 組合に対する市長の要請手続は、組合側の連絡体制によるものとし、その要請は、狛

江市建設部長が担当する｡ただし、状況により狛江市各部の部長から組合に対し要請する場合

もあることとする｡ 

２ 前項の要請にあたっては、その災害現場の状況により必要な人員、機材等について要請す

るものとする｡ 

（活動業務） 

第４条 市長の要請により、指定場所に到着した組合員は、市職員の指示により応急作業を実

施するものとする｡ 

２ 組合長は、災害の状況により緊急を要すると判断し、市長の要請を待たずに応急作業を実

施した場合は、初動後、直ちに市長に対し、応急作業の概要を報告するものとする｡ 

（経費負担） 

第５条 組合長は、作業終了後狛江命に対し、応急作業に要した資機材等の所要経費を請求す

るものとする｡ 

２ 狛江市は、前項の所要経費を速やかに支払うものとする｡ 

（供与） 

第６条 市長は、協会の同意のもとに会員の事務所又は店頭に掲示するため｢狛江市災害応急措

置協力員｣の看板を供与する｡ 

（公務災害補償） 

第７条 市長の要請により出動した組合員に人身事故が発生し、その会員に｢労働者災害補償保
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険法｣（昭和22年法律第50号）の適用がなされない場合は、｢東京都市町榊肖防団員等災害補

償等組合補償条例｣（昭和41年条例第８号）の規定に準じて狛江市が補償するものとする｡ 

（協議） 

第８条 この協力協定の実施に関して必要な事項及び協定以外の手続については、その都度狛

江市と組合との両者が協議して定めるものとする｡ 

（付則） 

第９条 この協力協定は、平成７年９月１日より効力を有するものとする｡ 

 

この協力協定成立を証するため、当事者は、記名、押印のうえ、各１通を保有するものとす

る｡ 

 

 

平成７年９月１日 

 

 

東京都狛江市長  石井三雄 

 

狛江市管工事組合長 絹山孝一 
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【協定 No.49】 

災害時における応急対策業務協力に関する協定書 

 

 

 狛江市（以下「甲」という。）と東京土建一般労働組合狛江支部（以下「乙」という。）とは、

災害時における応急対策業務（以下「業務」という。）に対する乙の協力に関し、次のとおり協

定を締結する。 

 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震、風水害等により狛江市内で大規模な災害が発生した場合に、狛江

市地域防災計画に基づく災害時における応急対策に関し、甲が乙に対して、業務に関する協

力を依頼するときの必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、市内に災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、乙に対して応急対策

活動の協力を要請することができる。 

２ 乙は、甲から前項の協力要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項

に応えるものとする。 

（業務） 

第３条 甲は、乙に対し、次に掲げる業務について、協力要請することができるものとする。 

 ⑴ 倒壊建物等からの救出救助活動に関する労務提供及びそれに要する資機材の提供に関す

ること。 

 ⑵ 避難施設及び市施設の応急危険度判定及び応急修繕に関すること。 

 ⑶ その他甲が必要と認めた業務に関すること。 

（要請手続等） 

第４条 甲は、乙に対し前条に定める協力を要請するときは、文書により行うものとする。た

だし、緊急やむを得ない場合は、口頭、又は電話等の方法により協力を要請し、後日文書を

もって処理するものとする。 

２ 甲の協力要請を受けた乙は、乙の会員に対し、その内容を速やかに指示、伝達するものと

する。 

３ 甲は、乙に対して協力を要請するいとまがないと認めるときは、直接、乙内の災害時等応

急活動団体（まちの救助隊「チームＮＡＭＡＺＵ」）に登録された会員に要請することができ

る。 

（資機材等提供リストの提出） 

第５条 乙は、甲からの協力要請に備え、資機材等提供リスト（以下「リスト」という。）を作

成し、定期的に甲へ提出するものとする。 
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２ リストには、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 ⑴ 災害応急活動に従事する人員及び連絡先 

 ⑵ 災害時における調達可能な資機材 

 ⑶ その他必要な事項 

 

（費用負担及び労務賃金の額） 

第６条 甲は、第４条の規定により乙が資機材等の提供に要した費用を負担するものとする。

この場合において、労務賃金の額は、東京都工事設計労務単価等により算出し、東京消防庁

職員の特殊勤務手当に関する条例（平成９年東京都条例第 47号）に準ずる額を加算し、甲と

乙が協議のうえ決定した額を支払う。 

（災害補償） 

第７条 甲は、第３条の規定する業務に従事した者について、その者の責に帰することができ

ない理由により死亡その他の事故が生じたときは、東京都市町村消防団員等公務災害補償条

例（昭和 63 年組合条例第 19 号）の例によりその損害を補償する。ただし、当該従事者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、又は事故の原因となった第三者

から損害賠償を受けたときは、同一の事故については、これらの価額の限度において損害賠

償の責を免れる。 

（防災訓練等への協力） 

第８条 乙は、災害時における業務が円滑に遂行できるよう、狛江市地域防災計画に基づき甲

が行う防災訓練等に必要な協力を行うものとする。 

（協定の有効期限） 

第９条 この協定の有効期限は、平成 25 年９月 18 日から平成 26 年３月 31 日までとする。た

だし、期間満了の３箇月前までに甲、乙いずれからも申出がないときは、さらに１年間延長

されたものとみなし、以後この例による。 

（協議） 

第 10条 この協定の各条項の解釈について疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項

については、甲乙協議して定めるものとする。 

 

上記協定締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙署名のうえ、各自その１通を保有

する。 
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  平成 25年９月 18日 

 

甲 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

    

狛江市長    高 橋 都 彦 

 

 

乙 東京都狛江市猪方三丁目 25番 37 号 

  東京土建一般労働組合狛江支部 

    

執行委員長  菅 原 節 雄 
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【協定 No.50】 

災害時における応急燃料供給業務に関する協定書 

 

 

狛江市（以下「甲」という。）と大久保商事株式会社（以下「乙」という。）は、災害時にお

ける応急燃料の供給業務の協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける災害応急対策に必要な応急燃料の供給について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時に応急対策のための燃料（緊急車両、自家発電及びその他の燃料等を含

む。以下「燃料等」という。）を調達する必要が生じたときは、乙に対し燃料等の供給を要請

することができる。 

２ 乙は、甲から前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項に応

えるものとする。 

 

（要請の方法） 

第３条 前条の要請は、日時、場所、その他必要な事項を明らかにしたうえで、原則として文

書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話又はその他の手段によ

り要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（費用の負担） 

第４条 甲は、乙から燃料等の供給を受けたときは、その費用を負担する。 

 

（協定単価） 

第５条 前条の燃料等の単価は、原則として災害発生直前における契約単価を基準とし、甲乙

協議のうえ決定する。 

 

（費用の支払） 

第６条 乙は、燃料等の納入が完了したときは、甲の負担する費用について、納品書を添えて

請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 
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（連絡先の交換） 

第７条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し随時更新する。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

（災害補償） 

第９条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該業務に従事した者が他の法

令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これらの給

付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間） 

第 10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

（旧協定書の廃止） 

第 11 条 平成 19 年８月１日付けで締結した災害時における応急燃料供給業務等に関する協定

書は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

  平成 26年６月 25日 

 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

 

狛江市長  高橋 都彦 

 

乙  東京都狛江市中和泉三丁目 29番 15 号 

       大久保商事株式会社 

 

代表取締役 大久保 幸二 
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【協定 No.51】 

災害時における応急燃料供給業務に関する協定書 

 

 

狛江市（以下「甲」という。）と東京コスモ石油協同組合狛江一の橋サービスステーション（以

下「乙」という。）は、災害時における応急燃料の供給業務の協力について、次のとおり協定を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける災害応急対策に必要な応急燃料の供給について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時に応急対策のための燃料（緊急車両、自家発電及びその他の燃料等を含

む。以下「燃料等」という。）を調達する必要が生じたときは、乙に対し燃料等の供給を要請

することができる。 

２ 乙は、甲から前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項に応

えるものとする。 

 

（要請の方法） 

第３条 前条の要請は、日時、場所、その他必要な事項を明らかにしたうえで、原則として文

書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話又はその他の手段によ

り要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（費用の負担） 

第４条 甲は、乙から燃料等の供給を受けたときは、その費用を負担する。 

 

（協定単価） 

第５条 前条の燃料等の単価は、原則として災害発生直前における小売価格を基準とし、甲乙

協議のうえ決定する。 

 

（費用の支払） 

第６条 乙は、燃料等の納入が完了したときは、甲の負担する費用について、納品書を添えて

請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払
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うものとする。 

 

（連絡先の交換） 

第７条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し随時更新する。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

（災害補償） 

第９条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該業務に従事した者が他の法

令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これらの給

付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間） 

第 10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

（旧協定書の廃止） 

第 11 条 平成 19 年８月１日付けで締結した災害時における応急燃料供給業務等に関する協定

書は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

  平成 26年６月 25日 

 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市長  高橋 都彦 

 

乙  東京都狛江市岩戸北四丁目 12番 28 号 

   東京コスモ石油協同組合 

 狛江一の橋サービスステーション 

   所  長  夏掘 幸介 
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【協定 No.52】 

災害時における応急燃料供給業務に関する協定書 

 

 

狛江市（以下「甲」という。）と株式会社ニシヤマ（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る応急燃料の供給業務の協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける災害応急対策に必要な応急燃料の供給について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時に応急対策のための燃料（緊急車両、自家発電及びその他の燃料等を含

む。以下「燃料等」という。）を調達する必要が生じたときは、乙に対し燃料等の供給を要請

することができる。 

２ 乙は、甲から前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項に応

えるものとする。 

 

（要請の方法） 

第３条 前条の要請は、日時、場所、その他必要な事項を明らかにしたうえで、原則として文

書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話又はその他の手段によ

り要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（費用の負担） 

第４条 甲は、乙から燃料等の供給を受けたときは、その費用を負担する。 

 

（協定単価） 

第５条 前条の燃料等の単価は、原則として災害発生直前における単価契約を基準とし、甲乙

協議のうえ決定する。 

 

（費用の支払） 

第６条 乙は、燃料等の納入が完了したときは、甲の負担する費用について、納品書を添えて

請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 
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（連絡先の交換） 

第７条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し随時更新する。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

（災害補償） 

第９条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該業務に従事する者が他の法

令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これらの給

付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間） 

第 10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

（旧協定書の廃止） 

第 11 条 平成 19 年８月１日付けで締結した災害時における応急燃料供給業務等に関する協定

書は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

  平成 26年６月 25日 

 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市長  高橋 都彦 

 

乙  東京都狛江市岩戸北四丁目 19番 11 号 

       株式会社 ニシヤマ 

代表取締役 西山 嘉則 
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【協定 No.53】 

災害時におけるプロパンガス等の供給に関する協力協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と調布狛江ＬＰガス商工組合（以下「乙」という。）は、災害

時における協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おけるプロパンガス、ガスホース等の炊出し活動等に火力を得るため必要な物品（以下「プ

ロパンガス等」という。）の供給について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 災害時において、甲が乙に対して行う協力要請は、次のとおりとする。 

（１）災害時に、被災者が避難所等において炊出し活動等を必要とするときは、甲は乙にプロ

パンガス等の供給を要請することができる。 

（２）甲は乙に協力を要請する場合は、日時、数量、納入場所、その他必要な事項を明確にし

て、要請するものとする。 

２ 前項の協力の範囲は，次のとおりとする。 

（１）プロパンガス等の提供 

（２）プロパンガス等の運搬、設置及び指導 

３ 乙は、甲から第１項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項に

応えるものとする。 

（要請方法） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（業務） 

第４条 乙は、第２条の規定による甲の要請に協力する場合において、プロパンガス等の納品

場所に甲の職員が派遣されているときは第２条の要請内容及び甲の職員の指示に従い、甲の

職員が派遣されていないときは、同条第１項第２号に規定する要請内容のとおりプロパンガ

ス等を納入するものとする。 

２ 乙は、前項の規定によるプロパンガス等の納入に当たっては、十分な安全性を確保したう

えで、プロパンガス等を設置するものとする。 

３ 乙は、安全性を確保するために納入場所で当該プロパンガス等を扱う者に対して十分な指

導を行うものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに業務内容を甲に報告するものとする。 
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（費用の負担） 

第６条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 

（協定単価） 

第７条 前条に規定する費用の額は、乙又は事業所が提出する出荷確認書等に基づき、災害発

生直前における適正価格を基準として、甲及び乙が協議のうえ、決定するものとする。 

（費用の請求） 

第８条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し、プロパンガス等の代金及び所要費用を請求する

ものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

（数量等の報告） 

第９条 乙は、この協定の締結にあたり、供給することのできるプロパンガス等の数量等を、

甲に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に変更が生じた場合は、速やかに甲に報告するものとする。 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては乙の事務局の担当者にあたる者を当該連

絡責任者とする。 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し、随時更新する。 

（災害補償） 

第 12条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第 14条 平成 19年８月 19日付けで締結した災害時におけるプロパンガス等の供給に関する協

力協定書は、この協定書の締結をもって廃止する。 
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（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

 

  平成 26年１月 28日 

 

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                 甲    狛江市 

                      狛江市長  高 橋 都 彦 

                     

                      東京都調布市国領町五丁目 50番１号 

                 乙    調布狛江ＬＰガス商工組合 

                      組合長   戸 坂 哲 也 
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【協定 No.54】 

災害時におけるプロパンガス等の供給に関する協力協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と株式会社ニシヤマ（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おけるプロパンガス、ガスホース等の炊出し活動等に火力を得るため必要な物品（以下「プ

ロパンガス等」という。）の供給について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 災害時において、甲が乙に対して行う協力要請は、次のとおりとする。 

（１）災害時に、被災者が避難所等において炊出し活動等を必要とするときは、甲は乙にプロ

パンガス等の供給を要請することができる。 

（２）甲は乙に協力を要請する場合は、日時、数量、納入場所、その他必要な事項を明確にし

て、要請するものとする。 

２ 前項の協力の範囲は，次のとおりとする。 

（１）プロパンガス等の提供 

（２）プロパンガス等の運搬、設置及び指導 

３ 乙は、甲から第１項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項に

応えるものとする。 

（要請方法） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（業務） 

第４条 乙は、第２条の規定による甲の要請に協力する場合において、プロパンガス等の納品

場所に甲の職員が派遣されているときは第２条の要請内容及び甲の職員の指示に従い、甲の

職員が派遣されていないときは、同条第１項第２号に規定する要請内容のとおりプロパンガ

ス等を納入するものとする。 

２ 乙は、前項の規定によるプロパンガス等の納入に当たっては、十分な安全性を確保したう

えで、プロパンガス等を設置するものとする。 

３ 乙は、安全性を確保するために納入場所で当該プロパンガス等を扱う者に対して十分な指

導を行うものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに業務内容を甲に報告するものとする。 
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（費用の負担） 

第６条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 

（協定単価） 

第７条 前条に規定する費用の額は、乙又は事業所が提出する出荷確認書等に基づき、災害発

生直前における適正価格を基準として、甲及び乙が協議のうえ、決定するものとする。 

（費用の請求） 

第８条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し、プロパンガス等の代金及び所要費用を請求する

ものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

（数量等の報告） 

第９条 乙は、この協定の締結にあたり、供給することのできるプロパンガス等の数量等を、

甲に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に変更が生じた場合は、速やかに甲に報告するものとする。 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては乙の事務局の担当者にあたる者を当該連

絡責任者とする。 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し、随時更新する。 

（災害補償） 

第 12条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第 14条 平成 19年８月 19日付けで締結した災害時におけるプロパンガス等の供給に関する協

力協定書は、この協定書の締結をもって廃止する。 
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（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

 

  平成 26年１月 28日 

 

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                 甲    狛江市 

                      狛江市長  高 橋 都 彦 

                     

                      東京都狛江市岩戸北四丁目 19番 11 号 

                 乙    株式会社ニシヤマ 

                      代表取締役 西 山 嘉 則 
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【協定 No.55】 

災害時におけるプロパンガス等の供給に関する協力協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と野村燃料店（以下「乙」という。）は、災害時における協力

について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おけるプロパンガス、ガスホース等の炊出し活動等に火力を得るため必要な物品（以下「プ

ロパンガス等」という。）の供給について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 災害時において、甲が乙に対して行う協力要請は、次のとおりとする。 

（１）災害時に、被災者が避難所等において炊出し活動等を必要とするときは、甲は乙にプロ

パンガス等の供給を要請することができる。 

（２）甲は乙に協力を要請する場合は、日時、数量、納入場所、その他必要な事項を明確にし

て、要請するものとする。 

２ 前項の協力の範囲は，次のとおりとする。 

（１）プロパンガス等の提供 

（２）プロパンガス等の運搬、設置及び指導 

３ 乙は、甲から第１項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項に

応えるものとする。 

（要請方法） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（業務） 

第４条 乙は、第２条の規定による甲の要請に協力する場合において、プロパンガス等の納品

場所に甲の職員が派遣されているときは第２条の要請内容及び甲の職員の指示に従い、甲の

職員が派遣されていないときは、同条第１項第２号に規定する要請内容のとおりプロパンガ

ス等を納入するものとする。 

２ 乙は、前項の規定によるプロパンガス等の納入に当たっては、十分な安全性を確保したう

えで、プロパンガス等を設置するものとする。 

３ 乙は、安全性を確保するために納入場所で当該プロパンガス等を扱う者に対して十分な指

導を行うものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに業務内容を甲に報告するものとする。 



協-139 

 

（費用の負担） 

第６条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 

（協定単価） 

第７条 前条に規定する費用の額は、乙又は事業所が提出する出荷確認書等に基づき、災害発

生直前における適正価格を基準として、甲及び乙が協議のうえ、決定するものとする。 

（費用の請求） 

第８条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し、プロパンガス等の代金及び所要費用を請求する

ものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

（数量等の報告） 

第９条 乙は、この協定の締結にあたり、供給することのできるプロパンガス等の数量等を、

甲に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に変更が生じた場合は、速やかに甲に報告するものとする。 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては乙の事務局の担当者にあたる者を当該連

絡責任者とする。 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し、随時更新する。 

（災害補償） 

第 12条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第 14条 平成 19年８月 19日付けで締結した災害時におけるプロパンガス等の供給に関する協

力協定書は、この協定書の締結をもって廃止する。 
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（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

 

  平成 26年１月 28日 

 

東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

                 甲    狛江市 

                      狛江市長 高 橋 都 彦 

                     

                      東京都狛江市中和泉五丁目 18番 26 号 

                 乙    野村燃料店 

店 主  野 村 信 夫 
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【協定 No.56】 

災害時における緊急輸送業務に関する協定 

 

狛江市（以下「甲」という。）と東京都トラック協会多摩支部（以下「乙」という。）は、災

害時における緊急輸送業務に必要な貨物自動車の供給等に関する乙の協力について、次のとお

り協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける円滑な輸送業務の一環として、緊急輸送用車両の確保を図るため、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時において、乙に対して緊急輸送業務（以下「業務」という。）に必要な貨

物自動車及び運転者（以下「車両等」という。）の供給を要請することができる。 

２ 乙は、前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに車両等を供給し、業

務を実施するものとする。 

 

（要請の方法） 

第３条 前条の要請は、日時、業務内容、車両数及び運転者その他必要な事項を明らかにした

うえで、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話

又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、業務が完了したときは、直ちに実施した業務内容を甲に報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、業務に要した

費用について負担する。 

２ 前項の甲が負担する費用は、次に掲げるとおりとする。 

（１）乙が提供した車両等の運賃 

（２）甲の指示又は同意により使用した高速道路等有料道路の通行料及び有料駐車場の料金 

（３）その他甲が負担すべき費用 

 

（協定単価） 
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第６条 前条に規定する費用の算出にあたっては、東京都と一般社団法人東京都トラック協会

が締結した災害応急対策用貨物自動車供給契約書による運賃等の算出の例によるものとし、

甲乙が協議のうえ決定する。 

 

（費用の請求及び支払） 

第７条 乙は、業務の完了後、甲に対し業務に要した費用を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第８条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては乙の事務長にあたる者を当該連絡責任者

とする。 

 

（連絡先等の交換） 

第９条 第２条に規定する要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡先を報

告し、随時更新する。 

２ 乙は、甲に供給できる車両等の台数その他必要な事項について、定期的に甲に報告するも

のとする。 

 

（損害賠償） 

第 10条 甲は、自己の責に帰する事由により、業務に従事する車両に損害を与え、又は滅失し

たときは、乙に対しその損害を賠償するものとする。 

２ 乙は、業務の実施中に自己の責に帰する事由により、同乗者又は第三者に損害を与えたと

きは、その賠償の責を負うものとする。この場合において、乙は、事故発生後速やかに甲に

報告するものとする。 

 

（災害補償） 

第 11条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該業務に従事する者が他の法

令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これらの給

付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め
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るものとする。 

 

（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

（旧協定の廃止） 

第 14条 平成 19年９月 20日付けで締結した災害時における緊急輸送業務に関する協定は、こ

の協定の締結をもって廃止する。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

  平成 26年５月 23日 

 

甲  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

乙  東京都国立市北三丁目 27番 11 号 

    

   東京都トラック協会多摩支部 

 

   支部長   星  信久 
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【協定 No.57】 

災害時における緊急輸送業務に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と赤帽首都圏軽自動車運送協同組合多摩支部（以下「乙」とい

う。）は、災害時における緊急輸送業務に必要な軽貨物自動車の供給等に関する乙の協力につい

て、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける円滑な輸送業務の一環として、緊急輸送用車両の確保を図るため、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時において、乙に対し緊急輸送業務（以下「業務」という。）に必要な軽貨

物自動車及び運転者（以下「車両等」という。）の供給を要請することができる。 

２ 乙は、前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに車両等を供給し、業

務を実施するものとする。 

 

（要請の方法） 

第３条 前条の要請は、日時、業務内容、車両数及び運転者その他必要な事項を明らかにした

うえで、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話

又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、業務が完了したときは、直ちに実施した業務内容を甲に報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、業務に要した

費用について負担する。 

２ 前項の甲が負担する費用は、次に掲げるとおりとする。 

（１）乙が提供した車両等の運賃 

（２）甲の指示又は同意により使用した高速道路等有料道路の通行料及び有料駐車場の料金 

（３）その他甲が負担すべき費用 

 

（協定単価） 
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第６条 前条に規定する費用の算出にあたっては、赤帽運賃料金の時間制運賃料金による運賃

等の算出の例によるものとし、甲乙が協議のうえ決定する。 

 

（費用の請求及び支払） 

第７条 乙は、業務完了後、甲に対し業務に要した費用を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第８条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては多摩支部長を当該連絡責任者とする。 

 

（連絡先等の交換） 

第９条 第２条に規定する要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡先を報

告し、随時更新する。 

２ 乙は、甲に供給できる車両等の台数その他必要な事項について、定期的に甲に報告するも

のとする。 

 

（損害賠償） 

第 10条 甲は、甲の責に帰する事由により、業務に従事する車両に損害を与え、又は滅失した

ときは、乙に対しその損害を賠償するものとする。 

２ 乙は、業務の実施中に乙の責に帰する事由により、同乗者又は第三者に損害を与えたとき

は、その賠償の責を負うものとする。この場合において、乙は、事故発生後速やかに甲に報

告するものとする。 

 

（災害補償） 

第 11条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該業務に従事する者が他の法

令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これらの給

付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 
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（有効期間） 

第 13条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

（旧協定の廃止） 

第 14条 平成 19年９月 20日付けで締結した災害時における緊急輸送業務に関する協定は、こ

の協定の締結をもって廃止する。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

  平成 26年４月１日 

 

甲 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

 

狛江市長  高橋 都彦 

 

 

乙 東京都小平市回田町 19番地４ 

        

赤帽首都圏軽自動車運送協同組合多摩支部 

 

支部長   佐野 照三 
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【協定 No.58】 

災害時における輸送等の協力に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と小田急バス株式会社狛江営業所（以下「乙」という。）は、

災害時における協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１項に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おいて、円滑な応急対策を行うため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（協力内容） 

第２条 甲は、災害時において乙の協力が必要と認めるときは、次の各号に掲げる事項（以下

「協力業務」という。）について、乙に要請することができる。 

（１）高齢者や障がい者等、避難行動等に支援を要する者の避難所等への輸送 

（２）傷病者等の医療機関への輸送 

（３）災害対応業務に従事する者の作業現場への輸送 

（４）支援物資等の避難所等への配送 

（５）道路等の被害状況の情報提供 

（６）避難者の市外の受入れ施設等への輸送 

（７）その他甲の要請により乙が応えられる事項 

２ 乙は、甲から前項の要請があったときは、特別な理由がない限りは、通常業務に優先して

甲の指示に従い協力業務を行う。 

 

（要請方法等） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに出動者、出動時間、出動車両等を甲に報告

するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 
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（協定単価） 

第６条 前条の費用は、別途定める基準額を基礎として、甲と乙が協議のうえ決定するものと

する。 

 

（費用の請求） 

第７条 乙は協力業務の完了後、甲に対し請求書により一括してその費用の支払を請求するも

のとする。 

２ 甲は前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払う

ものとする。 

 

（災害時の情報提供） 

第８条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供する。 

 

（守秘義務） 

第９条 乙は、協力業務を行う場合において知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては担当職にあたる者を当該責任者とする。 

 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急連絡先を

報告し、随時更新する。 

 

（損害賠償） 

第 12 条 甲は、その責に帰する理由により、協力業務のために使用している車両等を損傷し、

又は滅失したときは、乙に対してその損害を賠償する。 

２ 乙は、協力業務の実施中に乙の責に帰する事由により、同乗者又は第三者に損害を与えた

ときは、その賠償の責を負うものとする。この場合において、事故発生後、速やかに甲に報

告するものとする。 

 

（災害補償） 

第 13条 甲は、第２条の規定に基づき甲が要請した協力業務に従事した者が、そのために死亡

し、負傷し、疾病にかかり、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補

償条例（昭和 63 年組合条例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該

協力業務に従事する者が他の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当
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該事故については、これらの給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間等） 

第 14条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の１か

月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この

協定は更新されるものとみなし、その後においても同様とする。 

 

（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

平成 26年３月１日 

 

 

（甲） 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市 

狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

（乙） 東京都狛江市中和泉五丁目 17番 23 号 

小田急バス株式会社狛江営業所 

所長    鈴 木 博 英 
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【協定 No.59】 

災害時における輸送等の協力に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と武州交通興業株式会社（以下「乙」という。）は、災害時に

おける協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１項に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おいて、円滑な応急対策を行うため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（協力内容） 

第２条 甲は、災害時において乙の協力が必要と認めるときは、次の各号に掲げる事項（以下

「協力業務」という。）について、乙に要請することができる。 

（１）高齢者や障がい者等、避難行動等に支援を要する者の避難所等への輸送 

（２）傷病者等の医療機関への輸送 

（３）災害対応業務に従事する者の作業現場への輸送 

（４）支援物資等の避難所等への配送 

（５）道路等の被害状況の情報提供 

（６）避難者の市外の受入れ施設等への輸送 

（７）その他甲の要請により乙が応えられる事項 

２ 乙は、甲から前項の要請があったときは、特別な理由がない限りは、通常業務に優先して

甲の指示に従い協力業務を行う。 

 

（要請方法等） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに出動者、出動時間、出動車両等を甲に報告

するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 
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（協定単価） 

第６条 前条の費用は、別途定める基準額を基礎として、甲と乙が協議のうえ決定するものと

する。 

 

（費用の請求） 

第７条 乙は協力業務の完了後、甲に対し請求書により一括してその費用の支払を請求するも

のとする。 

２ 甲は前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払う

ものとする。 

 

（災害時の情報提供） 

第８条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供する。 

 

（守秘義務） 

第９条 乙は、協力業務を行う場合において知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては担当職にあたる者を当該責任者とする。 

 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急連絡先を

報告し、随時更新する。 

 

（損害賠償） 

第 12 条 甲は、その責に帰する理由により、協力業務のために使用している車両等を損傷し、

又は滅失したときは、乙に対してその損害を賠償する。 

２ 乙は、協力業務の実施中に乙の責に帰する事由により、同乗者又は第三者に損害を与えた

ときは、その賠償の責を負うものとする。この場合において、事故発生後、速やかに甲に報

告するものとする。 

 

（災害補償） 

第 13条 甲は、第２条の規定に基づき甲が要請した協力業務に従事した者が、そのために死亡

し、負傷し、疾病にかかり、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補

償条例（昭和 63 年組合条例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該

協力業務に従事する者が他の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当
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該事故については、これらの給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（有効期間等） 

第 14条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の１か

月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この

協定は更新されるものとみなし、その後においても同様とする。 

 

（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

平成 26年３月１日 

 

 

（甲） 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市 

狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

（乙） 東京都国分寺市西恋ヶ窪一丁目 45番 19 号 

武州交通興業株式会社 

代表取締役 馬 場 文 彦 
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【協定 No.60】 

災害時における輸送等の協力に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）とイースタンモータース調布株式会社（以下「乙」という。）

は、災害時における協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１項に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おいて、円滑な応急対策を行うため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（協力業務の内容） 

第２条 甲は、災害時において乙の協力が必要と認めるときは、次の各号に掲げる事項（以下

「協力業務」という。）について、乙に要請することができる。 

（１）高齢者や障がい者等、避難行動等に支援を要する者の避難所等への輸送 

（２）傷病者等の医療機関への輸送 

（３）災害対応業務に従事する者の作業現場への輸送 

（４）支援物資等の避難所等への配送 

（５）道路等の被害状況の情報提供 

（６）その他甲の要請により乙が応えられる事項 

２ 乙は、甲から前項の要請があったときは、特別な理由がない限りは、通常業務に優先して

甲の指示に従い協力業務を行う。 

 

（要請の方法等） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに出動者、出動時間、出動車両等を甲に報告

するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 

 

（協定単価） 
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第６条 前条の費用は、災害時直前における国土交通省の認可を受けた狛江市内における運賃

（東京都多摩地区運賃表の金額）を基礎として、甲と乙が協議のうえ決定するものとする。 

 

（費用の請求） 

第７条 乙は協力業務の完了後、甲に対し請求書により一括してその費用の支払を請求するも

のとする。 

２ 甲は前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払う

ものとする。 

 

（災害時の情報提供） 

第８条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供する。 

 

（守秘義務） 

第９条 乙は、協力業務を行う場合において知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては担当職にあたる者を当該責任者とする。 

 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急連絡先を

報告し、随時更新する。 

 

（損害賠償） 

第 12 条 甲は、その責に帰する理由により、協力業務のために使用している車両等を損傷し、

又は滅失したときは、乙に対してその損害を賠償する。 

２ 乙は、協力業務の実施中に乙の責に帰する事由により、同乗者又は第三者に損害を与えた

ときは、その賠償の責を負うものとする。この場合において、事故発生後、速やかに甲に報

告するものとする。 

 

（災害補償） 

第 13条 甲は、第２条の規定に基づき甲が要請した協力業務に従事した者が、そのために死亡

し、負傷し、疾病にかかり、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補

償条例（昭和 63 年組合条例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該

協力業務に従事する者が他の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当

該事故については、これらの給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 
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（有効期間等） 

第 14条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の１か

月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この

協定は更新されたものとみなし、その後においても同様とする。 

 

（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

平成 26年３月１日 

 

 

（甲） 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市 

狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

（乙） 東京都江東区新木場二丁目４番３号 

イースタンモータース調布株式会社 

代表取締役 古 知 愛 一 郎 

 

 

 



協-156 

【協定 No.61】 

災害時における輸送等の協力に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と株式会社グリーンキャブ（以下「乙」という。）は、災害時

における協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１項に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おいて、円滑な応急対策を行うため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（協力業務の内容） 

第２条 甲は、災害時において乙の協力が必要と認めるときは、次の各号に掲げる事項（以下

「協力業務」という。）について、乙に要請することができる。 

（１）高齢者や障がい者等、避難行動等に支援を要する者の避難所等への輸送 

（２）傷病者等の医療機関への輸送 

（３）災害対応業務に従事する者の作業現場への輸送 

（４）支援物資等の避難所等への配送 

（５）道路等の被害状況の情報提供 

（６）その他甲の要請により乙が応えられる事項 

２ 乙は、甲から前項の要請があったときは、特別な理由がない限りは、通常業務に優先して

甲の指示に従い協力業務を行う。 

 

（要請の方法等） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに出動者、出動時間、出動車両等を甲に報告

するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 

 

（協定単価） 
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第６条 前条の費用は、災害時直前における国土交通省の認可を受けた狛江市内における運賃

（東京都多摩地区運賃表の金額）を基礎として、甲と乙が協議のうえ決定するものとする。 

 

（費用の請求） 

第７条 乙は協力業務の完了後、甲に対し請求書により一括してその費用の支払を請求するも

のとする。 

２ 甲は前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払う

ものとする。 

 

（災害時の情報提供） 

第８条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供する。 

 

（守秘義務） 

第９条 乙は、協力業務を行う場合において知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者をおき、甲にあっ

ては防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては担当職にあたる者を当該責任者とする。 

 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急連絡先を

報告し、随時更新する。 

 

（損害賠償） 

第 12 条 甲は、その責に帰する理由により、協力業務のために使用している車両等を損傷し、

又は滅失したときは、乙に対してその損害を賠償する。 

２ 乙は、協力業務の実施中に乙の責に帰する事由により、同乗者又は第三者に損害を与えた

ときは、その賠償の責を負うものとする。この場合において、事故発生後、速やかに甲に報

告するものとする。 

 

（災害補償） 

第 13条 甲は、第２条の規定に基づき甲が要請した協力業務に従事した者が、そのために死亡

し、負傷し、疾病にかかり、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補

償条例（昭和 63 年組合条例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該

協力業務に従事する者が他の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当

該事故については、これらの給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 
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（有効期間等） 

第 14条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の１か

月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この

協定は更新されたものとみなし、その後においても同様とする。 

 

（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 

 

平成 26年３月１日 

 

 

（甲） 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市 

狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

（乙） 東京都狛江市西野川一丁目 17番３号 

株式会社グリーンキャブ 

代表取締役 高 野 公 秀 
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【協定 No.62】 

災害時におけるし尿の収集等の実施に関する協力協定書 

 

狛江市（以下｢甲｣という。）と株式会社加藤商事（以下｢乙｣という。）は、災害時における協

力について、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける、し尿の収集及び運搬（以下｢し尿の収集等｣という。）に必要な車両、作業員及び資機

材（以下｢し尿収集車両等｣という。）の供給及びし尿の収集等の実施を行うことについて、必

要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 災害時に、狛江市内の公園、避難所、その他公共施設等に設置された仮設トイレ等の

し尿の収集等が必要になったときは、甲は乙に対し、し尿の収集等の実施を要請することが

できる。 

２ 前項の要請は、原則として、し尿の収集等を実施する日時、場所、し尿収集車両等の数量、

その他必要な事項を明らかにして要請するものとする。 

３ 乙は、第１項の規定により甲から要請があったときは、特別な理由がない限り、保有する

し尿収集車両等の範囲内で協力するものとする。 

（要請方法） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（業務） 

第４条 乙は、第２条の規定による甲の要請に協力する場合において、し尿の収集等の実施を

要請された場所（以下「指定場所」という。）に甲の職員が派遣されているときは第２条の要

請内容及び甲の職員の指示に従い、指定場所に甲の職員が派遣されていないときは第２条の

要請内容のとおり、し尿の収集等を行うものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに実施した業務内容を甲に報告するものとす

る。 

（経費の負担） 

第６条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した経費について負担する。 

（協定単価） 

第７条 前条に規定する経費の額は、災害発生直前におけるし尿収集運搬料金の単価によるも

のとする。 
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（経費の請求） 

第８条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し、し尿の収集等に係る経費を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

（供給可能なし尿収集車両等の数量等の報告） 

第９条 乙は、甲に供給することのできるし尿収集車両等の数量、その他必要な事項について、

この協定締結後、甲に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に変更が生じた場合は速やかに甲に報告するものとする。 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては、防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の事務局の担当職にあたる者を当

該連絡責任者とする。 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し、随時更新する。 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

（災害補償） 

第 13条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（有効期間） 

第 14条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第 15条 平成 19年８月 30日付けで締結した「災害時におけるし尿収集車両等の供給に関する

協力協定書」は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

 

上記協定の証として本協定書を２通作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保有する。 

 

 



協-161 

 

 

  平成 26年１月 24日 

  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

甲   狛江市 

狛江市長  高 橋 都 彦 

 

  東京都狛江市東野川二丁目14番２号 

乙   株式会社加藤商事 

  代表取締役 加 藤   敬 
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【協定 No.63】 

災害時におけるし尿の収集等の実施に関する協力協定書 

 

狛江市（以下｢甲｣という。）と日本衛生興業株式会社（以下｢乙｣という。）は、災害時におけ

る協力について、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おける、し尿の収集及び運搬（以下｢し尿の収集等｣という。）に必要な車両、作業員及び資機

材（以下｢し尿収集車両等｣という。）の供給及びし尿の収集等の実施を行うことについて、必

要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 

第２条 災害時に、狛江市内の公園、避難所、その他公共施設等に設置された仮設トイレ等の

し尿の収集等が必要になったときは、甲は乙に対し、し尿の収集等の実施を要請することが

できる。 

２ 前項の要請は、原則として、し尿の収集等を実施する日時、場所、し尿収集車両等の数量、

その他必要な事項を明らかにして要請するものとする。 

３ 乙は、第１項の規定により甲から要請があったときは、特別な理由がない限り、保有する

し尿収集車両等の範囲内で協力するものとする。 

（要請方法） 

第３条 前条の要請は、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、

口頭、電話又はその他の手段により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（業務） 

第４条 乙は、第２条の規定による甲の要請に協力する場合において、し尿の収集等の実施を

要請された場所（以下「指定場所」という。）に甲の職員が派遣されているときは第２条の要

請内容及び甲の職員の指示に従い、指定場所に甲の職員が派遣されていないときは第２条の

要請内容のとおり、し尿の収集等を行うものとする。 

（報告） 

第５条 乙は、協力業務が完了したときは、直ちに実施した業務内容を甲に報告するものとす

る。 

（経費の負担） 

第６条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した経費について負担する。 

（協定単価） 

第７条 前条に規定する経費の額は、災害発生直前におけるし尿収集運搬料金の単価によるも

のとする。 
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（経費の請求） 

第８条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し、し尿の収集等に係る経費を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

（供給可能なし尿収集車両等の数量等の報告） 

第９条 乙は、甲に供給することのできるし尿収集車両等の数量、その他必要な事項について、

この協定締結後、甲に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に変更が生じた場合は速やかに甲に報告するものとする。 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっ

ては、防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の事務局の担当職にあたる者を当

該連絡責任者とする。 

（連絡先の交換） 

第 11条 第２条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し、随時更新する。 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め

るものとする。 

（災害補償） 

第 13条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（有効期間） 

第 14条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

（旧協定書の廃止） 

第 15条 平成 19年８月 30日付けで締結した「災害時におけるし尿収集車両等の供給に関する

協力協定書」は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

 

上記協定の証として本協定書を２通作成し、双方記名押印のうえ、それぞれ１通を保有する。 
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  平成 26年１月 24日 

  東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

甲   狛江市 

狛江市長  高 橋 都 彦 

 

  東京都世田谷区砧五丁目１番１号 

乙   日本衛生興業株式会社 

  代表取締役 河 原 満 良 
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【協定 No.64】 

災害時における避難住民に対する理容サービス業務の提供に関する協定書 

 

 狛江市（以下「甲」という。）と東京都理容生活衛生同業組合多摩府中南支部（以下「乙」と

いう。）は、災害時における協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、狛江市内において、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害が発生し、住民の避難生活が長期化した場合に、甲が設置した避難所（以

下「避難所」という。）において、住民の避難生活に伴う心労の負担軽減を図るために乙が行

う理容サービス業務（以下「協力業務」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 前条に定める避難生活が長期化した場合とは、避難状態が概ね２週間を経過し、かつ、

引き続き避難状態が継続されると認められる場合をいう。 

 

（協力業務の内容） 

第３条 乙の協力業務の内容は、理容師法（昭和 22年法律第 234 号）第１条の２第１項に規定

する理容とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、避難所において感染症が発生し、又は感染症が発生するおそれ

がある場合等で、協力業務を中止、中断又は一部制限する必要があると認めるときは、甲は

乙に対して必要な措置を指示し、乙は当該指示に従うものとする。 

 

（協力業務の提供者） 

第４条 協力業務の提供者は、理容師法第５条の２に規定する理容師免許を有する者で、乙の

組合員及び乙の組合員の経営する理容所の従業員（以下「組合員等」という。）とする。 

 

（協力業務を受けることができる者） 

第５条 協力業務の提供を受けることができる者は、次のとおりとする。 

（１） 避難所に避難している者。ただし、既に就労している者を除く。 

（２） 避難所に避難している者のうち、身体的理由により理容所へ出向くことが困難な状態で、

かつ、避難生活が長期化している者 

 

（協力の要請） 

第６条 甲は、避難生活が長期化した場合において、乙に対し協力業務の提供を要請すること

ができる。 
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２ 乙は、甲から前項の要請があった場合は、組合員等を甲の指定する避難所へ派遣するもの

とする。 

３ 乙は、甲から第１項の要請があったときは、特別な理由がない限り、速やかに要請事項に

応えるものとする。 

 

（要請方法） 

第７条 前条の要請は、原則として理容サービス業務の提供要請書（第１号様式）により行う

ものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、電話又はその他の手段により要請し、そ

の後速やかに理容サービス業務の提供要請書を提出するものとする。 

 

（協力業務の報告） 

第８条 乙は、協力業務が完了したときは、理容サービス業務の提供報告書（第２号様式）に

より、甲に報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第９条 甲は、前条の規定による報告があったときは、その内容を確認のうえ、協力業務に要

した費用について負担する。 

 

（協定単価） 

第 10条 乙の協力業務の提供に係る費用は無料とする。ただし、化粧品等の消耗品（以下「消

耗品」という。）に係る費用は甲の負担とする。 

２ 前項に規定する費用の額は、当該消耗品の災害発生直前における価格を基準として、甲乙

協議のうえ決定する。 

 

（費用の請求及び支払） 

第 11条 乙は、協力業務の完了後、甲に対し、速やかに前条第２項の規定により決定した消耗

品に係る費用を明細書添付のうえ請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から請求があったときは、当該請求に係る費用を速やかに支払

うものとする。 

 

（連絡先の交換） 

第 12条 第３条に規定する協力の要請を円滑にするために、甲及び乙は、互いに緊急時の連絡

先を報告し、随時更新する。 

 

（協議） 

第 13条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙が協議して定め
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るものとする。 

 

（災害補償） 

第 14条 甲は、本協定に基づく業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、疾病にかか

り、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和 63年組合条

例第 19号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該協力業務に従事する者が他

の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故については、これら

の給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

 

（損害賠償） 

第 15条 甲は、その責に帰すべき事由により乙に損害を与えた場合は、乙に対して当該損害を

賠償するものとする。 

２ 乙は、協力業務の実施中に、乙の責に帰すべき事由により甲又は第三者に損害を与えた場

合は、速やかに甲に報告するとともに、当該損害を賠償するものとする。 

 

（有効期間） 

第 16条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間終了の日の１

か月前までに、甲乙いずれからも意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間こ

の協定は更新されたものとみなす。その後においても同様とする。 

 

（旧協定書の廃止） 

第 17 条 平成 21 年４月１日付けで締結した災害時におけるボランティア活動としての理容サ

ービス業務の提供に関する協定は、この協定書の締結をもって廃止する。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保

有する。 
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平成 26年４月１日 

 

 

                     狛江市和泉本町一丁目１番５号 

甲 狛江市 

狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

                     狛江市和泉本町四丁目７番 27－105 号 

                   乙 東京都理容生活衛生同業組合 

多摩府中南支部 

                       狛江地区長   関  幸 一 
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第１号様式 

 

年  月  日 

 

 

理容サービス業務の提供要請書 

 

 

東京都理容生活衛生同業組合 

 多摩府中南支部狛江地区長 様 

 

狛江市災害対策本部長 

狛江市長                

 

災害時における避難住民に対する理容サービス業務の提供に関する協定第７条第１項の規定

に基づき、次のとおり業務の提供を要請します。 

業務提供を受ける人数 概ね        名 

希 望 実 施 日 時 
年   月   日（  ） 

時   分から   時   分まで 

実 施 場 所  

業 務 内 容 散髪  ・  洗髪  ・  顔剃り 

備        考   

 

【連絡先】 

狛江市災害対策本部          部 

                              課・班 

 

担 当                  

電 話     （     ）      

                   ＦＡＸ     （     ）      

                   メール                  
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第２号様式 

年  月  日 

 

理容サービス業務の提供報告書 

 

狛江市災害対策本部長 

狛江市長         あて 

 

                東京都理容生活衛生同業組合 

多摩府中南支部狛江地区長          

 

   年  月  日付け理容サービス業務の提供要請書で要請のありました業務を完了しましたの

で、次のとおり報告します。 

実 施 日 時 
年   月   日（  ） 

    時   分から   時   分まで 

実 施 場 所 
 

 

業務提供を受けた人数 

及 び 業 務 別 内 訳 

                     人 

１ 散 髪        うち      人 

２ 洗 髪        うち      人 

３ 顔剃り        うち      人 

業 務 提 供 者 

住所 氏名 

  

  

  

  

  

備        考 

 

 

 

 

担 当                  

電 話     （     ）      

                   ＦＡＸ     （     ）      

                   メール                  
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【協定 No.65】 

災害時における協力に関する協定書 

 

狛江市（以下「甲」という。）と東京多摩葬祭業協同組合（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の市域において地震、風水害その他災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）

第２条第 1項に規定する災害（以下「災害」という。）の発生により、甲に災害対策本部が設置され

た場合（以下「災害時」という。）に、多数の死者及び被災者が一時的又は集中的に発生した際に迅

速かつ円滑な応急対策を行うため、必要な事項を定めることを目的とする。 

（協力業務の内容） 

第２条 甲は、災害時に乙の協力が必要と認めるときは、次の各号に掲げる事項（以下「協力業務」

という。）について乙に要請する。 

（１）遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供 

（２）遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供 

（３）遺体搬送用寝台車、霊きゅう車等による埋火葬場等への遺体搬送 

（４）その他甲の要請により乙が応じられる事項 

２ 乙は、やむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して甲の指示に従い協力業務を行う。ただ

し、次条において甲が協力を要請した期日若しくは期間を超えた場合又は超える見込みがある場合

は、改めて協力を要請する期日若しくは期間を甲及び乙で協議をするものとする。 

（協力業務の要請方法） 

第３条 前条に規定する要請は、次の各号に掲げる事項を記載した災害時協力要請書（第１号様式）

の提出をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話、ファクシミリ等で要請を行

い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

（１）要請を行った担当者の氏名等 

（２）要請の内容 

（３）要請の理由 

（４）履行の場所 

（５）協力を要請する期日又は期間 

（６）その他要請に必要な事項 

（報告） 

第４条 乙は、協力業務が完了したときは、次の各号に掲げる事項を災害時要請業務報告書（第２号

様式）をもって甲に報告する。 

（１）実施業務内容 

（２）遺体の収容及び安置に使用した機材、資材及び消耗品の使用数量並びに当該作業の従事者 

（３）遺体安置等に使用した施設（葬儀式場等） 

（４）作業をした期日又は期間 

（５）その他必要と認められる事項 

（経費の負担） 
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第５条 甲は、前条の規定による乙の報告があったときは、甲の要請事項に相違ないことを確認のう

え、甲の要請に基づき乙が行った協力業務に要した経費について負担する。 

（経費の請求） 

第６条 乙は、前条に規定する経費を甲に請求するときは、甲の指定する方法により、原則として一

括して行う。 

２ 乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える業務を行ったときは、乙は、その経費に

ついて当該要請を行った遺族等に請求する。 

（経費の支払） 

第７条 甲は、前条第１項の規定による請求があったときは、乙が指定する支払い先に速やかに支払

いを行う。 

（価格の決定） 

第８条 遺体の収容及び安置に使用した機材、資材及び消耗品の価格並びに使用した施設等の使用料

等は、災害の発生直前における災害救助法による救助の程度・方法及び期間並びに実費弁償の基準

（平成 12年厚生省告示第 144 号）に基づく基準額及び市場の適正な価額を基準とし、甲及び乙が協

議して定めるものとする。 

（支援体制の整備） 

第９条 乙は、災害時における円滑な協力体制が図れるよう、広域における応援態勢及び情報収集伝

達体制の整備に努めるものとする。 

（連絡責任者） 

第 10 条 この協定の円滑な実施を図るため、甲及び乙にそれぞれ連絡責任者を置き、甲にあっては、

防災所管課長の職にあたる者を、乙にあっては、乙の事務局又は株式会社沖田ダイイチ の担当職

にあたる者を当該連絡責任者とする。 

（災害時の情報提供） 

第 11 条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供する。 

（守秘義務） 

第 12 条 乙は、協力業務を行う場合において知り得た情報を、第三者に漏らしてはならない。 

（通知） 

第 13 条 乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、第 10 条に規定する連絡責任者及びこの協

定により協力業務を行うことができる乙の会員名簿を、甲に通知する。第 15条の規定により、この

協定の有効期間を更新したときもまた同様とする。 

（補償） 

第 14 条 甲は、第２条の規定に基づき甲が要請した協力業務に従事した者が、そのために死亡し、負

傷し、疾病にかかり、又は障害となった場合は、東京都市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和

63 年東京市町村総合事務組合条例第 19 号）に準じて、これを補償するものとする。ただし、当該

協力業務に従事する者が他の法令により療養その他の給付若しくは補償を受けたときは、当該事故

については、これらの給付額等の限度において補償の責めを免れるものとする。 

（有効期間等） 

第 15 条 この協定の有効期間は、締結の日から１年とする。ただし、有効期間満了の日の２箇月前ま

でに、甲及び乙のいずれからも何らの申出がないときは、更に１年間更新されるものとし、その後

もまた同様とする。 
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（協議） 

第 16 条 この協定の解釈について疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項については、甲及

び乙がその都度協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲及び乙が記名押印のうえ、各１通を保有

する。 

 

平成 25年８月８日 

 

 

（甲） 東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号 

狛江市 

代表者 狛江市長  高 橋 都 彦 

 

 

 

（乙） 東京都三鷹市上連雀二丁目５番１５号 

東京多摩葬祭業協同組合 

代表者 理事長   金 子 重 明 
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【参考資料 No.１】 

狛江市防災会議委員名簿 

（平成 27年３月 30日現在） 

区分 氏名 職名等 

会長 高橋 都彦 狛江市長 

委員 船橋 昇治 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所長 

〃 谷本 俊哉 東京都建設局北多摩南部建設事務所長 

〃 早川 和男 東京都福祉保健局多摩府中保健所長 

〃 横谷 守 東京都水道局多摩給水管理事務所長 

〃 木内 雅彦 警視庁調布警察署長 

〃 藤原 孝幸 東京消防庁狛江消防署長 

〃 三角 武久 狛江市消防団長 

〃 高見澤 春美 日本郵便㈱狛江郵便局長 

〃 星野 理彰 東日本電信電話㈱ 東京事業部 東京南支店長 

〃 大貫 和宏 東京電力㈱武蔵野支社 副支社長 

〃 伊藤 麻紀子 東京ガス㈱西部支店長 

〃 高橋 通夫 小田急電鉄㈱成城学園前管区長 

〃 髙木 七生 狛江市防災会長 

〃 髙木 和江 狛江市赤十字奉仕団 委員長 

〃 大矢 美枝子 狛江女性防火の会 会長 

〃 重川 希志依 常葉大学 大学院 環境防災研究科 教授 

〃 萬納寺 栄一 狛江市医師会 副会長 

〃 谷中 一 小田急バス㈱狛江営業所長 

〃 益子 誉一 陸上自衛隊 練馬駐屯地 第一後方支援連隊 第一整備大隊長 

〃 塩谷 達昭 狛江市歯科医師会長 

〃 伊東 伸夫 狛江市薬剤師会長 

〃 髙木 光 狛江市社会福祉協議会長 

〃 市川 衛 狛江市民生委員児童委員協議会 代表会長 

〃 田中 映子 人権擁護委員 

〃 豊島 秀臣 園児交通安全防犯連絡会 （子鹿幼稚園 園長） 

〃 佐藤 省吾 狛江市立学校 PTA 連合会長 

〃 横山 秀彦 東京慈恵会医科大学附属第三病院 事務部長 

〃 水野 穰  狛江市副市長 

〃 有馬 守一 狛江市教育委員会 教育長 
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【参考資料 No.２】 

地下施設及び要配慮者施設の名称及び所在地 

（平成 27年３月現在） 

区
分 

施設の名称 所在地 
浸水想定区域 

多摩川 

地
下

施
設 

１ 狛江駅北口地下駐車場 元和泉一丁目２番１号 ○ 

２ エコルマ１ビル 元和泉一丁目２番１号 ○ 

障
が
い
者

関
係 

１ グループホーム朊 岩戸南一丁目２番 12号 ○ 

２ こまえ工房もえぎ 東和泉一丁目３番 17号 ○ 

３ 知的障害者生活寮れもん 中和泉二丁目 20番３号 ○ 

高
齢
者
関
係 

１ グランダ狛江弐番館 和泉本町一丁目４番２号 ○ 

２ 狛江共生の家「多麻」 駒井町一丁目１番２号 ○ 

３ 特別養護老人ﾎｰﾑこまえ苑 岩戸南四丁目 17番 17 号 ○ 

４ ツクイ狛江 東和泉一丁目 35番 13 号 ○ 

５ レッツ倶楽部 東和泉三丁目８番７号 ○ 

６ 悠悠いきいき倶楽部狛江 東和泉二丁目 16番１号 ○ 

７ 小田急デイサービスセン

ターふらわあ狛江 
元和泉一丁目 23番４号 ○ 

８ デイサービス本舗 狛江 中和泉二丁目 12番 15 号 ○ 

９ デイサービス狛江わがん

せ 
岩戸南二丁目 23番 14 号 ○ 

10 セニア狛江 岩戸南四丁目 15番１号 ○ 

医
療
関

係 

１ 佐藤診療所 東和泉一丁目３番 14号 ○ 

２ 保坂産婦人科クリニック 東和泉一丁目 21番３号 ○ 

３ 細矢耳鼻咽喉科医院 東和泉一丁目 19番４号 ○ 

幼
児

関
係 

１ 狛江こだま幼稚園 中和泉三丁目 14番８号 ○ 

２ 狛江みずほ幼稚園 岩戸南四丁目 14番１号 ○ 

乳
児
関
係 

１ 市立和泉保育園 岩戸北一丁目１番 12号 ○ 

２ 市立宮前保育園 中和泉三丁目 12番８号 ○ 

３ 市立駒井保育園 駒井町二丁目 28番６号 ○ 

４ 市立駄倉保育園 岩戸北三丁目 20番２号 ○ 

５ 多摩川保育園 西和泉一丁目５番１号 ○ 

６ 虹のひかり保育園 東和泉一丁目 32番 18 号 ○ 

７ ぎんきょう保育園 東和泉一丁目 34番 25 号 ○ 

８ 小田急ムック保育園「和泉

多摩川園」 
東和泉四丁目２番３号マルシェ１ ○ 

９ 一の橋こどもの家 岩戸南一丁目３番 12号 ○ 

10 トイボックス狛江園 元和泉一丁目１番２号エコルマ２ ○ 
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【参考資料 No.３】 

災害救助法施行細則（昭和 38年規則第 136 号）抜粋 

 

救助の程度及び方法 救助の期間 

救助の種類 救助の対象及び方法 費用の種類及び限度額等 

避難
所及
び応
急仮
設住
宅の
供与 

避難所 一 避難所は、災害により現に被害
を受け、又は受けるおそれのある
者に供与するものとする。 

二 避難所は、学校、公民館等既存
建物の利用を原則とするが、これ
らの適当な建物を利用すること
が困難なときは野外に仮設小屋
を設置し、又は天幕を設営して実
施するものとする。 

一 避難所設置のため支出できる費
用は、避難所の設置、維持及び管
理のための賃金職員等雇上費、消
耗器材費、建物の使用謝金、器物
の使用謝金、借上費又は購入費、
光熱水費及び仮設便所等の設置費
とし一人一日当たり三百十円とす
る。 

二 高齢者、障害者等(以下「高齢者
等」という。)であつて避難所での
生活において特別な配慮を必要と
するものに供与する福祉避難所を
設置した場合、特別な配慮のため
に必要な当該地域における通常の
実費を加算することができる。 

三 災害の発生日が冬季(十月から
三月まで)である場合は、燃料費と
して別に定める額を加算すること
ができる。 

避難所を開設でき
る期間は、災害発生
の日から七日以内
とする。 

応急仮
設住宅 

応急仮設住宅は、住家が全壊し、全
焼し、又は流失し、居住する住家が
ない者であつて、自らの資力では住
家を得ることができないものに供
与するものとする。 

一 応急仮設住宅の一戸当たりの規
模は、二十九・七平方メートルを
標準とし、その設置のため支出で
きる費用は、二百五十三万円以内
とする。 

二 応急仮設住宅を同一敷地内又は
近接する地域内におおむね五十戸
以上設置した場合は、居住者の集
会等に利用するための施設を設置
できることとし、一施設当たりの
規模及びその設置のために支出で
きる費用は、前号の規定にかかわ
らず別に定めるところによる。 

三 高齢者等であつて日常の生活上
特別な配慮を必要とする者数人以
上に供与し、老人居宅介護等事業
等を利用しやすい構造及び設備を
有する施設を、応急仮設住宅とし
て設置できるものとする。 

四 応急仮設住宅の設置に代えて、
民間賃貸住宅の借上げを行うこと
ができるものとする。 

一 応急仮設住宅
の設置について
は、災害発生の日
から二十日以内
に着工しなけれ
ばならない。 

二 応急仮設住宅
を供与できる期
間は、完成の日か
ら建築基準法(昭
和二十五年法律
第二百一号)第八
十五条第三項又
は第四項に規定
する期限内とす
る。 

炊き
出し
その
他に
よる
食品
の給
与及
び飲
料水
の供

炊き出
しその
他によ
る食品
の給与 

一 炊き出しその他による食品の
給与は、避難所に避難している
者、住家に被害を受けて炊事ので
きない者及び住家に被害を受け
一時縁故地等へ避難する必要の
ある者に対して行うものとする。 

二 炊き出しその他による食品の
給与は、被災者が直ちに食するこ
とができる現物により行うもの
とする。 

炊き出しその他による食品の給与を
実施するため支出できる費用は、主
食、副食及び燃料等の経費として一
人一日当たり千四十円以内とする。 

炊き出しその他に
よる食品の給与を
実施できる期間は、
災害発生の日から
七日以内とする。た
だし、被災者が一時
縁故地等へ避難す
る場合においては、
この期間内に三日
分以内を現物によ
り支給する。 
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給 飲料水
の供給 

飲料水の供給は、災害のため現に飲
料水を得ることができない者に対
して行うものとする。 

飲料水の供給を実施するため支出で
きる費用は、水の購入費のほか、給
水又は浄水に必要な機械又は器具の
借上費、修繕費及び燃料費並びに薬
品費及び資材費とし、当該地域にお
ける通常の実費とする。 

飲料水の供給を実
施できる期間は、災
害発生の日から七
日以内とする。 

被朋、寝具そ
の他生活必需
品の給与又は
貸与 

一 被朋、寝具その他生活必需品の
給与又は貸与は、住家の全壊、全
焼、流出、半壊、半焼又は床上浸
水(土砂の堆積等により一時的に
居住することができない状態と
なつたものを含む。)、船舶の遭
難等により、生活上必要な被朋、
寝具その他日用品等を喪失し、又
はき損し、直ちに日常生活を営む
ことが困難な者に対して行うも
のとする。 

二 被朋、寝具その他生活必需品の
給与又は貸与は、被害の実情に応
じ、次に掲げる品目の範囲内にお
いて現物をもつて行うものとす
る。 
(一) 被朋、寝具及び身の回り品 
(二) 日用品 (三) 炊事用具
及び食器 (四) 光熱材料 

被朋、寝具その他生活必需品の給与
又は貸与のため支出できる費用は、
季別及び世帯区分により一世帯当た
り一又は二の表に掲げる額の範囲内
とする。この場合において季別は、
災害発生の日をもつて決定する。 
一 住家の全壊、全焼又は流失に
より被害を受けた世帯 

被朋、寝具その他生
活必需品の給与又
は貸与を実施でき
る期間は、災害発生
の日から十日以内
とする。 

   
 季別 

 
 
 

世帯区分 

夏季(四
月から九
月まで) 

冬季(十月
から翌年三
月まで) 

 

一人世帯 一七、八
〇〇円 

二九、四〇〇
円 

二人世帯 二二、九
〇〇円 

三八、一〇〇
円 

三人世帯 三三、七
〇〇円 

五三、一〇〇
円 

四人世帯 四〇、四
〇〇円 

六二、一〇〇
円 

五人世帯 五一、二
〇〇円 

七八、一〇〇
円 

六人以上
の世帯 

五一、二
〇〇円に
世帯人員
が六人以
上一人を
増すごと
に七、五
〇〇円を
加算した
額 

七八、一〇
〇円に世帯
人員が六人
以上一人を
増すごとに
一〇、七〇
〇円を加算
した額 

   
二 住家の半壊、半焼又は床上浸
水(土砂の堆積等により一時的
に居住することができない状態
となつたものを含む。)により被
害を受けた世帯 

   
 季別 

 
 
 

世帯区分 

夏季(四
月から九
月まで) 

冬季(十月
から翌年三
月まで) 

 

一人世帯 五、八〇
〇円 

九、四〇〇円 

二人世帯 七、八〇
〇円 

一二、三〇〇
円 

三人世帯 一一、七
〇〇円 

一七、四〇〇
円 

四人世帯 一四、二
〇〇円 

二〇、六〇〇
円 

五人世帯 一八、〇
〇〇円 

二六、一〇〇
円 
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六人以上
の世帯 

一八、〇
〇〇円に
世帯人員
が六人以
上一人を
増すごと
に二、五
〇〇円を
加算した
額 

二六、一〇
〇円に世帯
人員が六人
以上一人を
増すごとに
三、四〇〇
円を加算し
た額 

   
医療
及び
助産 

医療 一 医療は、災害のため医療の途を
失つた者に対して、応急的に処置
するものとする。 

二 医療は救護班によつて行うも
のとする。ただし、急迫した事情
があり、やむを得ない場合におい
ては、病院又は診療所(あん摩マ
ツサージ指圧師、はり師、きゆう
師等に関する法律(昭和二十二年
法律第二百十七号)に規定するあ
ん摩マツサージ指圧師、はり師、
きゆう師又は柔道整復師法(昭和
四十五年法律第十九号)に規定す
る柔道整復師(以下「施術者」と
いう。)を含む。)において医療(施
術者が行うことのできる範囲の
施術を含む。)を行うことのでき
るものとする。 

三 医療は、次の範囲内において行
うものとする。 
(一) 診療 (二) 薬剤又は治
療材料の支給 (三) 処置、手術
その他の治療及び施術 (四) 
病院又は診療所への収容 (五) 
看護 

医療のため支出できる費用は、救護
班による場合は使用した薬剤、治療
材料及び破損した医療器具の修繕等
の実費とし、病院又は診療所による
場合は国民健康保険の診療報酬の額
以内とし、施術者による場合は協定
料金の額以内とする。 

医療を実施できる
期間は、災害の発生
の日から十四日以
内とする。 

助産 一 助産は、災害発生の日以前又は
以後の七日以内に分べんした者
であつて、災害のため助産の途を
失つたものに対して行うものと
する。 

二 助産は次の範囲内において行
うものとする。 
(一) 分べんの介助 (二) 分
べん前及び分べん後の処置 
(三) 脱脂綿、ガーゼその他の衛
生材料の支給 

助産のため支出できる費用は、救護
班等による場合は使用した衛生材料
等の実費とし、助産師による場合は
慣行料金の八割以内の額とする。 

助産を実施できる
期間は、分べんした
日から七日以内と
する。 

被災者の救出 災害のため現に生命若しくは身体
が危険な状態にある者又は生死不
明の状態にある者に対して捜索又
は救出を行うものとする。 

被災者の救出のため支出できる費用
は、舟艇その他救出のための機械、
器具等の借上費又は購入費、修繕費、
燃料費等とし、当該地域における通
常の実費とする。 

被災者の救出期間
は、災害発生の日か
ら三日以内とする。 

被災した住宅
の応急修理 

住宅の応急修理は、次の各号のいず
れかに該当する者に対して行うも
のとする。 
一 災害のため住家が半壊し、又は
半焼し、自らの資力では応急修理
することができない者 

二 大規模な補修を行わなければ
居住することが困難である程度
に住家が半壊した者(前号に該当
する者を除く。) 

居室、炊事場及び便所等日常生活に
必要最小限度の部分に対し、現物を
もつて行うものとし、その修理のた
め支出できる費用は、一世帯当たり
五十四万七千円以内とする。 

住宅の応急修理は、
災害発生の日から
一月以内に完了す
るものとする。 
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【参考資料 No.４】 

気象庁震度階級関連解説表 

 

使用にあたっての留意事項 

（１）気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計による

観測値です。この資料は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのような現象や

被害が発生するかを示すもので、それぞれの震度に記述される現象から震度が決定されるも

のではありません。 

（２）地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は震度計が置かれている地点での観測

値であり、同じ市町村であっても場所によって震度が異なることがあります。また、中高層

建物の上層階では一般に地表より揺れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階や場所によっ

て揺れの強さが異なります。 

（３）震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の１回

あたりの時間の長さ）及び継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、地盤の

状況により被害は異なります。 

（４）この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるもの

を記述しており、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあり

ます。また、それぞれの震度階級で示されている全ての現象が発生するわけではありません。 

（５）この資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今後、５年程度で

定期的に内容を点検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上等によって

実状と合わなくなった場合には変更します。 

（６）この資料では、被害などの量を概数で表せない場合に、一応の目安として、次の副詞・形

容詞を用いています。 

 

用   語 意   味 

まれに 

わずか 

大半 

ほとんど 

極めて少ない。めったにない。 

数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。 

半分以上。ほとんどよりは少ない。 

全部ではないが、全部に近い。 

が(も)ある、 

が(も)いる 

当該震度階級に特徴的に現れ始めることを表し、量的には多くはないが

その数量・程度の概数を表現できかねる場合に使用。 

多くなる 量的に表現できかねるが、下位の階級より多くなることを表す。 

さらに多くなる。 
上記の「多くなる」と同じ意味。下位の階級で上記の「多くなる」が使

われている場合に使用。 

※ 気象庁では、アンケート調査などにより得られた震度を公表することがありますが、

これらは「震度○相当」と表現して、震度計の観測から得られる震度と区別しています。 
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●人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度 

階級 
人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

０ 
人は揺れを感じないが、地震

計には記録される。 
― ― 

１ 

屋内で静かにしている人の

中には、揺れをわずかに感じ

る人がいる。 

― ― 

２ 

屋内で静かにしている人の

大半が、揺れを感じる。眠っ

ている人の中には、目を覚ま

す人もいる。 

電灯などのつり下げ物が、わずか

に揺れる。 
― 

３ 

屋内にいる人のほとんどが、

揺れを感じる。歩いている人

の中には、揺れを感じる人も

いる。眠っている人の大半

が、目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てること

がある。 
電線が少し揺れる。 

４ 

ほとんどの人が驚く。歩いて

いる人のほとんどが、揺れを

感じる。眠っている人のほと

んどが、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大きく揺

れ、棚にある食器類は音を立てる。

座りの悪い置物が倒れることがあ

る。 

電線が大きく揺れる。自動車を運転して

いて、揺れに気づく人がいる。 

５弱 
大半の人が恐怖を覚え、物に

つかまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激しく揺

れ、棚にある食器類、書棚の本が

落ちることがある。座りの悪い置

物の大半が倒れる。固定していな

い家具が移動することがあり、不

安定なものは倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ちることがあ

る。電柱が揺れるのがわかる。道路に被

害が生じることがある。 

５強 

大半の人が物につかまらな

いと歩くことが難しいなど、

行動に支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本で、落

ちるものが多くなる。テレビが台

から落ちることがある。固定して

いない家具が倒れることがある。 

窓ガラスが割れて落ちることがある。補

強されていないブロック塀が崩れること

がある。据付けが不十分な自動販売機が

倒れることがある。自動車の運転が困難

となり、停止する車もある。 

６弱 
立っていることが困難にな

る。 

固定していない家具の大半が移動

し、倒れるものもある。ドアが開

かなくなることがある。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落下する

ことがある。 

 

６強 

立っていることができず、は

わないと動くことができな

い。 

揺れにほんろうされ、動くこ

ともできず、飛ばされること

もある。 

固定していない家具のほとんどが

移動し、倒れるものが多くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落下する

建物が多くなる。補強されていないブロ

ック塀のほとんどが崩れる。 

７ 

固定していない家具のほとんどが

移動したり倒れたりし、飛ぶこと

がある。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落下する

建物がさらに多くなる。補強されている

ブロック塀も破損するものがある。 
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●木造建物（住宅）の状況 

震度 

階級 

木 造 建 物 （ 住 宅 ） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 ― 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがあ

る。 

５強 ― 壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 

６弱 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがあ

る。 

壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがある 

瓦が落下したり、建物が傾いたりすることがある。倒

れるものもある。 

６強 壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものが多くな

る。 

傾くものや、倒れるものが多くなる。 

７ 
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

まれに傾くことがある。 
傾くものや、倒れるものがさらに多くなる。 

(注１) 木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があり、

概ね昭和56年（1981年）以前は耐震性が低く、昭和57年(1982年)以降には耐震性が高い傾向がある。しかし、構法

の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まる

ものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

(注２) この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、倒壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、金網下地を

含む。）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下しやすくなる。 

(注３) 木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成20年（2008年）岩手・宮城内陸

地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

 

 

●鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 

階級 

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 建 物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強 ― 
壁、梁(はり)、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が入

ることがある。 

６弱 
壁、梁(はり)、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が入

ることがある。 

壁、梁(はり)、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が多

くなる。 

６強 
壁、梁(はり)、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が多

くなる。 

壁、梁(はり)、柱などの部材に、斜めやＸ状のひび割

れ・亀裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものがある。 

７ 

壁、梁(はり)、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂がさ

らに多くなる。 

１階あるいは中間階が変形し、まれに傾くものがあ

る。 

壁、梁(はり)、柱などの部材に、斜めやＸ状のひび割

れ・亀裂が多くなる。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが多くな

る。 

(注１) 鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね昭和56年（1981年）

以前は耐震性が低く、昭和57年(1982年)以降には耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、立面的な

耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものでは

ない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

(注２) 鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れがみられること

がある。 
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●地盤・斜面等の状況 

震度

階級 
地 盤 の 状 況 斜面等の状況 

５弱 
亀裂(※１)や液状化(※２)が生じることがある。 落石やがけ崩れが発生することがある。 

５強 

６弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地すべりが発生することがある。 

６強 
大きな地割れが生じることがある。 

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体の崩壊が

発生することがある(※３)。 ７ 
(※１) 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。 

(※２) 地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面からの泥水の

噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水道やマンホールが浮き上がる、建物の土台が傾いたり壊れた

りするなどの被害が発生することがある。 

(※３) 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されることがある。また、

大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

 

 

●ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 
安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以上の揺れで遮断装置が作

動し、ガスの供給を停止する。 

さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まることがある。※ 

断水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある。※ 

鉄道の停止、高速道

路の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全確認のため、運転見合わ

せ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われる。（安全確認のための基準は、事

業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インターネット等による 

安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにくい状況（ふくそう）が起こることが

ある。 

そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあった地震などの災害の発生時に、通信事業

者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板などの提供が行われる。 

エレベーターの停

止 

地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあった場合、安全のため自動停

止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかることがある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の供給が停止することがあ

る。 

 

 

●大規模構造物への影響 

長周期地震動※に

よる超高層ビルの

揺れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート造建物に比べて地震

時に作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。しかし、長周期地震動に対しては、ゆ

っくりとした揺れが長く続き、揺れが大きい場合には、固定の弱いＯＡ機器などが大きく移動し、

人も固定しているものにつかまらないと、同じ場所にいられない状況となる可能性がある。 

石油タンクのスロ

ッシング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内容液の液面が大きく揺れる現象）が発

生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生したりすることがある。 

大規模空間を有す

る施設の天井等の

破損、脱落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構造自体に大きな被害

を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたりして、破損、脱落することがある。 

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、電源から離れた遠方まで到達して、平野部では地盤

の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。 
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【参考資料 No.５】 

狛江市災害対策備蓄倉庫 

（平成 27年３月現在） 

No 場所・名称 住   所 

１ 狛江第一小学校 狛江市和泉本町１－37－１ 

２ 狛江第三小学校 狛江市猪方１－11－１ 

３ 狛江第五小学校 狛江市東野川１－35－13 

４ 狛江第六小学校 狛江市駒井町１－21－１ 

５ 狛江和泉小学校 狛江市中和泉３－33－１ 

６ 狛江緑野小学校 狛江市和泉本町４－３－１ 

７ 狛江第一中学校 狛江市和泉本町２－15－１ 

８ 狛江第二中学校 狛江市猪方２－７－１ 

９ 狛江第三中学校 狛江市元和泉１－23－１ 

10 狛江第四中学校 狛江市東野川４－１－１ 

11 西和泉体育施設 狛江市西和泉１－16－１ 

12 都営アパート 狛江市和泉本町４－７－39先 

13 前原公園内 狛江市西野川３－11 

14 小田急線高架下倉庫 狛江市和泉本町１－２ 

15 水防倉庫 狛江市東和泉４－10－６ 

16 防災センター 狛江市和泉本町１－１－５ 

17 
東京慈恵会医科大学附属 

第三病院 
狛江市和泉本町４－11－１ 

18 清水川公園 狛江市東和泉２－９ 
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8
0
0

8
0
0

2
0
0

0
2
0
0

2
0
0

8
0
0

0
0

0
0

0

毛
布

8
,3
0
3

1
4
0

2
1
0

3
7
0

2
1
0

2
5
0

2
4
0

1
6
0

1
9
0

1
7
0

1
1
0

1
7
0

0
0

2
1
0

2
5
0

6
5
3

0
2
,0
9
0

0
1
,1
9
0

1
,6
9
0

ご
ざ

3
3
5

2
0

4
0

2
0

4
0

2
0

2
0

2
0

4
1

2
0

2
0

3
5

0
0

2
0

3
7

0
0

0
0

0

災
害
救
助
用
カ
ー
ペ
ッ
ト

7
5
0

4
5

7
5

4
5

7
5

6
0

6
0

6
0

7
5

6
0

4
5

6
0

0
0

3
0

0
6
0

0
0

0
0

0

ア
ル
ミ
マ
ッ
ト

2
,9
9
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1
2

0
0

0
1
,3
8
0

0
1
,6
0
0

0

サ
バ
イ
バ
ル
ブ
ラ
ン
ケ
ッ
ト

4
,0
0
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

0
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

0
0

0

ロ
ー
ソ
ク

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

ロ
ー
ル
ペ
ー
パ
ー

1
1
,6
0
0

6
0
0

1
,3
0
0

7
0
0

1
,3
0
0

9
0
0

8
0
0

9
0
0

1
,1
0
0

1
,0
0
0

6
0
0

1
,0
0
0

0
0

2
0
0

2
0
0

1
,0
0
0

0
0

0
0

0

肌
着

9
0
0

0
4
8
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4
2
0

0
0

0
0

0

紙
お
む
つ
幼
児
用

1
7
,5
0
8

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

0
0

0
0

4
,0
3
8

0
5
,2
2
0

0
0

0

紙
お
む
つ
成
人
用

3
,4
2
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

0
0

0
0

1
,2
2
6

0
5
4
4

0
0

0

粉
ミ
ル
ク

9
6

5
5

5
6

6
5

6
6

5
6

5
0

0
0

0
8

0
0

0
0

2
8

哺
乳
び
ん

1
5
2

1
2

1
2

1
2

1
2

1
3

1
2

1
3

1
3

1
2

1
3

1
2

0
0

0
0

1
3

0
0

0
0

3

飲
料
水
（
1
.5
㍑
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
）

7
3
8

4
5

5
3

4
5

6
1

4
5

4
5

6
1

6
1

5
3

5
3

4
0

0
0

8
8

4
8

0
0

0
0

1
1
2

紙
コ
ッ
プ
（
１
束
3
0
個
）

4
9
,5
3
6

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

1
,1
5
2

0
0

0
0

8
,0
6
4

0
2
8
,8
0
0

0
0

0

割
り
箸
（
1
袋
1
0
0
膳
入
）

6
,0
0
0

4
2
0

6
3
0

3
3
0

6
3
0

5
4
0

5
4
0

4
8
0

6
0
0

4
8
0

3
3
0

4
8
0

0
0

0
0

5
4
0

0
0

0
0

0

紙
皿
（
平
皿
）

6
,0
0
0

4
0
0

6
0
0

4
0
0

6
0
0

5
0
0

5
0
0

5
0
0

6
0
0

5
0
0

4
0
0

5
0
0

0
0

0
0

5
0
0

0
0

0
0

0

ス
チ
ロ
ー
ル
製
丼

6
,0
0
0

4
2
0

6
3
0

3
3
0

6
3
0

5
4
0

5
4
0

4
8
0

6
0
0

4
8
0

3
3
0

4
8
0

0
0

0
0

5
4
0

0
0

0
0

0

ス
プ
ー
ン

3
,0
0
0

2
0
0

3
0
0

2
0
0

3
0
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

3
0
0

2
5
0

2
0
0

2
5
0

0
0

0
0

2
5
0

0
0

0
0

0

フ
ォ
ー
ク

3
,0
0
0

2
0
0

3
0
0

2
0
0

3
0
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

3
0
0

2
5
0

2
0
0

2
5
0

0
0

0
0

2
5
0

0
0

0
0

0

ラ
ッ
プ

3
,0
0
0

2
0
0

3
0
0

2
0
0

3
0
0

2
5
0

2
5
0

2
5
0

3
0
0

2
5
0

2
0
0

2
5
0

0
0

0
0

2
5
0

0
0

0
0

0

食 料 品 ト イ レ 生 活 関 連飲 料 水 関 連
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 項
目
品

名
合

計
第
一
小

第
三
小

第
五
小

第
六
小

和
泉
小

緑
野
小

第
一
中

第
二
中

第
三
中

第
四
中

西
和
泉
体
育
館

上
和
泉
地
域

セ
ン
タ
ー

狛
江
高
校

都
営
住
宅

前
原
公
園

高
架
下

水
防
倉
庫

防
災
セ
ン

タ
ー

第
一
中
校
舎
内

西
和
泉
校
舎

他
保
管
場
所

防
水
シ
ー
ト

5
7
6

4
3

5
6

3
1

5
0

4
7

4
1

4
2

4
7

4
9

3
2

5
1

0
0

1
1

1
1

5
5

1
0

0
0

0
0

テ
ン
ト

3
7

1
1

1
1

2
0

1
1

1
1

1
0

0
0

0
3

1
4

1
6

0
2

ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
メ
ガ
ホ
ン

2
8

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
0

0
1

1
4

0
0

0
0

0

炊
き
出
し
釜

1
8

1
1

1
1

2
1

1
1

1
1

1
0

0
1

1
0

0
4

0
0

0

炭
6
ｋ
ｇ

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

固
形
燃
料

1
,2
3
8

8
4

1
3
2

7
2

1
3
0

1
0
8

9
6

9
6

1
2
0

9
6

7
6

1
0
8

0
0

2
4

0
9
6

0
0

0
0

0

コ
ー
ド
リ
ー
ル

1
8

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
0

0
1

1
1

4
0

0
0

0

バ
ケ
ツ

4
5

3
4

3
4

5
3

3
4

4
3

3
0

0
1

0
1

4
0

0
0

0

コ
ン
パ
ネ

1
4

6
0

2
0

0
0

2
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

ス
コ
ッ
プ

4
6
1

2
3

3
3

2
3

3
2
7

2
5

2
5

3
1

2
5

1
8

2
8

0
0

1
2

1
3

2
9

1
4
6

0
0

0
0

番
線

6
5
5

0
2
0
0

0
0

0
0

1
2
0
1

1
2
0
1

5
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

発
電
機

5
8

3
3

3
3

3
3

3
3

3
3

3
0

0
4

4
7

4
1

0
0

5

投
光
器
一
式

5
0

3
3

3
4

2
3

3
3

3
4

3
0

0
2

2
5

2
1

0
0

4

ガ
ソ
リ
ン
携
行
缶

2
7

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
0

0
1

1
3

0
0

0
0

0

灯
油
用
ポ
リ
タ
ン
ク

2
9

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
0

0
2

0
5

0
0

0
0

0

防
災
タ
ン
ク
、
消
火
バ
ケ
ツ

1
8
8

0
0

0
0

0
0

0
8

0
0

0
0

0
0

0
1
8
0

0
0

0
0

0

一
輪
車

3
2

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
0

0
1

1
2

1
7

0
0

0
0

バ
リ
ケ
ー
ト

3
7

2
3

2
3

3
3

3
3

3
2

3
0

0
0

0
7

0
0

0
0

0

か
け
や

1
5
0

8
1
3

6
3

6
9

1
3

1
1

7
6

7
0

0
2

7
2
1

3
1

0
0

0
0

つ
る
は
し

1
0
2

8
1
0

1
0

1
0

1
0

4
8

9
1
0

5
1
0

0
0

2
2

4
0

0
0

0
0

バ
ー
ル

1
6
8

1
0

1
8

1
2

1
8

1
8

1
0

1
8

1
2

1
8

6
1
2

0
0

2
2

6
6

0
0

0
0

大
ハ
ン
マ
ー

7
1

4
8

3
4

6
4

3
6

3
4

4
0

0
1

1
8

1
2

0
0

0
0

軍
手

3
,1
5
4

1
0
0

1
9
2

1
2
0

1
9
2

1
2
0

2
4
0

2
4
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
5
0

0
0

0
2
4
0

1
,2
0
0

0
0

0
0

0

ト
ラ
ロ
ー
プ

7
1

5
8

4
8

5
4

4
6

4
4

6
0

0
4

0
9

0
0

0
0

0

携
帯
用
照
明
器
具

2
4
0

1
4

2
5

1
2

2
2

2
0

1
8

2
1

2
2

2
1

1
3

2
0

0
0

1
1

2
4

0
0

0
0

6

乾
電
池
単
一
型
　

8
0
8

5
0

1
0
0

5
0

1
0
0

5
0

5
0

5
0

1
0
0

5
0

5
0

5
0

0
0

4
4

1
0
0

0
0

0
0

0

乾
電
池
単
二
型

1
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1
0
0

0
0

0
0

0

乾
電
池
単
三
型
　

4
5
2

3
0

3
0

3
2

3
0

2
8

3
4

3
0

3
0

2
8

3
0

3
0

0
0

3
0

3
0

6
0

0
0

0
0

0

リ
ヤ
カ
ー

2
0

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
3

0
0

0
0

2

ジ
ャ
ッ
キ

1
5

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
0

0
1

1
2

0
0

0
0

0

救
助
資
器
材

2
0

3
1

1
1

2
1

1
1

2
1

2
0

0
1

1
1

0
1

0
0

0

単
管
パ
イ
ル

1
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
0
0

0
0

月
の
輪
工
法
機
材

1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
0

S
P
パ
イ
ル

1
,1
3
0

2
0

0
0

0
0

0
0

1
0
0

0
0

0
0

0
0

0
8
7
5

4
0

0
9
5

0
0

Ｔ
型
マ
ッ
ト

4
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4

0
0

土
の
う
袋

1
3
,6
0
0

0
0

0
0

0
0

0
2
,0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
1
1
,6
0
0

0
0

0
0

0

可
搬
ポ
ン
プ

5
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
1

0
0

0
0

排
水
ポ
ン
プ

3
0

0
0

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2

0
0

0
0

水 防 機 材機 　 　 　 　 材
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【参考資料 No.７】 

 

罹災証明申請書 

狛 江 市 長  あ て 

 

世
帯
主 

住 所 狛江市 

氏 名  世帯人員   名 

罹 
 

災 
 

状 
 

況 

罹 災 の 原 因 １ 風水害     ２ 震火災     ３ その他 

罹災の年月日 平成   年   月   日 

罹 災 場 所 狛江市 

罹 災 の 程 度 

家 

屋 

□全壊（焼・流失） 

□大規模半壊（焼・流失） 

□半壊（焼・流失） 

□床上浸水 

□床下浸水 

□その他 

 

人 

員 

□死  亡     名 

□負  傷     名 

□行方不明     名 

そ
の
他 

□その他物的被害 

 

 

世 
 

帯 
 

構 
 

成 

氏     名 続 柄 年 令 備     考 

 世帯主   

    

    

    

    

    

使 用 目 的  必要数 通 

上記のとおり、罹災したことを証明願います。 

平成   年   月   日 

 住 所  

申 請 者 氏 名 ○印  

 連 絡 先  
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【参考資料 No.８】 

 

 

平成 26 年 3 月作成狛江市防災ガイドより 
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【参考資料 No.９】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年 3 月作成狛江市防災ガイドより 
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【参考資料 No.10】 

 

 

 

 

 

平成 26 年 3 月作成狛江市防災ガイドより 
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【参考資料 No.11】 

 

 

 

 

 

平成 26 年 3 月作成狛江市防災ガイドより 



 

 

 

水防工法の種類                         【参考資料No.12】 
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【用語解説】 

用語 説明 

AED 

突然の心停止に対して、速やかに心臓への電気ショックによる除細動を行うための装置。機器が

心電図を自動解析し、除細動が必要な場合にのみ電気ショックを流す判断をし、音声等で指示す

るため簡単に操作できる。 

AP 

Arakawa peil の略で、荒川工事基準面という。A．P．は東京都中央区新川にある霊岸島水位観測

所の最低水位をもって定め、荒川のほか多摩川水系、中川水系で工事基準面として用いられてい

る。 

LNG 用防液堤 
LNG は、Liquefied Natural Gas 液化天然ガスの略。地上式のＬＮＧタンクには、万が一のガス

漏えいに備え、ガスの外部流出を防ぐ防液堤が必要とされる。 

MCA 無線 
一定数の周波数を多数の利用者が共同で利用するＭＣＡ（Multi Channel Access）方式を採用し

た無線システム。 

PCB 

(Poly Chlorinated Biphenyl)「ポリ塩化ビフェニル」という水に溶けにくく、沸点が高い等の物

理的な性質を有する物質で様々な用途に使用されたが、その有害性が明らかになり、確実かつ適

正な処理が求められている。 

RI（ラジオ・ア

イソトープ） 

放射線を出す同位元素（ウラン、ラジウム、カリウム等）のことで、核医学検査及び放射線治療

で使用する。 

SI（センサー・

値） 
（Spectrum Intensity）地震によって一般的な建物がどれだけ大きく揺れるかを数値化したもの。 

アメッシュ 
レーダー雨量計を用いた降雨情報システム。降雨の変化を短い周期で表示し、リアルタイムに降

雨の移動状況を監視できる。 

安全装置付末

端閉止弁 

ガス栓の一種でガスホースがはずれた場合、自動的にガスを止める過流出防止機構が付いた安全

なコックのこと。 

一級河川 国土保全上又は国民経済上特に重要な水系について政令で指定した河川。 

一時滞在施設 
災害発生時に、帰宅が可能になるまで待機する場所がない帰宅困難者を一時的に受け入れるため

の施設。 

医療救護活動

拠点 
急性期以降に、医療救護所や在宅療養者の医療支援に関して調整・情報交換する場所。 

医療救護所 
災害が発生し、多数の傷病者が発生したとき、または医療機関が一時的に混乱し、その機能が停

止したときに、被災者の救護を行うために、医療救護活動を実施する場所。 

雨水小型貯留

槽 

雨水を地下空間に一時的に貯留し、河川への急激な流入を抑制するための槽。地下に浸透させる

ことで土壌の保水性を改善し、地下水を涵養することができる。 

雨水浸透ます 雨水流出抑制を目的とした雨水排水設備で、雨水を大地へ浸透させて還元する。 

雨水流出抑制

施設 

都市化により雨水が地面に浸透する面積が減尐し、下水道施設や河川への負担が大きくなり、台

風や集中豪雨の増加に伴い内水被害が発生することから、雨水流出を抑制する目的で設置する浸

透・貯留施設。 

液化塩素 
塩素ガスを液化して容器に充填したもの。塩素ガスは空気より重く刺激臭の強い毒ガスであり、

高圧ガス取締法、労働安全衛生法、条例等の法規制を遵守し、取扱には十分な注意が必要である。 

液化石油ガス

（LPG） 

石油ガスを液化したもので、主成分はプロパンがもっとも多いため、プロパンガスとも呼ばれて

いる。 

液状化（現象） 
ゆるく堆積した沖積層の砂質地盤に地震動が加わると、間隙水圧の上昇により砂の粒子と粒子の

噛み合わせがはずれ、一時的に液状になり支持力を失う現象をいう。 

延焼阻止線活

動 

道路・河川・耐火造建物等の地形・構造物の活用や破壊消防により延焼拡大を防止する活動のこ

と。 

応急危険度判

定 

震災後の余震等による被災建築物の倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止し、住民の安

全の確保を図るため、建築物の被害の状況を調査し、二次災害の発生の危険の程度の判定・表示

等を行うこと。 

応急給水拠点 震災時避難場所等へ応急給水するための拠点となる設備のこと。 

応急教育 
災害時において、学校施設の被災及び児童生徒の被災により通常の教育を行うことができない場

合に行われる応急の教育。 

応急手当指導

員 
日本で消防機関による救命講習を教授する人員またはその資格。 



応急手当普及

員 
日本で消防機関による応急処置技能の普及を支援し救命講習を教授する人員またはその資格。 

応急給水槽 
地震等の災害に備え、都民の居住場所から概ね２km の範囲内に、給水拠点のない空白地域を解消

するために設置する応急給水のための水槽をいう。なお、市内には設置されていない。 

オストメイト

用トイレ 
オストメイト（人工肛門・人工膀胱保有者）の方が排泄処理をしやすい機能を備えたトイレ 

外国人災害時

情報センター 

災害時に、都が設置する外国人が必要とする情報の収集や外国人相談窓口の支援、防災（語学）

ボランティアの派遣、区市町村等が行う外国人への情報提供の支援業務を行う施設。 

街頭消火器 
平常時の出火や災害時の二次災害を防ぐ初期消火器具として使用することを目的に街頭に設置し

た消火器。 

仮設給水栓 
震災時において、水道管の断水が解消された地域で、消火栓を水源として応急給水を行うために

設置していく設備。 

仮設住宅 
自然災害等により、居住する住家がなく、自らの資金では住宅を得ることのできない者に対し、

行政が貸与する仮の住宅。 

河川の溢水 
洪水等で堤防が壊れて堤内地に水が溢れる事を破堤氾濫、河川や水路の断面が小さいため、水を

流しきれなくなって、満杯になった水があふれだす現象を溢水氾濫という。 

火葬特例許可

書 

通常の手続きに従って埋火葬許可証の発行を行っていたのでは、死体の腐敗等により公衆衛生上

の危害を発生するおそれがあるため、申請を受けた自治体が発行する埋火葬許可証に代わり速や

かに発行する証明書。 

簡易浸水防止

工法 

住宅への浸水被害を防ぐために、身近なものを使用して各家庭でできる工法のこと。土のうを使

った浸水防止のほかに、ダンボールやプランター等、各家庭にあるものを活用する。 

管きょ可とう

化 

地震等による管路施設の被害の軽減を図るため、管きょ間の接続部、マンホールと管きょの接続

部に可とう性のある耐震継手を使用すること。 

義援金配分委

員会 

災害時に集められた義援金を、被災者に公平に分配するための計画を審議し、決定する組織のこ

と。義援金配分委員会は、都道府県を中心として、日本赤十字社等の義援金受付団体、福祉団体

代表、被災者代表、ボランティア代表、学識経験者等で構成される。 

危険物貯蔵所 指定数量以上の危険物を貯蔵、取り扱う施設。 

危険物等運搬

車両 
毒物、高圧ガス、危険物等の危険有害な物質を運搬する車両 

気象解説ホッ

トライン 
災害時に気象庁が提供する電話（ホットライン）。 

起震車 
（地震体験車）地震の揺れを体験できる部屋を搭載した車両。防災訓練会場や学校等、各地に移

動し、その場で地震体験をすることができる。 

帰宅困難者 
通勤、通学、買い物等の外出者のうち、大地震が発生し交通機関が停止した場合、翌朝までの徒

歩帰宅が困難であると想定される人 

救急救命士 
病院への搬送途上に限り傷病者に対し救急車等にて救急救命処置を施し、速やかに病院へ搬送す

ることを目的とした国家資格の名称。 

急斜面地崩壊

危険箇所 

傾斜度 30 度以上、崖高さ 5m 以上で、崩壊した場合 5 戸以上の人家または官公署、学校、病院

等に被害を生じる恐れのある箇所。市内には存在しない。 

九都県市 埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県、横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市のこと。 

緊急医療救護

所 

超急性期において災害拠点病院等の近接地等に設置・運営する救護所で、主に傷病者のトリアー

ジ、軽症者に対する応急処置及び搬送調整を行う場所。 

緊急啓開道路 
地震等の災害時に、被災者の救援、救護活動及び緊急物資の輸送を確保するため、優先的に障害

物除去を行うことをあらかじめ指定された市内の災害対策拠点を結ぶ道路 

緊急災害情報

メール 
災害等の発生に伴う災害・避難情報等を、携帯電話に一斉に配信するメールのこと。 

緊急地震速報 
地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析することにより、地震による強い揺

れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報のこと。 

緊急情報ネッ

トワーク（Em

－Net） 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）を利用して、国（官邸）と地方公共団体間で緊急情報の通

信（双方向）を行うもので、メッセージを強制的に相手側に送信し、迅速・確実に緊急を要する

情報等を伝達する。 

緊急道路障害

物除去路線 

避難・救護・救急対策等のための震災後初期の緊急輸送機能の回復を図るために、障害物除去や

簡易な応急復旧作業を優先的に行う、あらかじめ都が指定を行った路線。 



緊急輸送道路 知事が指定する拠点(指定拠点)への輸送路、または、指定拠点を相互に連絡する輸送路。 

緊急輸送ネッ

トワーク 

震災時の救助や救急、医療活動、緊急輸送を円滑に行うため、応急活動の中心となる施設(指定拠

点)と指定拠点相互間を多ルートで結ぶネットワークをいう。 

空間放射線量 

一定時間（通常１時間あたり）内の空間のガンマ線量。サーベイメータ、連続モニタ、可搬式モ

ニタリングポスト等により測定され、この用語は、放射線の発生する施設の場所や平常時や緊急

時の一般環境での放射線モニタリングに使用される。 

警戒区域 
災害によって身体等が被る危険を防ぐために、災害を鎮めるための作業員等、許可を得た者以外

の出入を禁止したり、制限したりしている区域。 

軽可搬消防ポ

ンプ 
消防車が出入りできないような火災現場で使用される、持ち運びのできるポンプのこと。 

計測震度計 震度を自動的に観測、速報するために使用されている装置。 

建設防災ボラ

ンティア 

大規模な地震災害及び土砂災害が発生したとき、都建設局等に協力し、 公共土木施設、砂防施設

及び土砂災害危険箇所に係る、被災情報の迅速な収集や応急復旧等の支援活動を行うことによっ

て、 被災地域への円滑な救援活動や被災施設の早期復旧等を図るボランティア。 

建築物防災週

間 

建築物の防災対策の推進に寄与することを目的に建築物に関連する防災知識の普及や、防災関係

法令・制度の周知徹底を図るイベント等が行われる週間。 

広域火葬 
大規模な自然災害等により平常時に使用している火葬場の火葬能力だけでは、遺体の火葬を行う

ことが不可能になった場合に、内外の火葬場を活用して広域的に行う火葬のこと。 

公共的団体 
日本赤十字奉仕団、市医師会、市歯科医師会、市薬剤師会、農業協同組合、商工会、青年会議所、

交通安全協会、防犯協会、社会福祉協議会等、公共的な活動を営む団体。 

公用負担権限 

自治体の長が、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるとき、施設、土地、家屋又は

物資を管理し、使用し、収用し、若しくは応急措置の業務に従事させる等により、必要な措置を

図ることができる権限。 

国際交流協会 地域に暮らす在日外国人と日本人の交流のために設立された組織。 

こまえ安心安

全情報ブログ 

ヤフー株式会社との災害協定に基づき開設したブログサービス（ＵＲＬは、http://blogs. yahoo. 

co.jp /anshinkomae）。平常時においても、防災情報のほか、訓練情報や防犯情報、さらにはこ

まえ安心安全情報メールで配信した内容や、防災行政無線での放送内容等、狛江市の安心安全に

関する情報を発信している。 

こまえ安心安

全情報メール 

安心で安全なまちづくりの一環として、災害情報と不審者（犯罪）情報を、あらかじめ登録した

方の「携帯電話」や「パソコン」にメール配信するサービス。 

災害医療支援

病院 

専門医療、慢性疾患への対応、医療救護活動を行う病院（災害拠点病院及び災害拠点連携病院を

除く全ての病院） 

災害援護資金 
「災害弔慰金の支給等に関する法律」に基づき、災害救助法が適用された災害の場合において、

負傷又は住居、家財に被害を受けた方を対象として、350 万円を限度額に貸し付けを行う制度。 

災害拠点中核

病院 
災害拠点病院の中で地域医療圏の中心になって治療や支援を担う拠点病院。 

災害拠点病院 
災害時に通常の医療供給体制では医療の確保が困難になった場合に、応急的な医療を実施する医

療救護所との連携をもとに重症者の収容・治療を行う病院。 

災害拠点連携

病院 
災害拠点病院等と連携し、主に中等症者や容態の安定した重症者の収容・治療を行う病院。 

災害時帰宅支

援ステーショ

ン 

帰宅経路上の徒歩帰宅者を支援する施設。学校等の公共施設の他、沿道に多数の店舗があるコン

ビニエンスストア、ファミリーレストラン、ガソリンスタンド等の民間施設が指定されている。 

災害時集合場

所 

災害時の危険を回避するために一時的に避難する場所、または帰宅困難者が公共交通機関が回復

するまで待機する場所のこと。 

災害時優先電

話 

災害等で電話が混み合うと、発信規制や接続規制といった通信制限により、通常の電話は被災地

からの発信や被災地への接続は制限されるが、こうした制限を受けずに発信や接続を行うことが

できる優先電話のこと。 

災害障害見舞

金 
自然災害で後遺症を負った人たちに自治体から交付される見舞金。 

災害情報共有

システム（Ｌア

ラート） 

市町村など地域の災害情報等を共有する共通基盤として、共有された情報をテレビやラジオ等の

多様なメディアで一括配信するシステム。 



災害情報シス

テム（DIS) 

災害時に防災機関等から収集した被害・措置情報等を都本部が一元的に管理し、都の災害対策活

動に資するとともに、端末設置機関が、これら災害情報を活用し各機関の災害対策活動に役立て

るためのシステム。 

災害対策本部 

大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、非常配備態勢を発令する必要

があると認めたときに設置する組織。市における災害対策本部の組織及び運営は、災害対策基本

法、狛江市災害対策本部条例、狛江市災害対策本部条例施行規則及び狛江市災害対策本部運営要

綱で定められている。 

災害対策用井

戸 

大地震やその他の災害で水道施設が被害を受け、住民に対する給水が困難となった場合、水源を

確保するために指定された井戸。 

災害弔慰金 自然災害により死亡した遺族に対して支給する弔慰金のこと。 

災害ボランテ

ィアセンター 
大雨や地震等の大災害時、ボランティアの受入れ、派遣、調整等を行う場所。 

災害薬事コー

ディネーター 
医薬品等の調達、供給や、薬剤師の派遣などの案件について調整をする人のこと。 

災害薬事セン

ター 

医薬品等の受入れ、使用可能な医薬品の仕分け及び管理を行うとともに、地域内の医薬品供給要

請状況を把握し、調整する場所。 

災害用伝言ダ

イヤル 

被災地内の電話番号をメールボックスとして、安否等の情報を音声により伝達するボイスメール

のこと。「171」をダイヤルし、音声の指示に従う。 

在宅被災者 災害時に、自宅から避難することなく被害に遭った人のこと。 

サインカー 後部に大型の電光掲示板を装備した車両。 

次亜塩素酸ナ

トリウム 
無水和物はきわめて不安定で爆発、分解しやすい性質がある物質。 

自衛消防活動

中核要員 
自衛、消防活動の中核を担う人々のこと。 

事業継続計画

（BCP） 

（ＢＣＰ：Business Continuity Planning）自然災害発生時等に長期業務中断を防ぎ事業継続を

確実にするために策定する計画。市では「震災編」、「インフルエンザ編」が策定されている。 

自主防災計画

（自主防災カ

ルテ） 

地震発生時に自治体と連絡がとれなくても現場で対応できるよう、地元自主防災会等が中心とな

り、現場の状況に合わせて被災直後の混乱期を乗り切る目的で立てる計画。 

自主防災組織 
地域の初期消火活動や救護活動、避難場所への安全な移動等、町会や自治会等を主体に結成され

た地域の防災計画を担う組織。 

地震計ネット

ワーク 

国土交通省が地震直後の情報の尐ない段階で、所管の河川・道路施設の緊急点検の必要性や被災

状況の予測評価等、初動体制における施設管理者の意志決定を支援することを目的として整備し

たシステム。 

地震被害判読

システム 

警視庁及び東京消防庁のヘリコプターからのテレビ映像を受信し、被災地域の特定と被災状況を

迅速に把握するシステム。 

地震被害予測

システム 

消防庁で開発した地震被害を予測するシステム。誰もが容易にしかもほぼ瞬時に地震被害想定を

行うことができる簡易型地震被害想定システムとなっている。 

止水板 
集中豪雨等で氾濫した水の浸入を防ぐために、建築物、地下鉄、地下室、駐車場等の出入り口に

設置する、水を止める建築部材。 

地すべり危険

箇所 

土砂災害危険個所のうち、地すべりを起こしている、あるいは起こす恐れのある区域で、河川、 公

共施設、人家等に損害を与える恐れのある個所。都が指定するが、市内には存在しない。 

指定公共機関 公益的事業を営む法人等のうち内閣総理大臣が指定した組織等。 

指定地方行政

機関 
指定行政機関の地方支分部局およびその他の国の地方行政機関で、政令で定められた組織等。 

指定地方公共

機関 

土地改良区その他の公共的施設の管理者及び都道府県の地域において電気、ガス、輸送、通信そ

の他の公益的事業を営む法人で、当該都道府県の知事が指定する組織等。 

指定防災事業

所 

高圧ガスの事故等の災害が発生した際に、災害の拡大防止のために人員の派遣や防災工具類の提

供、関係機関への連絡等の協力活動を行う事業所として、高圧ガス製造事業所、高圧ガス販売事

業者等が組織する協議会から指定を受けている事業所。 

社会福祉協議

会 
福祉関連事業を推進する社会福祉法人。 



社会福祉施設 
社会福祉法や、福祉六法（生活保護法・児童福祉法・母子及び寡婦福祉法・身体障害者福祉法・

知的障害者福祉法・老人福祉法）をもとに作られた、社会福祉事業を行うための施設の総称。 

住宅用防災火

災警報器 
火災の際煙や熱を自動的に感知して音や音声で火災の発生を知らせる警報器 

受援計画 
大規模災害時に各地から来る応援部隊や物資の受け入れ態勢をあらかじめ決めておく計画のこ

と。 

首都直下地震

帰宅困難者対

策協議会 

内閣府（防災担当）及び東京都が、首都直下地震発災時における帰宅困難者等対策について、国、

地方公共団体、民間企業等における情報共有と横断的な課題を検討するために設置した協議会 

上級救命講習 
応急処置技能の認定を受けるための講習。普通救命講習の内容に外傷手当（三角巾包帯法等）や

搬送法等を加えた講習となる。 

消防尐年団 

心身ともに成長し、様々な社会の仕組み等を学ぶ小学生から中学生の時に社会人としての防災意

識や防災行動の基本を身に付け、団体生活を通して責任感のある人間に成長するための教育をし

ようというもの。狛江消防尐年団は、昭和 51 年４月に全国に先駆けて誕生した。 

消防水利 消防活動を行う際の水利施設のこと。 

消防団 

住民の人命と財産を守るため、火災や災害への対応、予防啓発活動等を行う消防組織法に基づい

て自治体に設置される消防組織。狛江市消防団は、103 名（平成 26 年９月１日現在）の団員が所

属し、地域防災の要として活発に活動している。 

食物アレルギ

ー 

食物の特定の成分に免疫系が過敏に応答して、望ましくない反応を起こす症状。食品アレルギー、

食事アレルギー、食事性アレルギーともいう。 

女性防火の会 女性層に対する防災知識及び防災思想の普及と、防災行動力の向上を図るための組織。 

浸水想定区域 

水防法に基づき、洪水予報河川及び避難判断水位（特別警戒水位）への水位の到達情報を通知お

よび周知する河川（水位周知河川）において、洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、

河川整備の基本となる降雨により河川がはん濫した場合に浸水が想定される区域のこと。 

身体防護訓練 
地震発生初期に対応するために必要とされる訓練。起震車による地震の揺れを体験することもそ

のひとつの訓練にあたる。 

心的外傷後ス

トレス障害

（PTSD） 

（ＰＴＳＤ：Posttraumatic Stress Disorder)恐ろしい体験や圧倒的な体験から精神的に外傷を

受け、それによって強い感情的反応が症状として現れ、長期的に持続する障害。 

水衝部 水が激しくぶつかり合うところ。 

水防災総合情

報システム 

都で観測している降水量や河川水位情報や注意報・警報をリアルタイム（５分ごと）に提供する

システム。 

スタンドパイ

プ 

主に火災発生時の消火活動等で使用する資器材。消火栓に直接接続してホースをつなぎ放水する

ことにより消火等を行う。 

赤十字エイド

ステーション 

赤十字奉仕団等が帰宅経路途中での徒歩帰宅者への支援（簡単な応急手当・水分の補給・休憩等）

を行う場所 

赤十字奉仕団 人道的な諸活動を実践しようとする人々が集まって結成されたボランティア組織 

全国瞬時警報

システム（J－

アラート） 

気象庁から送信される気象関係情報や、内閣官房から送信される有事関係情報を、人工衛星を利

用して地方公共団体に送信し、市町村の同報系防災行政無線を自動起動等するシステム。 

総合行政ネッ

トワーク

（LGWAN） 

全ての地方自治体間を相互に接続した行政ネットワークのこと。中央省庁、都道府県、市区町村

の官庁が全て接続されている。 

相互応援協定 
災害発生時における各種応急復旧活動に関する人的・物的支援について、地方公共団体が民間事

業者や関係機関等との間で締結する協定のこと。 

耐震診断 
既存の建物が地震の脅威に対し安全に使用できるか（耐震性を保有しているか）を見極めるため

に行う調査。 

耐震補強 
耐震診断によって耐震性が低いと判定された建物等に、耐震性を向上させるために行う補強（改

修）すること。 

地域内輸送拠

点 
地域内外からの緊急物資等の受入れ、配分、被災地への輸送等の拠点となる場所 

地区消防隊 地域ごとに設立したボランティアの自衛消防組織。消防団ＯＢ等により構成される。 



長周期地震動 地震発生時に通常の震動とは異なり約２～20 秒周期で揺れる長い周期の震動のこと。 

デジタルサイ

ネージ 

屋外や公共施設等のあらゆる場所で、ネットワークに接続したディスプレイなどの電子的な表示

機器を使って情報を発信するシステムのこと。 

東京 DMAT 
（Disaster Medical Assistance Team：ディーマット）東京都が発足させた大震災等の自然災害

等の災害現場で負傷者に対する医療処置を行う災害医療派遣チーム。 

東京消防庁災

害時支援ボラ

ンティア 

地震等の大規模な自然災害、事故が発生した場合に、あらかじめ登録している消防署や最寄りの

消防署に参集し、東京消防庁が行う消防活動を支援する事前登録制の専門ボランティア。 

東京都 LCP 住

宅 

（Life Continuity Performance）震災時においてもエレベーターや給水ポンプの運転に必要な最

小限の電源を確保することで、都民がそれぞれの住宅内に留まり、生活の継続を可能とする性能

を備えた住宅。 

東京都災害医

療コーディネ

ーター 

災害時に都が医療救護活動の統括・調整を円滑に行うために設置したコーディネーター。平時か

ら災害医療対策への助言を行うとともに、災害時には、東京ＤＭＡＴや医療救護班の効果的な配

分等についての助言・調整を行う。 

東京都地域災

害医療コーデ

ィネーター 

東京都災害医療コーディネーターとともに、災害時における二次保健医療圏域内の医療救護活動

の統括・調整を円滑に行うコーディネーター。 

東京都防災（語

学）ボランティ

ア 

都内で震災等の大規模な災害が発生した場合に、語学能力を活用して、被災外国人の支援を行う

ボランティア。 

東京都防災行

政無線 

都が災害時における被害情報の収集、伝達、その他の連絡のため、都施設、区市町村、警視庁、

東京消防庁、気象庁等の都の主要な関係機関をつなぐ総合的な防災行政無線網のこと。 

東京の液状化

予測図 

ボーリング資料、地形・地質図、液状化履歴図等の情報を元に予測された東京都内の地盤の液状

化のしやすさ、しにくさを相対的に表した地図。 

特設公衆電話 大規模災害時等に避難所等に設置される公衆電話。 

特定沿道建築

物 

特に高い公共性を有する輸送道路の沿道建築物のこと。耐震診断を義務化する等耐震化を促進す

る必要がある。 

土壌雨量指数 
防災気象情報のひとつ。降水雨量から流出量と深い土壌への浸水量を引いて求める。地表層の含

水量、大雨により土砂災害が発生する潜在的な危険度を示す。  

都民防災教育

センター（防災

館） 

模擬災害を体験しながら学び、もしもの時の防災行動力を身につける目的で設立された施設。 

トリアージ 
災害発生時等に多数の傷病者が同時に発生した場合に、傷病者の緊急度や重傷度に応じて適切な

処置や搬送を行うための治療優先順位を決定すること。 

二級河川 
一級河川以外の水系で公共の利害に重要な関係があるものに係る河川で都道府県知事が指定した

河川。 

二次災害 
ある災害が起こった後に、それがもとになって起こる別の災害。豪雨のため地盤が緩んで起こる

土砂崩れ、地震でガス管が損壊したことによる爆発事故、救助隊の遭難や被災等の例がある。 

二次保健医療

圏域 

特殊な医療を除く一般的な医療サービスを提供する医療圏（都道府県が医療機関の整備を進める

際の地域割り） 

日本 DMAT 

厚生労働省により発足した災害派遣医療チーム。医師、看護師、業務調整員（医師・看護師以外

の医療職及び事務職員）で構成され、大規模災害や多傷病者が発生した事故等の現場に、急性期

に活動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けている。 

排水場施設 
排水を公共下水道に流入させるために設ける、建物または敷地内等の排水管渠および、付帯設備

の総称をいう。 

ハザードマッ

プ 

自然現象に起因する災害の危険度を示す地図。市では、「地震ハザードマップ」、「洪水ハザー

ドマップ」を公表している。 

発災対応型訓

練 

模擬災害を発生させ、一人一人がその場の状況を判断して近所の人と協力し、消火活動や救助活

動、応急手当等を行う訓練。 

氾濫注意水位 水防団が出動等をする水位であり、河川の氾濫に注意した方がよい水位。 

被災者生活再

建支援金 
災害で自宅に住めなくなった世帯や長期避難中の世帯に、被害に応じて支給される基礎支援金。 



被災度区分判

定 

二次災害から住民の安全を確保するために建築物への立ち入りの可否等を判定する応急危険度判

定が実施された後に、震災建築物の復旧を目的として震災建築物の主として構造躯体に関する被

災度を区分判定し、継続使用するための復旧の要否を判定するもの。 

非常用便槽 

地震災害による建物の倒壊や断水でトイレが使えないときに、（被災した住民の衛生環境を確保

するため）マンホール蓋をあけて便器を設置し、テントをはるだけで簡易なトイレとして使用で

きる下水道非常用施設（災害用トイレ）のこと。 

避難行動要支

援者 

要配慮者のうち、災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難で、その円滑かつ

迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する人をいう。 

避難所運営協

議会 

避難所生活で混乱が生じないよう避難所の運営を事前に協議・検討し、地域住民等による避難所

の自主運営体制の確立を図ることを目的とした組織。 

避難判断水位 河川において避難等の目安となる水位のこと。 

普通救命講習 
家庭や職場で最善の応急手当や救命処置を行えるように、心肺蘇生法、止血法、体位管理、応急

手当等を学ぶ講習会。 

プッシュ型支

援 

救助要請を出せないほど被災した場合も想定し、被災地から支援要請がなくても国や他の自治体

が物資を送る支援方法。 

ヘリサイン 
災害時にヘリコプターからの識別を容易にし、被害状況の把握や救助・救急活動、緊急輸送活動

等の迅速化に資することを目的として、公共建築物の屋上等に施設名を表示したものをいう。 

防火防災診断 既存建物が、現状の防火管理体制及び既設の消防用設備等で対応ができるかを確認するもの。 

防災会議 
市地域防災計画の作成および実施の推進を図るために、災害対策基本法等に基づいて市に設置さ

れる会議。 

防災行政無線 
非常災害時における災害情報の収集・伝達手段の確保を目的とする、無線による通信網。災害時

に有線回線が途絶した場合でも、使用することが可能である。 

防災週間 
防災に対する知識を普及・啓発するため、各種防災啓発イベントが実施される週間（8月 30 日か

ら 9 月 5 日）。 

防災マップ 避難所の位置等、防災に関する必要な情報を示した地図。 

防災ラジオ 防災行政無線も受信することができるラジオ。 

マンホールト

イレ 

下水用マンホール内に、汚物を直接廃棄する簡易設営タイプのトイレ。避難所等に設営する災害

用仮設トイレとして使用される。 

水再生センタ

ー 
下水道の施設のひとつで、生活排水等をきれいな水にする施設 

免震構造 
建物の地番との間に積層ゴム等の特種な装置を付け、免震層を造ることで、地震力を建物に直接

伝えないようにした構造のこと。 

木造住宅密集

地 

老朽化した木造住宅が密集し、公園等のオープンスペースが尐なく、道路が狭い等、防災上、住

環境上の課題を抱えた地域。 

用途地域 
都市計画法により、都市の環境保全や利便の増進のために、地域における建物の用途に一定の制

限を行う地域。都市計画法の地域地区の基本となるもの。 

要配慮者 

本計画では、高齢者、障がい者、外国人、難病患者、乳幼児、妊産婦等を想定しおり、必要な情

報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難する等の災害時の一連

の行動をとるのに支援を必要とする人をいう。 

ライフライン

ネットワーク 

電力・ガス・水道・ＮＴＴ・鉄道等ライフライン各社が被災状況や復旧に関する情報の受発信に

ついて協力するネットワークのこと。災害時、最も重要なライフライン情報をスムーズに伝える

ために、日常的な連携システムを形成し、防災に対しての啓蒙活動、災害時の被災情報、ライフ

ライン情報、安心情報、病院情報等を迅速、的確に住民に伝えることを使命としている。 

罹災証明書 
自然災害により住家等が破損した場合、被害状況を確認し、証明するものをいう。この罹災証明

は、保険金の請求や税の減免申告等の手続に必要となる。 

流域雨量指数 

河川の流域に降った雨水が、どれだけ下流の地域に影響を与えるかを、これまでに降った雨（解

析雨量）と今後数時間に降ると予想される雨（降水短時間予報）から、流出過程と流下過程の計

算によって指数化したもの。 
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